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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

 

１．建学の精神・基本理念など本学が標榜する大学像（北海道工業大学の基本姿勢） 

 北海道工業大学（以下「本学」という）は、建学の精神を「本学は、全人教育の理念を

尊重し、科学的ヒューマニズムの精神に基づき、工学に関する基礎的知識に加えて、深く

専門の学術を研究教授し、広く応用能力を涵養して社会の指導的人材となるべき、創造的

知性と高潔なる道義心に溢れた、真に個性豊かな工業学徒を育成し、以って、人類文化の

進歩と日本の産業界の発展に貢献し、地域社会の開発に寄与することを使命とする」と定

め、北海道内唯一の私立工科系単科大学として昭和 42(1967)年４月に開学した。 

以後、この建学の精神に基づき、工学部６学科、大学院工学研究科修士課程５専攻、同

博士後期課程４専攻へと拡充展開を図ってきた（Ⅱ.1 本学の沿革 参照）。 

平成 10(1998)年度に開学 30 周年を迎えるに際して、21 世紀の新時代に対応していくた

めにそれまでの建学の精神を見直し、平成11(1999)年 11月 26日に建学の精神を「本学は、

ヒューマニティとテクノロジーの融合を教育理念の中心に据えて、工学に関する基礎知識

に加えて、深く専門の学術を教授・研究し、広く応用能力を涵養して創造性豊かな学識と

健全な心身とを備えた有用な人材を育成することにより、産業界の発展と地域社会の活性

化に寄与することを使命とする」と改め、併せて以下の三箇条の基本理念を定めた。 

① ヒューマニティとテクノロジーの融合 

② プロフェッショナル教育の確立 

③ 地域社会への貢献 

平成 13(2001)年度には、この建学の精神と基本理念に基づきそれまでの工学部６学科を

工学部８学科に再編成した。しかし、グローバル化の潮流は年々勢いを増し工科系大学に

対する要請も大きく変容し、高等教育のユニバーサル化の潮流も予想を上回る速さで進展

し、その対応策として高等教育機関の個性･特色の明確化が求められてきた（平成 17(2005)

年１月 28 日中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」より）。 

 本学では、このような教育実態に立脚しながら、この二大潮流に適応可能な大学像を模

索し、平成 18(2006)年度から「ファカルティ・ディベロップメント委員会（ＦＤ委員会）」

を中心に全学的な検討に着手した。その結果、 

a) 建学の精神および中心的な理念である上記の基本理念①を引き続き堅持する、 

b) 時代の要請に応えるべく上記の基本理念②を骨子から大幅に改める、 

c) 科学・工学の面白さ・重要性に関して児童・生徒への啓発を強化すべく上記の基本

理念③の内容を拡充する、 

d) 建学の精神・基本理念・教育目的等、大学像の規定概念群を階層構造的に統括表記

する、 

の４点によった「北海道工業大学の基本姿勢」を制定し、平成 19(2007)年４月１日から、

大学機能の強化を行ってきた。これまで、「基本姿勢」の具現化施策として工学部８学科

から、平成 20(2008)年、創生工学部、空間創造学部、医療工学部、未来デザイン学部への

学部・学科改組を実施し、現在４学部９学科と（Ⅱ.２ 本学の現況 、 Ⅲ.基準１参照）と

なっている。また、平成 20(2008)年には「成績評価と質の保証」システムの策定・実施も

行っている。大学院については平成 17(2005)年度にカリキュラムの大幅な改訂と専攻間で
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の教員の異動を行い、各学科との接続性と学術分野との整合性を調和させながら、従前の

専攻構成を継続してきたが、平成 24(2012)年度より、修士課程を改組し、修士課程６専攻、

博士後期課程４専攻となっている（Ⅱ２ 本学の現況参照)。 

 しかし、わが国の避けることのできない少子化や高齢化の進展は著しく、高等教育機関

の教育は、これら社会環境の変化と地域社会の要請や進学希望者の動向などを着実に捉え

なければならない。今後、中長期的な視点に立ち、学齢人口の減少期、特に 18 歳人口の減

少期における進学率の上昇に伴う学生の多様化の中で、進学希望者のニーズや動向を十分

に捉え、学生の多様な資質能力や学習意欲に柔軟に応え、学生の選択の幅や流動性を高め

る工夫が重要と考えられる。  

このようなことに鑑み、本学の設置母体である学校法人北海道尚志学園では、平成

22(2010)年９月に各設置校の教職員で構成された「将来計画検討委員会」を設け、法人の

将来像を継続的に検討してきた。その結果として平成 24(2012)年５月に「教学体制の再構

築並びにキャンパス再整備計画」を取りまとめ、この将来計画に基づき平成 26(2015)年度、

北海道工業大学は「北海道科学大学」への大学名称変更を含めた改組を行うこととなった。

時代の要請や多様化する学生のニーズに応えるため、創生工学部と空間創造学部を統合し

「工学部」と改称するとともに、医療工学部に３学科(看護・理学療法・医療放射線)を新

設して「保健医療学部」とする。これらに既存の「未来デザイン学部」を加えた３学部 12

学科体制で、本学の「建学の精神」および「基本理念」の実現を目指すこととなった。改

組に伴う教育研究領域の拡大をステークホルダーに容易に理解いただくことを考え、この

期に大学名を「北海道科学大学」に変更することを決断した。 

  

北海道工業大学の基本姿勢 
 

(平成11年11月26日 制定) 

(平成19年４月１日 改訂) 

(平成25年４月１日 改訂) 

１．建学の精神 

本学は、ヒューマニティとテクノロジーの融合を教育理念の中心に据えて、知識基盤

社会を担う市民としての汎用的技能に加えて、深く専門の学術を教授・研究し、広く応

用能力を涵養して創造性豊かな学識と健全な心身とを備えた有用な人材を育成すること

により、産業界の発展と地域社会の活性化に寄与することを使命とする。 

 

２．基本理念 

・ヒューマニティとテクノロジーの融合  

自然を愛し、人と環境に調和した技術を開発し、社会的な広い視野の下での総合的

な価値判断により、社会の発展と人々の幸福に資する科学技術を展開する。 

・時代の要請に即したプロフェッショナル教育 

大きな変容を遂げつつある時代の要請に即した教育組織構成の下で、学科ごとに教

育目的と目的達成に向けた年次目標を明示し、北海道およびわが国の活性化を実質的
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に支え得るプロフェッショナルを育成するための教育プログラムと教育環境を提供す

る。 

・地域社会への貢献 

産業界との連携により工学技術の教育研究を推進するとともに、寒冷地特有の技術

の開発および生活を支える技術の啓発、地域との連携、健康増進と福祉の向上などを

通して地域社会の発展に貢献する。 

 

３．教育目的 

時代の要請に即した専門領域で輝きながら、北海道およびわが国の活性化を実質的に

支え得る 21 世紀型市民を育成する。 

 

４．教育指針 

学科ごとのきめ細やかなカリキュラム、教育指導により、 

① 専門領域の基礎知識群とそれらの自然や社会、歴史との繋がりを含めた知識の枠

組みを獲得する、 

② 自ら学習する能力(学習力)を身につける、 

③ 社会における自らの役割を認識し、倫理観を醸成する、 

④ 自らの専門能力を高め、あるいは拡げる、 

⑤ 専門能力を社会に役立てるために必要な関連知識とスキルを獲得する、 

ことを支援する。加えて、組織的な教育効果の検証と、カリキュラムの改善を続け教育

目的を達成する。 

 

５．教育の特色 

(1) 学生の立場に基づく教育 

【教育システム】 

・専門領域ごとに最適設計された教育・学習プログラム 

・入学生の適性に応じたきめ細やかな教育・学習システム 

・少人数グル－プによる実験・演習を重視する教育プログラム 

 

【教育環境】 

・学習力醸成に役立つ整備された自習環境 

・開放的で居心地の良いグループ学習環境 

・豊富な研究設備に恵まれた卒業研究環境 

(2) 情報化社会に調和するプロフェッショナル教育 

【教育システム】 

・技術者として重要な倫理観を育む教育プログラム 

・協働のためのコミュニケーション能力を育む言語教育プログラム 

【教育環境】 

・全学生ノ－ト PC 所有・充実した学内イントラネット環境 

・ユビキタスな e-Learning 環境 
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２．北海道工業大学の使命と目的 

 １．に記した「北海道工業大学の基本姿勢」の立案過程においてその要旨と従前のもの

とを統合するとともに、学校教育法第 109 条の趣旨も追記し、北海道工業大学の使命と目

的は、「北海道工業大学の基本姿勢」に則り《北海道工業大学学則 第１章“目的および使

命”》に記載されている。 

 

 

北海道工業大学学則 

第１章 目的および使命 

第１条 

北海道工業大学(以下「本学」という)は、ヒューマニティとテクノロジーの融合を

教育理念の中心に据えて、時代の要請に即した工学に関する基礎知識と専門的学術を 

教授・研究し、高い応用能力と健全な心身を備え、得意分野で輝きながら活躍できる 

人材を育成することを目的とし、もって北海道およびわが国の活性化を実質的に支援 

することを使命とする。 

２ 本学は、教育研究水準の向上を図り、本学の目的および社会的使命を果たすために、

教育研究活動等について自ら点検および評価を行い、その結果を公表する。 

３ 本学は、前項の点検および評価に加え、政令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認

証を受けた者による評価を受けるものとする。 

 

３．北海道工業大学の個性と特色 

本学は昭和 42(1967)年の開学以来 46 年間、北海道唯一の私立工科系単科大学として、

時代の変化に適応すべく学科及び大学院の拡充･再編成を図りながら、現在までに学部、大

学院合わせて 30,900 名に及ぶ技術者や研究者を社会に送り出し、北海道とわが国の活性化

に寄与している。 

これまでの実績に立脚しながら、前記の「北海道工業大学の基本姿勢」を制定すること

で、本学の個性と特色を明確化し、持続的改革の方向を提示している。 

「本学の基本姿勢」及び《学則 第１章“目的および使命”》を、「大学の個性・特色」の

側面から要約すると以下に帰着する。 

①  本学における育成人材像 

大きな変容を遂げつつある時代の要請に即した教育組織構成の下で、学科ごとに教

育目的と目的達成に向けた年次目標を明示し、深く専門の学術を教授・研究し、高い

応用能力と健全な心身を備え、得意分野で輝きながら活躍できる人材を育成し、北海

道およびわが国の活性化を実質的に支え得るプロフェッショナルを育成する。本学で

は学士課程を通して、21 世紀のグローバル社会に貢献できる専門分野における理解力

と推論力、更に高い倫理観を兼ね備えたプロフェッショナルの育成を目指している。 

②  本学における教育方法 

本学では、専門分野に応じ学科・コースごとに最適設計された教育・学習プログラ

ムに加え、入学生の資質に応じたきめ細やかな教育・学習システムに基づき、教育及
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び学習指導を行っている。また、学生が個々に友人や教員との対話を通じ、自ら積極

的に学習を進められるよう教育環境整備に力を注いでいる。 講義室の全席にキャンパ

ス･ネットワーク（学内ＬＡＮ）に繋がる情報コンセントを設備し、パソコン利用のマ

ルチメディアによる授業方式を導入するとともに、キャンパス全体の有線・無線のＩ

Ｔ（Information Technology）基盤を整備して学生の自学自習を支援している。更に、

全教員が定期的に全学生を対象に個別面談を行って学生個々の履修計画と達成度を確

認し合い、個性に応じた学習指導に努めている。 

③  本学における改革の原則 

本学では、時代の要請に応えた専門領域で輝きながら北海道、及びわが国の活性化

を実質的に支え得るプロフェッショナルを育成するための学士課程を重視し、大学院

を学術の理論、及びその応用方法論の深奥を究めながら専門能力をより高める場と位

置付け、真に学生の立場に基づいた教育課程･学習システムの充実と学園生活の質

（Quality of Campus Life：ＱｏＣＬ）の向上のため、組織的な改革をその内容・規

模に応じて適宜積み重ねていくことにしている。 

 ④  時代の要請から捉えた改革  

本学は平成 26 年度、時代の要請を受け、「北海道科学大学」への名称変更及び学部

改組を計画している。加えて、平成 27 年度からは、北海道尚志学園 100 周年事業に向

けた改革の一環として、北海道薬科大学の前田キャンパス移転が実施される。北海道

薬科大学との連携強化により、幅広い医療系教育が実現可能となり、大きな特色の一

つとなっている。 

⑤  実学系総合大学への強いメッセージの発信 

本学には、学園 100 周年事業の「教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画」

に当たり、ブランドビジョンと共通ロゴ・スローガンが策定されている。ブランドビ

ジョンは、「基礎能力と専門性を併せ持つ人材を育成し、地域と共に発展・成長する北

海道 No.1 の実学系総合大学を実現する」であり、共通ロゴ・スローガンと共に、教職

員一体となった、ビジョンとその達成に向けた強いメッセージ発信を社会に行ってい

る。 

シンボルマークは、北海道の「Ｈ」の文字を基本とし、学生・地域・教職員が交わり(育

み)、大きく広がっていく(成長していく)イメージを表し、オレンジ色は Spirits の熱さを

示している。共通スローガン「＋Professional」は、ヒューマニティ、コミュニケーショ

ン能力、問題発見・解決能力、マネジメント能力といった基盤能力を基に、専門性を身に

つけた人材を育成することを表している。 
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Ⅱ．沿革と現況 

1． 本学の沿革 
 

大正 13(1924)年 8 月 

●伏木田隆作、自動車運転技能教授所

開設 

  ※当学園の創設 

昭和 11(1936)年 6 月 

●各種学校に組織変更認可 
昭和 26(1951)年 5 月 

●財団法人北海道自動車学校設立認可 
昭和 28(1953)年 1 月 

●学校法人自動車学園に組織変更認可 

  設置校／北海道自動車短期大学 

北海道自動車学校 

昭和 28(1953)年 4 月 

●北海道自動車短期大学開学 

  学科／自動車工業科 

昭和 31(1956)年 4 月 

●北海道工業高等学校（現北海道尚志

学園高等学校）開校 

  課程／定時制 

  学科／自動車科 

昭和 32(1957)年 4 月 

●北海道工業高等学校 通常課程設置 

  課程／全日制 

  学科／自動車科 工業経営科 

昭和 38(1963)年 4 月 

●北海道自動車短期大学 学科増設 

  学科／自動車工業科第二部（夜間 

     課程） 

昭和 42(1967)年 4 月 

●北海道工業大学開学 

  学部／工学部 

  学科／機械工学科 経営工学科 

昭和 43(1968)年 4 月 

●北海道工業大学 学科設置 

  学部／工学部 

学科／電気工学科 

昭和 47(1972)年 4 月 

●北海道工業大学 学科設置 

  学部／工学部 

学科／土木工学科 建築工学科 

昭和 48(1973)年 4 月 

●北海道工業高等学校 学科設置 

学科／普通科 

昭和 49(1974)年 4 月 

●北海道薬科大学開学 

  学部／薬学部 

  学科／薬学科 生物薬学科 

昭和 50(1975)年 4 月 

●法人名称変更 

 学校法人自動車学園を学校法人北海

道尚志学園へ 

 

 

昭和 53(1978)年 4 月 

●北海道工業大学 計算機センター

（現メディアセンター）開設 

昭和 55(1980)年 4 月 

●北海道工業大学 寒地総合技術セン

ター開設 

昭和 60(1985)年 4 月 

●北海道電波専門学校（現北海道総合

電子専門学校）設置者変更 

※昭和 30(1955)年開校、 

昭和 53(1978)年専修学校認可 

昭和 61(1986)年 4 月 

●北海道工業大学 学科設置 

  学部／工学部 

  学科／応用電子工学科 

昭和 62(1987)年 4 月 

●北海道工業大学 現図書館開館 

平成 2(1990)年 4 月 

●北海道工業大学大学院設置 

  研究科／工学研究科 

  専攻／電気工学専攻 

応用電子工学専攻 

建築工学専攻 

  課程／修士課程 

平成 4(1992)年 4 月 

●北海道工業大学大学院 専攻および

課程設置 

  研究科／工学研究科 

専攻および課程 

  機械システム工学専攻／修士課程

  土木工学専攻／修士課程 

  電気工学専攻／博士後期課程 

  応用電子工学専攻／博士後期課程

平成 6(1994)年 4 月 

●北海道工業大学大学院 専攻および

課程設置 

  研究科／工学研究科 

 専攻および課程 

  機械システム工学専攻／博士後期

課程 

  建設工学専攻／博士後期課程 

平成 13(2001)年 4 月 

●北海道工業大学 設置学科改組 

  学部／工学部 

学科／電気電子工学科 

     情報ネットワーク工学科 

     情報デザイン学科 

     福祉生体工学科 

     環境デザイン学科 

     機械システム工学科 

     社会基盤工学科 

     建築学科 

 

 

平成 18(2006)年 4 月 

●北海道工業大学 学科専攻設置 
学部／工学部 

学科専攻／福祉生体工学科 

義肢装具学専攻 

平成 19(2007)年 4 月 

●北海道工業大学 学科名称変更 
 福祉生体工学科を医療福祉工学科 
 へ 
平成 20(2008)年 4 月 

●北海道工業大学 設置学部・学科改

 組 
  学部および学科／ 

創生工学部 

    機械システム工学科 

    情報フロンティア工学科 

    電気デジタルシステム工学科 

   空間創造学部 

    建築学科 

    都市環境学科 

   医療工学部 

    医療福祉工学科 

   未来デザイン学部 

    メディアデザイン学科 

    人間社会学科 

平成 24(2012)年 4 月 

●北海道工業大学大学院専攻設置 

研究科／工学研究科 

専攻／電気電子工学専攻 

情報工学専攻 

医療工学専攻 

●北海道工業大学学科設置 

学部／医療工学部 

学科／義肢装具学科 
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2．本学の現況 

 

・大学名  北海道工業大学 

 

・所在地  札幌市手稲区前田７条 15 丁目４番１号 

 

・学部の構成 

学 部                 大学院 

創生工学部 

 

工学研究科 

機械システム工学科 機械システム工学専攻(修士課程) 

情報フロンティア工学科 電気電子工学専攻(修士課程) 

電気デジタルシステム工学科 情報工学専攻(修士課程) 

空間創造学部 医療工学専攻(修士課程) 

建築学科 土木工学専攻(修士課程) 

都市環境学科 建築工学専攻(修士課程) 

医療工学部 機械システム工学専攻(博士後期課程) 

医療福祉工学科 電気工学専攻(博士後期課程) 

義肢装具学科 応用電子工学専攻(博士後期課程) 

未来デザイン学部  建設工学専攻(博士後期課程) 

メディアデザイン学科  

人間社会学科  

 

 

・学生数、教員数、職員数 

   学 部                           （平成 25 年 5 月 1 日現在） 

学部名 学 科 名 入学定員 
編入学定員

２年次 

編入学定員

３年次 
収容定員 在籍学生数

創 生 工 学 部 

機械システム工学科     130       1       2  527     456 

情報フロンティア工学科     120       1       2  487     426 

電気デジタルシステム工学科      80       1       1  325     326 

空間創造学部 
建築学科     130       1       2  527     397 

都市環境学科      90       1       2  367     174 

医 療 工 学 部 
医療福祉工学科    70     1      1  285     310 

義肢装具学科    30     －      － 120     135 

未来デザイン学部 
メディアデザイン学科      80       1       1  325     366 

人間社会学科      70       1       1  285     129 

合    計 800       8    12 3248     2719 
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大学院                       （平成 25 年 5 月 1 日現在） 

研究科名 専 攻 名 入学定員 収容定員 在籍学生数 

工学研究科 

機械システム工学専攻（修士課程）         7        14 8 

電気電子工学専攻（修士課程）         6        12 8 

情報工学専攻（修士課程）         6        12 10 

医療工学専攻（修士課程）         6        12 20 

土木工学専攻（修士課程）         6        12 1 

建築工学専攻（修士課程）         6        12 5 

(小  計)      (37)      (74)     (52) 

機械システム工学専攻（博士後期課程）         2         6 0 

電気工学専攻（博士後期課程）         2         6 1 

応用電子工学専攻（博士後期課程）         2         6 3 

建設工学専攻（博士後期課程）         2         6 0 

(小  計)      ( 8)      (24)       ( 4) 

合  計      45        98     56 

 

 

教員数                            （平成 25 年 5 月 1 日現在） 

学部名 学 科 名 教 授 准教授 講 師 助 教 合 計 

  所属長 学長 1      -    -    - 1    

創 生 工 学 部 

機械システム工学科 10 8 0 3 21 

情報フロンティア工学科 9 5 1 0 15 

電気デジタルシステム工学科  11 2 1 1 15 

空間創造学部 
建築学科  6 5 0 0 11 

都市環境学科 5 5 1 1 12 

医 療 工 学 部 
医療福祉工学科 8 3 1 3 15 

義肢装具学科  5 3 1 1 10 

未来デザイン学部 
メディアデザイン学科  9 2 2 0 13 

人間社会学科 5 7 1 1 14 

 高等教育支援センター 10  1  0 0 11    

合 計 79  41  8   10   138   

 

 

職員数              （平成 25 年 5 月 1 日現在） 

 専 任 契約職員 派遣職員 合 計 

事 務 系 54 15 1 70 

医 療 系 1 0 0 1 

教 務 系 0 2 0 2 

合 計 55 17 1 73 
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Ⅲ．「基準」ごとの自己評価 

 

基準 1．使命・目的等 

1－1 使命・目的及び教育目的の明確性 

≪1－1 の視点≫ 

1-1-① 

1-1-② 

意味・内容の具体性と明確性 

簡潔な文章化 

 

（1）1－1 の自己判定 

基準項目 1－1 を満たしている。 

 

（2）1－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性 

【事実の説明】       

・本学の使命・目的及び教育目的は「北海道工業大学の基本姿勢」の中で明確に記載さ

れており、ヒューマニティとテクノロジーの融合を教育理念の中心に据えて、知識基

盤社会を担う市民としての汎用的技能に加えて、深く専門の学術を教授・研究し、広

く応用能力を涵養して創造性豊かな学識と健全な心身とを備えた有用な人材を育成す

ることにより、産業界の発展と地域社会の活性化に寄与することを使命としている。

これらはホームページにより一般公開されている。 

・教育目的として、時代の要請に即した専門領域で輝きながら、北海道およびわが国の

活性化を実質的に支え得る 21 世紀型市民を育成している。また、教育指針、教育の特

色を掲げ、意味・内容の具体性を明示し、これらにより本学の使命・目的及び教育目

的の明確性が示されている。【資料 1-1-1】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-1-1】北海道工業大学の基本姿勢                                          

【自己評価】 

・本学の使命・目的及び教育目的は、「北海道工業大学の基本姿勢」の理念に基づき、

具体的で明確であると判断している。 

 

1-1-② 簡潔な文章化 

【事実の説明】 

・使命・目的及び教育目的は、「北海道工業大学の基本姿勢」において“１.建学の精

神、２.基本理念、３.教育目的、４.教育指針、５.教育の特色”の意味・内容が極め

て簡潔な文章で具体性を持って明示されている。また、これらは、学内、学外に対し

ても簡潔な文章で明示されホームページにも掲載している。【資料 1-1-1】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-1-1】北海道工業大学の基本姿勢 
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【自己評価】 

・各媒体で明示されている使命・目的及び教育目的は、簡潔で具体性のある内容で書か

れた「北海道工業大学の基本姿勢」に則ったものであり、その表現も簡潔に説明され

ていると評価している。 

 

（3）1－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・学則第１条第２項において、「本学は、教育研究水準の向上を図り、本学の目的及び

社会的使命を果たすために、教育研究活動等について自ら点検および評価を行い、そ

の結果を公表する」と規定しているとおり、本学の改善・改革に際しては、中央教育

審議会並びに大学分科会の答申内容・改善方策等に常に着目しており、常に時代の要

請の変化を機敏に受け止め、本学の基本姿勢で掲げた、使命・目的及び教育目的の明

確性を保持し点検評価を継続していく。 

 ・各種教育研究活動への建学の精神、基本理念の反映のためには、本学の個性・大学像

を明確化した「北海道工業大学の基本姿勢」の中での「教育目的」の位置付けを明確

に認識しつつ、「その整合性・妥当性及び有効性」の検証と併せ、教育研究組織の改

組をも視野に入れた上で、問題点の収集・蓄積を行い、改善を実施していく。 

 

1－2 使命・目的及び教育目的の適切性 

≪1－2 の視点≫ 

1-2-① 

1-2-② 

1-2-③ 

個性・特色の明示 

法令への適合 

変化への対応 

 

（1）1－2 の自己判定 

基準項目 1－2 を満たしている。 

 

（2）1－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-2-① 個性・特色の明示 

【事実の説明】 

・本学では、「北海道工業大学の基本姿勢」及び学則の中で個性と特色を明確化し、持続

的改革の方向を提示している。 

・これらより「大学の個性・特色」を要約すると (a) 本学における育成人材像、すなわ

ち、時代の要請に即したプロフェッショナル教育 (b) 本学における教育方法、すなわ

ち、学生の立場に基づく教育、(c) 本学における改革の原則、すなわち教育課程・学

習システムの充実と学園生活の質（ＱｏＣＬ）の向上のため、これらに関わる組織内

部の改革、(d)時代の要請に応じた改革、すなわち、大学の長期計画から捉えた系列大

学との連携（尚志学園ホームページ）となる。 

・これらは本学ホームページから閲覧でき、北海道工業大学「自己点検・評価報告書」[平

成 23 年度版]の中で具体的に公表されている。【資料 1-2-1】 
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・本学の「教育の特色」として「成績評価と質の保証」のための基本フレームがありそ

の内容が明示されている。【資料 1-2-1】～【資料 1-2-3】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-2-1】北海道工業大学「自己点検・評価報告書」[平成 23 年度版] 

【資料 1-2-2】北海道工業大学における「成績評価と質の保証」のための基本フレーム 

【資料 1-2-3】北海道工業大学の大学院における成績評価の基本フレーム 

【自己評価】 

・個性や特色は、使命・目的、及び教育目的に則り「北海道工業大学の基本姿勢」、「Ｈ

ＩＴナビ－在学生に関する諸規程」、さらには、「北海道工業大学自己点検・評価報告

書[平成 23 年度版]」を通して明示されていると評価している。 

 

1-2-② 法令への適合 

【事実の説明】 

・本学は、教育基本法及び学校教育法に則り、時代の変化に適応すべく開学以来 46 年間、

学部及び大学院の拡充･再編成を図りながら使命・目的及び教育目的の達成を図ってい

る。本学学則第１条第１項には「目的および使命」を定めるとともに第１条第２項には

自ら点検および自己評価を行い、その結果を公表すると規定し、第１条第３項には「政

令で定める期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者による評価を受けるものとす

る」としている。【資料 1-2-4】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-2-4】北海道工業大学学則 

【自己評価】 

・使命・目的及び教育目的の達成にあたって厳密に法令を遵守している。 

 

1-2-③ 変化への対応 

【事実の説明】 

・本学は時代の変化に対応しながら、その使命・目的及び教育目的を適切に達成すべく

学部及び大学院においても「目的および使命」を掲げつつ拡充･再編成を図ってきた。

具体的には（Ⅱ.１ 本学の沿革 参照）現在は平成 19(2007)年４月１日から施行され

た「北海道工業大学の基本姿勢」に則り、１学部８学科から４学部９学科への改組（Ⅱ.

２ 本学の現況 及び Ⅲ.基準１参照）を行ってきた。 

・基本理念には、「学科ごとに教育目的と目的達成に向けた年次目標を明示する」とし

ており、常に時代の変化を見据えた対応を行ってきた。 

・大学院についても学部学科との接続性と学術分野との整合性を調和させながら、（Ⅱ.

２ 本学の現況 参照）、修士課程２専攻を改組、平成 24(2012)年度より工学研究科修

士課程６専攻体制に移行している。 

・平成 26(2014)年度、少子高齢化、受験生の多様化及び学問領域の複合化等の時代の要

請に則り、大学名を「北海道科学大学」に名称変更し、また「工学部」「保健医療学

部」「未来デザイン学部」の３学部 12 学科体制に改組して、本学の「建学の精神」、

「基本理念」を実現する実学系の総合大学を目指す。【資料 1-2-5】 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-2-5】各学部及び各学科の具体的人材養成の目的資料 

【自己評価】 

・本学では、「目的および使命」及び教育目的を掲げ、各学部、学科の年次目標を明示

するとともに目的達成に向けて教育プログラムを実施し、現在まで法令を遵守し適切

な対応を行っていると評価している。 

 

（3）1－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・本学は、基本姿勢で掲げた教育目的「時代の要請に即した専門分野で輝きながら、北

海道およびわが国の活性化を実質的に支え得る 21 世紀型市民を育成する」の実現に

向け、中央教育審議会答申（平成 17(2005)年 1 月 28 日答申「我が国の高等教育の将

来像」、平成 20(2008)年 12 月 24 日答申「学士課程教育の構築に向けて」、平成 24(2012)

年８月 28 日答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び

続け、主体的に考える力を育成する大学～」）への十分な配慮のもとで、常に使命・

目的、及び教育目的を適切に保つべく大学全体では大学改革推進室及びＦＤ委員会を

中心に、各学部、各学科、大学院との連携を保ちつつ、各種教育研究活動における改

善・向上方策を実施していく。 

 ・学科ごとに定めているカリキュラムポリシー、ディプロマポリシー、教育目的および

教育指針に基づき行われる教育指導について、学科ごとに教育効果の自己点検を行い

カリキュラムの改善を継続し教育目的の達成に取り組む。 

 

 

1－3 使命・目的及び教育目的の有効性 

≪1－3 の視点≫ 

1-3-① 

1-3-② 

1-3-③ 

1-3-④ 

役員、教職員の理解と支持 

学内外への周知 

中長期的な計画及び 3 つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

 

（1）1－3 の自己判定 

基準項目 1－3 を満たしている。 

 

（2）1－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-3-① 役員、教職員の理解と支持 

【事実の説明】 

・本学の現行下での使命・目的を果たすべく本学の教職員は日々一丸となって業務を遂

行している。この使命・目的は「北海道工業大学の基本姿勢」及び「学則 第１章「目

的および使命」第１条」に掲げられ、新任教職員を対象とした年度始めの新任教職員

研修会において、「建学の精神・基本理念、使命・目的及び教育目的」についてＦＤ
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およびＳＤを実施している。【資料 1-3-1】 

・「北海道工業大学の基本姿勢」及び「学則」は大学のホームページ及び規程集に掲載さ

れ、全ての教職員が容易かつ速やかにいつでも閲覧できるようになっている。【資料

1-3-3】【資料 1-3-4】 

・本学の設置母体である北海道尚志学園の「平成 24 年度事業報告」には各設置校の「建

学の精神・基本理念」「入学に関する基本的な方針」「教育方針」が掲載され、理事、

評議員の理解も得られている。【資料 1-3-2】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-3-1】新任教職員研修会実施要領 

【資料 1-3-2】北海道尚志学園「平成 24 年度事業報告」 

【資料 1-3-3】教員組織規程 

【資料 1-3-4】事務局組織規程 

【自己評価】 

・本学の使命・目的は、役員、教職員に各種の媒体や組織レベルでの会議及びオリエン

テーションを通し知らされており、教職員一丸となって教育業務を遂行していること

から、充分な理解と支持を得ているものと評価している。 

 

1-3-② 学内外への周知 

【事実の説明】 

・本学の使命・目的及び教育目的は、「大学案内」に加えて「在学生情報サイト」、学

生便覧に相当する「ＨＩＴ教務ブック」を通して、ホームページ及び冊子媒体で広く

学内外へ周知されている。【資料 1-3-5】～【資料 1-3-7】 

・平成 20(2008)年度から入学式での学長告辞により、入学者及びその保護者に対しても

本学の基本理念とともに周知が図られている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 1-3-5】ＨＩＴナビ－在学生に関する諸規程 → 学則・大学院学則（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php  

【資料 1-3-6】ＨＩＴナビ－大学院（ＨＩＴ教務ブック） → シラバスは各専攻 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigakuin/index.php 

【資料 1-3-7】大学案内 

【自己評価】 

・本学の建学の精神、基本理念、学則で示された使命・目的及び教育目的は、ホームペ

ージや冊子媒体を通して、本学の教職員、役員、保護者、その他ホームページ閲覧者

等の内外に広く周知されていると判断している。 

 

 

1-3-③ 中長期的な計画及び３つの方針等への使命・目的及び教育目的の反映 

【事実の説明】 

・平成 24(2012)年 11 月に答申された「教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画」 

  に則り、平成 26(2014)年度の大学名称変更と「工学部」「保健医療学部」「未来デザ
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イン学部」への学部改編が実施されるが、新体制の３ポリシーにおいても現体制と同

様に使命・目的及び教育目的は反映され、明示される。 

・平成 20(2008)年４月１日から「北海道工業大学の基本姿勢」の具現化策として「時代

の要請に即したプロフェッショナル教育」を提供すべく、「創生工学部」、「空間創造

学部」、「医療工学部」、「未来デザイン学部」の４学部８学科構成に改組した。現体制

においては、学部ごとの「創部の趣旨」と「アドミッションポリシー」を加え、学部・

学科ごとの「カリキュラムポリシー」「ディプロマポリシー」を定め、これらはホー

ムページで全学生に周知されている。【資料 1-3-8】 

・大学院については、専攻ごとの教育目的、またその特性を踏まえて「教育指針」が設

定されており、「大学院ＨＩＴ教務ブック」に明示されている。【資料 1-3-9】 

【エビデンス集・資料編】  

【資料 1-3-8】北海道工業大学 2013 年度ＨＩＴ教務ブック履修ガイド・授業計画（シラ

バス） 

【資料 1-3-9】北海道工業大学 2013 年度ＨＩＴ教務ブック大学院便覧・授業計画（シラ

バス） 

【自己評価】 

・本学の教育活動は、使命・目的を果たすべく、学部・学科の特性・特色を基本として

定めている３ポリシーに基づき行われており、本学の教育の特色でもある「成績評価

と質の保証」のための基本フレームを活用し、ディプロマポリシーを担保していくこ

とに努めている。 

・大学を取り巻く環境の変化に速やかに対応しながら、今後も３ポリシーを中長期的な

観点から整備・改善を図っている。 

 

1-3-④ 使命・目的及び教育目的と教育研究組織の構成との整合性 

【事実の説明】 

・北海道工業大学の使命・目的、及び教育目的を果たすための教育研究組織の構成は以

下のようになっている。   

北海道工業大学は学校法人北海道尚志学園の設置校の一つであり、本学園は図 1-3-1

に示すとおり構成されている。また本学の教育研究組織は、図 1-3-2 に示すとおりで

ある。 

・本学の組織運営は、学校法人北海道尚志学園の法人本部、及び学園の設置する学校組

織運営の基本事項を定めた「学校法人北海道尚志学園組織規程」に基づいて行われて

おり、またその組織は適切に整備されている。 

・本学の組織規程等をまとめた「北海道工業大学規程集」は学内専用サイト上で全教職

員に対して公開されている。 
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大学院／工学研究科 入学定員／45人 学部 入学定員／800人

〈博士後期課程〉 〈修士課程〉 〈創生工学部〉

●機械システム工学専攻 ●機械システム工学専攻 ●機械システム工学科

●電気工学専攻 ●土木工学専攻 ●情報フロンティア工学科

●応用電子工学専攻 ●建築工学専攻 ●電気デジタルシステム工学科

●建設工学専攻 ●電気電子工学専攻

●情報工学専攻

●医療工学専攻 〈空間創造学部〉

●建築学科

●都市環境学科

〈医療工学部〉

●医療福祉工学科

●義肢装具学科

〈未来デザイン学部〉

●メディアデザイン学科

●人間社会学科

評議員会 理事会 監 事

法人本部

北海道工業大学

昭和42年開学

大学院／薬学研究科 入学定員／8人 薬学部 入学定員／210人
北海道薬科大学

昭和49年開学

専攻科 入学定員／40人 本科 入学定員／200人
北海道自動車短期大学

昭和28年開学

全日制課程 入学定員 普通科／300人 工業科／140人
北海道尚志学園高等学校

昭和31年開校

自動車整備士養成課程 運転免許教習課程
北海道自動車学校

大正13年開校

 
図 1-3-1 本学園の組織図 
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医 療 福 祉 工 学科

創 生 工 学 部

空 間 創 造 学 部
都 市 環 境 学 科

機構 北海 道工 業大 学委 員部

日本学生支援機構奨学金

返還免除候補者選考委員

就 職 支 援 セ ン タ ー

研 究 支 援 セ ン タ ー

教 授 会

教 授 会

高 等 教 育 支 援 セ ン

義 肢 装 具 学 科
メディアデザイン学科

北海道工業大学組織図

教 授 会

教 授 会

(平成２５年４月１日　　改正)

大 学 院 工 学 研 究 科

教 授 会

専攻主任会議

奨学支 援係

教 務 係

就職支 援課

Ⅱ－Ⅵ族研究用MBE装置運営委員会

入学 試験 出題 ・採 点委 員会

学 生募 集係

学生支援グループ

寒地環境エネルギーシステム研究所

入 試 係

入試広 報課

研究科委員会

学 部

管理運営グループ

学 術 情 報 セ ン タ ー

リメディアル･基礎教育部門

教職･ 健康 科学 部門

ク ラ ス 担 任 委 員 会

学 生 支 援 セ ン タ ー

入 試 広 報 セ ン タ ー

情報フロンティア工学科

公的研究費内部監査委員会

全自動Ｘ線分析システム運営委員会

学術情報センター運営委員会

研究支 援係

倫 理 委 員 会

学術情 報課
図 書 係

情 報 係

就職相 談係

就 職開 発係

広 報 係

学修支 援係

学生支 援係

修学支 援課

学生支 援課

北 海 道 工 業 大 学

医 療 工 学 部

未 来 デ ザ イ ン 学 部

高 大 連 携 教 育

推 進 委 員 会

ホームページ企画委員会

評 議 会

大 学 改 革 推 進 室

数学・自然科学グループ

語学・人文社会科学グループ

教職・健康科学グループ

保 健 管 理 室

教 務 委 員 会

自己点検・評価委員会幹事会

フ ァ カ ル テ ィ ・ デ ィ ベ

ロ ッ プ メ ン ト 委 員 会

情報技術 企画 委員

自己点検・評価委員会

全学連絡 調整 会議

教育施設 企画 委員

教 職 課 程 委 員 会

教員業務・業績委員会

人 権 委 員 会

環境マネ ジメ ント

推 進 委 員 会

国 際 交 流 委 員 会
学 生 相 談 室

就 職 委 員 会
防火等管理対策委員会

個人情報 保護 委員

管 理 課

総 務 課

内部環境 監査 委員

入 試 広 報 委 員 会

危 機 管 理 委 員 会

企 画 課

衛 生 委 員 会

付 属 機 関

個人情報苦情対応委員会

事 務 局 入試広報就職グループ

発 明 判 定 会

調 達 係

施設管 理係

会 計 係

総 務 係

企 画 係

機械システム工学専攻 （修士課程・博士後期課程）

電 気 工 学 専 攻 （博士後期課程）

応 用 電 子 工 学専 （博士後期課程）

情 報 工 学 専 攻 （修士課程）

医 療 工 学 専 攻 （修士課程）

機械システム工学科

寒地ヒューマンサポートシステム研究所

人 間 社 会 学 科

電気デジタルシステム工学科

建 築 学 科

土 木 工 学 専 攻 （修士課程）

建 築 工 学 専 攻 （修士課程）

建 設 工 学 専 攻 （博士後期課程）

電 気 電 子 工 学専 （修士課程）

 

図 1-3-2 北海道工業大学の組織図 
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・本学の組織の役割と活動は以下のようになっている。「評議会」「教授会」「研究科委

員会」を、教育研究上の基本組織である学部、研究科を統合する全学的合意形成組

織群として位置付けている。各学科では「学科会議」が専任教員により定期的に開

催され、主任教授を議長として運営上の諸問題を審議し、更に教員の意見を全学的

課題の意思決定に反映させるものとなっている。 

【評議会】 

評議会は学長の諮問機関であり、月１回の定例開催の他、必要に応じ臨時に開催

されている。学長、副学長、各学科主任教授（内、各学部長兼務４名）、大学改革推

進室長、高等教育支援センター長、事務局長、及び学長が必要と認めた者として学

内の北海道尚志学園評議員を構成員とし、「評議会規程」に基づいて運用され、①管

理・運営全般、②将来計画、③人事、④財務計画、⑤予算審議、⑥国外および長期

国内研修、⑦その他必要と認める事項の審議を行っている。【資料 1-3-10】 

【全学連絡調整会議】 

全学連絡調整会議は、本学の協議・連絡調整機関であり、学園評議員を除く評議

会構成員に加え５名の付属機関のセンター長で構成され、月１回の定期開催に加え

必要に応じ臨時に開催されている。「全学連絡調整会議規程」に基づいて運用され、

各センターの所管事項や教授会に付議する議案の協議及び連絡調整を行い、学生の

教育研究に直結する案件が相互に適切な関連性を保つよう十分に注意が払われてい

る。【資料 1-3-11】 

・大学管理に関し基本的な意思決定を行うため、「教授会規程」及び「教授会規程細目」

に基づき、次の三つの教授会が開催されている。 

【教授会】 

助教以上を構成員とする全学単位の「教授会」は、月１回の定例開催とし、①学

術研究に関する事項、②学生の入学、退学、休学、転学、転学科、除籍、表彰およ

び懲戒に関する事項、③学生の試験および卒業に関する事項、④学生の厚生補導に

関する事項、⑤研究生、科目等履修生および外国人留学生に関する事項、⑥学則に

関する事項、⑦学長の諮問した事項、⑧その他重要な事項の審議を行っている。【資

料 1-3-12】 

【教授教授会】 

教授教授会は教授のみを構成員として必要に応じて開催され、①人事に関する事

項、②その他重要な事項に関する審議を行っている。【資料 1-3-13】 

【学部教授会】 

学部運営に関しては、平成 21(2009)年度末に教授会規程および教授会規程細目の

一部が改正され、規程上学部教授会の位置づけが明文化された。 

このことに伴い、教育課程および教育の改善に関する事項を主題とした議事は学部教

授会において審議する。学部単位の「教授会（学部教授会）」は、必要に応じて開催

され、招集及び議長は学部長が当たっている。【資料 1-3-13】 

【研究科委員会】 

大学院「研究科委員会」は「大学院研究科委員会規程」に基づき、大学院担当教

授を構成員として月１回の定例開催とし、大学院に関連する①試験、入学、休学、
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退学、除籍、賞罰、その他学生の身分に関する事項、②研究指導、学位論文および

学位に関する事項、③本研究科の専攻課程に関する事項、④その他大学院に関する

重要な事項の審議を行っている。【資料 1-3-14】 

【専攻主任会議】 

研究科委員会には、「専攻主任会議」が置かれ、大学院に関する管理・運営の大綱

および各専攻間の連絡調整、研究科委員会に付議する議案の調整、その他研究科長

が諮問する重要事項の審議を行っている。この「専攻主任会議」は各専攻主任を構

成員とし、副学長、事務局長の出席を得て、研究科長を議長とし必要に応じ開催さ

れている。【資料 1-3-14】 

・各教員の参加形態を含めた教育研究組織間連携の基本形態を図 1-3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-3 教育研究組織間連携の基本形態 

 

・「高等教育支援センター」は平成 21(2009)年度に、旧・総合教育研究部を「学内運営

組織の再編に係る基本方針」に基づいて、より体系的な総合教育を目指して組織改編

したもので、教養教育、新入生学力調査及びそれに基づいた低得点者のフォロー、学

習支援室の運営などを担当し、責任者として高等教育支援センター長を配し、３グル

ープの責任者を置いている。各部門及びグループの担当分野は以下のとおりである。 

Ⅰ：リメディアル・基礎教育部門 

       a) 数学・自然科学グループ 

b) 語学・人文社会科学グループ 

Ⅱ：教職・健康科学部門 

c) 教職・健康科学グループ 

・これらの各グループでは、関連する分野の教科（教育）内容、教科書、教材等の検討

を随時行うとともに、教育技術の向上を組織的に図る取組みも行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： ／の上段は求心性 活動、下段は遠心性活 動 

           （ ）内は議論にあたっての見地、［ ］ は参加資格 

            評議＊ ：「種々の意見を交換して相談すること」 

 

評 議 会 

（全学的） 

全学連絡調整会議

（組織代表） 

学    長  

（最高責任者） 

研究科委員会 

教授会［個人］ 

委員会 

センター（全学的）
学部・学科・専攻

事務局

各  教  職  員 

評議＊ 調整

提 案

議決

提案/指示具申/指示

提案 情報提供 参加/議決 

参加/指示、要請 
提案 

副 学長 
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・平成 21(2009)年度に「学内運営組織の再編に係る基本方針」に基づいて、従前の付属

機関である六つの部（教務部・学生部・就職部・入試部・交流推進部・情報技術運営

部）及び情報技術センター、寒地総合技術センターは、四つのセンター（学生サポー

トセンター、広報センター、研究支援センター、メディアセンター）に改編統合され、

平成 24(2012)年４月に更なる学内運営組織の再編に伴って、五つのセンター（学生支

援センター、就職支援センター、入試広報センター、研究支援センター、学術情報セ

ンター）に改編された。その審議内容と構成員は表 1-3-1 に示すようになっている。

【資料 1-3-15】～【資料 1-3-19】 

 
表 1-3-1 五つのセンター（付属機関）における審議内容と構成員 

セ ン タ ― 審   議   事   項 構  成  員 

学生支援センター 

・学生の教育に関すること 
・学生の生活に関すること 

・学生の情報サービスに関すること 

・その他学生のサポートに関すること 

・その他必要と認める事項 

・センター長 

・副センター長 

・センター主任（10 名） 

・学生支援グループ長 

就職支援センター 

・学生の就職支援事業に関すること 
・学生のキャリア教育に関すること 

・学生の資格取得に関すること 

・学生のインターンシップ事業に関すること 

・既卒者のキャリアアップ支援に関すること 

・学内外関係機関とのキャリア連携に関すること 

・その他必要と認める事項 

・センター長 

・副センター長 

・センター主任（７名） 

・入試広報就職グループ長 

入試広報センター 

・大学広報(就職支援広報を除く)に関すること 
・入学試験に関すること 

・出前講義に関すること 

・高大連携教育に関すること 

・その他必要と認める事項 

・センター長 

・副センター長 

・センター主任（12 名） 

・入試広報就職グループ長 

研究支援センター 

・研究支援に関すること 
・研究成果の発信に関すること 

・国内外の諸機関、団体との交流に関すること 

・その他必要と認める事項 

・センター長 

・副センター長 

・センター主任（２名） 

・管理運営グループ長 

学術情報センター 

・図書館業務に関すること 
・情報教育に関すること 

・その他必要と認める事項 

・センター長 

・学生支援グループ長 

 

・本学では、図 1-3-4 に示すように、計画(Plan)-実行(Do)-評価(Check, Action)のサイ

クルを企画機関、実行機関及び評価機関の各機関内で行うとともに、全学的観点でも

そのサイクルが実行される体制（Double ＰＤＣＡ Cyclic Loops）を採用している。 

・これは、全学的なＰＤＣＡ活動と学内各機関内のＰＤＣＡ活動の併用が大学活性化に

効果的との考えに基づいており、評価結果を次の計画に生かしながら、大学活性化の

ための継続的な改革（スパイラルアップ）が図られる仕組みとして機能している。 

・このように本学の組織とその運営は、「北海道工業大学の基本姿勢」の「教育指針」「教

育の特色」における、特に「学生の立場に基づく教育システム」を反映するとともに

大学の「使命や目的及び教育目的」を達成するための整合性が十分取られている。 



 

20 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4 Double PDCA Cyclic Loops 

 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 1-3-10】評議会規程 

 【資料 1-3-11】全学連絡調整会議規程 

 【資料 1-3-12】教授会規程 

 【資料 1-3-13】教授会規程細目 

 【資料 1-3-14】大学院研究科委員会規程 

【資料 1-3-15】学生支援センター規程 

【資料 1-3-16】就職支援センター規程  

【資料 1-3-17】入試広報センター規程 

【資料 1-3-18】研究支援センター規程  

【資料 1-3-19】学術情報センター規程 

【自己評価】 

・本学の教育研究組織は、多様な資質の学生を受け入れながらも高い付加価値を付けて

社会に送り出す、すなわち教育に力を傾注する大学としての使命と役割担うべく配置

されたものとなっている。加えて組織の機能を効果的に果たすため、計画(Plan)-実

行(Do)-点検・評価(Check, Action)のサイクルを企画機関、実行機関及び点検評価機

関の各機関内で行うとともに、全学的観点でもそのサイクルが実行され、大学の使

命・目的及び教育目的達成への改善策が採られる体制（Double PDCA Cyclic Loops）

になっていると評価している。 

 

 

学部、学科、専攻、事務局 
高等教育支援センター、 
学生支援センター、 
就職支援センター、 
入試広報センター、 
研究支援センター、 
学術情報センター 

学   生    教 職 員 

実行

計画 評価

学長、教授会 
研究科委員会 

講義/サービス 反応/意見/評価

反応/意見/評価 

反応/意見/評価

実行機関

企画機関 点検評価機関

大学改革 
推進室 

自己点検・

評価委員会

点検評価

結果

実行結果
計画大綱 
/ビジョン 

計画 

評価 実行 

評価 

実行 計画 
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（3）1－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・本学では、時代の要請に対応しながら使命・目的及び教育目的を担保すべく、その内

容を明示すると共に各学部の３ポリシーを定め、各種媒体を使用して広く周知してい

る。これらを実践する各組織においても、最も有効にその機能が果たせるようＰＤＣ

Ａサイクルを回しながら、常に改善を試みている。今後もこの姿勢に変化はない。 

 

［基準 1 の自己評価］ 

・本学は、教育基本法及び学校教育法に則り、時代の変化に適応すべく開学以来 46 年間、

学科及び大学院の拡充･再編成を図りながら使命・目的及び教育目的の達成を図ってい

る。 

・建学の精神、使命・目的及び教育目的は、「北海道工業大学の基本姿勢」「学則」のな

かで具体的で簡潔な文章で明確に表現され、本学の特色を含め適切に説明している。 

・本学は、現４学部９学科で、学部ごとの「創部の趣旨」に加え、「アドミッションポリ

シー」、「カリキュラムポリシー」、「ディプロマポリシー」を定め、これらは本学ホー

ムページに加え、「ＨＩＴ教務ブック」で全学生に周知されている。 

・使命・目的及び教育目的を具現化するため、実施組織が配置され、ＰＤＣＡサイクル

のもと、役員・教職員が一丸となってその機能を発揮している。 

・少子高齢化社会、グローバル化等教育環境を取り巻く情勢が変化する中、平成 26(2014)

年に、本学は時代の要請に則したプロフェショナル教育に向け北海道科学大学への大

学名称変更、３学部 12 学科への改組が予定されている。進学希望者や社会が大学に求

める成果を常に把握し、大学の使命・目的及び教育目的の明確性、適切性、有効性を

高める大学教育を実践している。 

 

 

基準 2．学修と教授 

2－1 学生の受入れ 

≪2－1 の視点≫ 

2-1-① 

2-1-② 

2-1-③ 

入学者受入れの方針の明確化と周知 

入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

 

（1）2－1 の自己判定 

基準項目 2－1 を満たしている。 

 

（2）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-1-① 入学者受入れの方針の明確化と周知 

【事実の説明】 

・平成 20(2008)年度に１学部体制から 4 学部体制に変更した際に、学部ごとのアドミッ

ションポリシーを定め、入学案内、ホームページ等で公開してきた。平成 26(2014)年
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度から、校名を変更する計画と現行の４学部９学科体制を３学部 12 学科体制に改組す

る計画が具体化しており、これに伴って新学部および新学科のアドミッションポリシ

ーを制定し、入学案内、ホームページ等で公開している。【資料 2-1-1】 
 

 
北海道工業大学のアドミッションポリシー【平成 20-25(2008-2013)年度】 

 
■創生工学部（機械システム工学科、情報フロンティア工学科、電気デジタルシステム工学科） 

創生工学部は、地球・生態・生活文化・社会構造などに関する教育、広い工学基礎教育、高度の専

門技術教育を実践し、個々の学生の適性を見いだし、その得意分野を伸ばし、次代を担うプロフェッ

ショナルを育成します。 
○求める学生像 
・「ものつくり」に関心があり、専門領域の知識構造の獲得に意欲ある人 
・自ら学習する能力（学習力）を身につけようとする人 
・自らの専門能力を高め、あるいは深め、しかも拡げることに意欲を持っている人 
・専門能力を社会に役立て、その発展に貢献しようとする人 

■空間創造学部（建築学科、都市環境学科） 
空間創造学部は、積雪寒冷地に立地する条件を生かして、そこでの生活を支える特有の技術に重点

を置きながら、社会の要求にこたえて人々が安心・安全に暮らせる生活空間を創造するために必要な

実践力と幅広い知識教養を身につけた人材を育成します。 
○求める学生像 
・建築や都市とそれを取り巻く自然環境に関心を持ち、新しい空間の創造に興味のある人 
・身につけた知識や技術を生かして地域社会のために貢献したいと思っている人 
・自分の得意分野を見いだし、その能力向上に意欲的に取り組むことのできる人 
・何事にも関心をもつ好奇心を持った人 
・美しい形の空間や構造物、機能的に優れた空間や構造物を創造してみたいと思っている人 

■医療工学部（医療福祉工学科、義肢装具学科） 
医療工学部は、臨床工学技士養成を基幹とした医療福祉工学科と義肢装具士養成を担う義肢装具学

科において、チーム医療の一翼を担う医療技術者に本学伝統の工学領域のスキルを付与することで、

医療工学の次代を築く人材を育成します。 
○求める学生像 
・医療や福祉の分野に興味を持っている人 
・機器や装置などについて工学的な興味のある人 
・「ものつくり」が好きな人 
・自分の力を人々の幸せに役立てたいと思っている人 
・自分を高め、成長する意思と情熱を持つ人 

■未来デザイン学部（メディアデザイン学科、人間社会学科） 
未来デザイン学部は、文系・理系の枠を超えた文理融合型の学部であり、複合領域を網羅した人間

力の育成を目標とし、コミュニケーションを通じて自分らしい生き方を醸成する知識と、それを支え

るデザインスキルおよびマネジメントセンスを育成することで、生活に潤いを与え、次代の豊かさの

創造に寄与する人材を育成します。 
○求める学生像 
・様々な形でコミュニケーションできる能力を身につけ、自分にあった仕事を見つけたいと思っている人 
・何事にも好奇心を持って取り組める、創造性豊かでデザインセンスの優れている人 
・人に感動を与える仕事を見つけたいと思っている人 
・幅広い視野を持ち、国際社会で活躍したいと思っている人 

 
 

 
北海道科学大学のアドミッションポリシー【平成 26(2014)年度以降】 

 
■工学部 

工学は、広く社会や自然にかかわる学問であり、工学を利用・実践する技術者・研究者には豊かな人間

性と高い倫理性などが求められます。そのためには専門科目による理論や技術の習得はもとより、自然科

学や人文・社会科学などの幅広い知識、安全で安心な社会の構築に関する工学的知識や技術を獲得し、ま

た、技術者・研究者倫理を身につけていることが求められます。 
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工学部では、持続可能な人間社会の発展と地球環境の保護・改善を支える科学技術の発展のために基礎

および応用の教育・研究を推進し、優れた人格を有し、国際的な視野に立って幅広い知識を活用でき、ま

た柔軟な思考力、応用力を持って、社会に貢献できる次世代の専門技術者や研究者の育成を目指していま

す。 

[求める人材像] 

・モノづくり、システムづくり、技術開発、あるいは情報処理などに関心があり、自分で新しいもの

を創り出したい人  

・人間社会や自然環境あるいはその調和における多くの問題に関心を持ち、工学的手法でその解決を

図りたい人  

・日本語や英語などによるコミュニケーション、プレゼンテーション能力の向上に努め、世界レベル

でも工学に基づいた貢献をしてみたい人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、好奇心が旺盛で工学を

学ぶのに必要な基礎学力を備えている人 

〇機械工学科 

機械工学は、幅広い知識・技術を「ものづくり」を支える総合的分野として発展し、産業の基盤となっ

ています。現在では、自然との調和、資源・エネルギーの有効利用、人間と機械の協調などが重要な課題

となり、新たな視点を踏まえて人類の福祉や生活の利便性等にとって有益な「もの」を創造することが求

められています。 

機械工学科では、数学や自然科学、力学、設計や材料などの機械工学の基本的知識のみならず、広い視

野からの総合判断力や応用力、さらには自主的学習力、論理的思考力、表現力などを養成することを目標

に掲げ、教育・研究を行います。 

[求める人材像] 

・社会における諸問題解決のための必要な知識・基本的ルール・スキルを身につけようとする意欲を

持つ人 

・わが国および北海道の産業活性化を実質的に支え得る実践的エンジニアとなることを目指す人 

・工学に必要な知識から知恵へと転換できるように、自らが学ぶ能動的学習を通して生涯考え行動す

る意欲を持っている人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、機械工学を学ぶために

必要な基礎学力(国語、数学、理科、外国語)を有すると共に人類や文化の発展と歴史に関する基本

的知識(地理歴史、公民)を身につけている人 

〇情報工学科 

情報工学は、情報を工学的手法によりさまざまな形で利用する総合的な学問分野です。情報の生成、情

報の伝達、情報の収集、情報の蓄積、情報の処理などの分野があり、それぞれ大きな発展を遂げてきまし

た。 

情報工学科では、コンピュータのソフトウェアとコミュニケーションを基礎として、ロボティクスの高

度化をめざす人工知能、ネットワークの安全を高めるセキュリティ、あらゆるところにコンピュータの利

便性をもたらすユビキタス環境についての教育・研究を行います。 

[求める人材像] 

・コンピュータやモバイル機器を利用して、人々が安心して快適に暮らせる社会の実現に貢献しよう

という意欲を持つ人 

・わが国および北海道の産業活性化を実質的に支え得る実践的エンジニアとなることを目指す人 

・生涯にわたり、自らの専門能力を高め、あるいは深め、しかも広げることに意欲を持っている人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、情報工学を学ぶために

必要な基礎学力(国語、数学、理科、外国語)を有すると共に人類や文化の発展と歴史に関する基本

的知識(地理歴史、公民)を身につけている人 

〇電気電子工学科 

高度に発展した現代社会を支えているのが電気エネルギーと種々のエレクトロニクス応用機器であり、

その学問領域は電気工学と電子工学です。電気工学は社会を支える基盤工学として位置づけられ、種々の

発電方式で人々に電気エネルギーを安定的かつ安全に供給しつづける必要があります。 

また、電子工学は現代人に欠かせない電気電子情報機器や自動車・ロボットなどに応用され、人々の生

活を豊かにするとともに安全を守るのに役立てられます。そして、我が国の技術水準は世界の最先端です。

当学科では、このような背景を持つ電気電子工学についての教育・研究を行います。 

[求める人材像] 

・電気電子工学がカバーする、電気エネルギー分野やエレクトロニクス分野に興味があり、熱意と情

熱を持って勉学に取り組める人 
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・卒業後に社会の第一線で活躍するために、在学中から電気電子工学関連の各種実務系資格の取得を

目指す人 

・人類が抱えるエネルギー・環境問題及び技術関連の倫理問題に関心があり、将来これらの課題を解

決したいと考える人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、電気電子工学を学ぶた

めに必要な基礎学力(国語、数学、理科、外国語)を有すると共に人類や文化の発展と歴史に関する

基本的知識(地理歴史、公民)を身につけている人 

〇建築学科 

建築学科では、建築学の幅広い知識や表現能力と文化、歴史、自然、現代社会が抱える諸課題との関連

性も含めて体系的に応用する能力、積雪寒冷地固有の建築学に関する諸問題に対する実務上の解決手段に

関する知識および技術者倫理を尊重して、新たな課題に対応する創造的、論理的思考力や生涯学習力の育

成を教育目標としています。 

建築・都市空間をデザインする創造力と設計能力や健康で快適な生活環境を創るための建築環境・設備

の技術や建築空間の構造的安全性、耐久性、信頼性を創出するための建築構造・施工技術全般の専門知識

と設計技術を習得し、積雪寒冷地域固有の諸課題へも対応できる設計者、技術者を養成するための教育・

研究を行います。 

[求める人材像] 

・自然環境、地域文化、高齢化や省エネルギー等の社会的諸問題と建築や人間生活との関わりについ

て関心を持ち、生涯にわたり、自らの能力を高めようとする意欲と知的好奇心旺盛な人 

・課外活動等を通して、コミュニケーション能力やチームの一員としての自覚を有している人 

・美術、彫刻等の芸術や CG や図面等の各種表現方法に興味を持ち、意欲的に取り組める人 

・様々な課題に対して、創意工夫に富む発想を有し、主体的、意欲的に取り組める人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、建築学を学ぶために必

要な基礎学力(国語、数学、理科、外国語)を有すると共に人類や文化の発展と歴史に関する基本的

知識(地理歴史、公民)を身につけている人 

〇都市環境学科 

人類が安全・安心で快適に暮らしていくためには、自然環境を豊かに保ちながら、生活の基盤となる社

会基盤施設を整備・維持していくことが求められています。 

都市環境学科では、自然環境および社会基盤施設に対する基礎知識を学び、積雪寒冷地の社会条件、環

境と構造物の共生、自然災害に対する防災・減災、既設構造物の長寿命化、省資源・省エネルギー等、社

会が直面する様々な条件を調整しながら人類が安全・安心で快適に暮らしていくための社会を形成する技

術についての教育・研究を行います。 

[求める人材像] 

・人類が自然と共生しながら安全・安心で快適に暮らしていける都市空間の実現に貢献しようと意欲

を持つ人・わが国や北海道の都市空間を安全・安心で快適なものとなるように社会基盤構造物の設

計・建設・管理などの実務を担当するエンジニアになることを目指す人 

・生涯にわたり、自らの専門能力を高め、あるいは深め、さらに広げることに意欲を持っている人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に学ぶ姿勢を経験し、都市環境学を学ぶため

に必要な基礎学力(国語、数学、理科、外国語)を有すると共に人類や文化の発展と歴史に関する基

本的知識(地理歴史、公民)を身につけている人 

 

■保健医療学部 

保健医療に関係する医学をはじめとした様々な学問群は、我々個々に対する保健医療だけでなく広く社

会や自然にかかわるものです。従って保健医療分野の様々な学問を習得し、それぞれの専門領域において

医療を実践する医療技術者・研究者には豊かな人間性と高い倫理性などが求められます。そのためには、

専門科目による理論や技術の習得はもとより、自然科学や人文・社会科学などの幅広い知識、病気や障が

いを抱える人々が社会に向けて前向きに進むことができるために必要な知識などを総合的に習得し、また、

医療技術者・研究者倫理を身につけていることが求められます。 

[求める人材像] 

・医療と福祉、そして保健学に興味を持ち保健医療学部に所属する様々な医療技術者が携わる保健医

療分野の中で中心的存在として活躍し、社会に貢献しようとする意欲を持った人 

・保健医療学部において展開する様々な医療技術者の養成課程の中で、それぞれの専門領域において

技能の向上とその社会における重要性までも認識し、加えてその領域の専門職としての能力を高め

続けることができる人 
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・日本語や英語などによるコミュニケーション、プレゼンテーション能力の向上に努め、世界レベル

での医療に貢献する意欲を持った人 

・高等学校等において、明確な目的意識を持って主体的に、かつ能動的に学ぶ姿勢を経験し、好奇心

が旺盛で、あらゆることに興味を持ち、保健医療の分野を学ぶ上で必要な基礎的学力を備えている

人 

〇看護学科 

看護学科では、「看護専門職として必要な知識及び技術と態度を体得させ、卒業直後から指導助言のも

とに独力で看護実践ができる能力を付与するとともに、看護学研究に関する思考力と創造性を有し、看護

学の進歩に即応しつつ、将来的に高度な知識や技術を有した看護専門職となる基礎を培う」ことを目的と

して、看護専門職を育成し、地域医療の向上に貢献いたします。 

[求める人材像] 

・看護に興味を持ち、看護を通じて社会に貢献しようという意欲を持つ人（分野に対する興味、自ら

の将来像） 

・看護師としての技能の向上の重要性を認識し、自らの専門職としての能力を高め続けることことが

できる人（生涯学習力他汎用的技能） 

・高等学校等において、能動的に幅広く学び、国語、外国語、数学、理科、地理歴史、公民で学習し

たことを身につけている人（基礎学力） 

〇理学療法学科 

理学療法学科では、「医療専門職である理学療法士として必要な知識及び技術と態度を体得させ、卒業

直後から指導助言のもとに独力で理学療法士として日常医療に対応できる能力を付与するとともに、理学

療法学研究に関する思考力と創造性を有し、理学療法学の進歩に即応しつつ、将来的に高度な知識や技術

を有した理学療法士となる基礎を培う」ことを目的として、理学療法士を育成し、地域医療の向上に貢献

いたします。 

[求める人材像] 

・理学療法学に興味を持ち、理学療法士が携わる医療を通じて社会に貢献しようとする意欲を持つ人

（分野に対する興味、自らの将来像） 

・理学療法士としての技能の向上の重要性を認識し、自らの専門職としての能力を高め続けることが

できる人（生涯学習力他汎用的技能） 

・高等学校等において、能動的に幅広く学び、国語、外国語、数学、理科、地理歴史、公民で学習し

たことを身につけている人（基礎学力） 

〇義肢装具学科 

義肢装具学科では、「医療専門職である義肢装具士として必要な知識及び技術と態度を体得させ、卒業

直後から指導助言のもとに独力で義肢装具士として日常医療に対応できる能力を付与するとともに、義肢

装具学研究に関する思考力と創造性を有し、義肢装具学の進歩に即応しつつ、将来的に高度な知識や技術

を有した義肢装具士となる基礎を培う」ことを目的として、義肢装具士を育成し、地域医療の向上に貢献

いたします。 

[求める人材像] 

・義肢装具学に興味を持ち、義肢装具士が携わる医療を通じて社会に貢献しようという意欲を持つ人

（分野に対する興味、自らの将来像） 

・義肢装具士としての技能の向上の重要性を認識し、自らの専門職としての能力を高め続けることが

できる人（生涯学習力他汎用的技能） 

・高等学校等において、能動的に幅広く学び、国語、外国語、数学、理科、地理歴史、公民で学習し

たことを身につけている人（基礎学力） 

〇臨床工学科 

臨床工学科では、「医療専門職である臨床工学技士として必要な知識及び技術と態度を体得させ、卒業

直後から指導助言のもとに独力で臨床工学技士として日常医療に対応できる能力を付与するとともに、臨

床工学研究に関する思考力と創造性を有し、臨床工学の進歩に即応しつつ、将来的に高度な知識や技術を

有した臨床工学技士となる基礎を培う」ことを目的として、臨床工学技士を育成し、地域医療の向上に貢

献いたします。 

[求める人材像] 

・臨床工学に興味を持ち、臨床工学技士が携わる医療を通じて社会に貢献しようという意欲を持つ人

（分野に対する興味、自らの将来像） 

・臨床工学技士としての技能の向上の重要性を認識し、自らの専門職としての能力を高め続けること

ができる人（生涯学習力他汎用的技能） 
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・高等学校等において、能動的に幅広く学び、国語、外国語、数学、理科、地理歴史、公民で学習し

たことを身につけている人（基礎学力） 

〇診療放射線学科 

診療放射線学科では、「医療専門職である診療放射線技師として必要な知識及び技術と態度を体得させ、

卒業直後から指導助言のもとに診療放射線技師として放射線検査・治療および放射線安全管理に従事でき

る能力を付与するとともに、放射線技術学研究に関する思考力と創造性を有し、放射線技術学の進歩に即

応しつつ、将来的に高度な知識や技術を有した診療放射線技師となる基礎を培う」ことを目的として、診

療放射線技師を育成し、地域の保健医療サービスの向上に貢献いたします。 

[求める人材像] 

・放射線技術学に興味を持ち、診療放射線技師が携わる保険医療分野を通じて社会に貢献しようとい

う意欲を持つ人（分野に対する興味、自らの将来像） 

・診療放射線技師としての技能の向上の重要性を認識し、自らの専門職としての能力を高め続けるこ

とができる人（生涯学習力他汎用的技能） 

・高等学校等において、能動的に幅広く学び、国語、外国語、数学、理科、地理歴史、公民で学習し

たことを身につけている人（基礎学力） 

 

■未来デザイン学部 

未来デザイン学部は、21 世紀のわが国が直面しているグローバル、デジタル、情報、少子高齢、逼迫

財政などの社会の現状や諸問題に対し解決策を模索し、より豊かで持続可能な 21 世紀の社会をデザイン

し、その実現に向けて社会の一員として貢献できる人材の育成を目指しています。 

人間社会学科では、経済の基盤となる経営学、地域社会の発展の基盤となる社会学、人間関係の基盤と

なるコミュニケーション学、健康の基盤となる健康スポーツ学の教育を通して豊かな人間社会の姿を思い

描くデザイン力と、その実現に必要とされる知識を養います。一方、メディアデザイン学科では多様なメ

ディアを活用して芸術的感性とデジタルスキルに優れ、人間の生活に潤いを与えるデジタルコンテンツ作

成に係るデザイン力を涵養します。 

両学科ともに、日本社会を構成する社会人としての素養および高いコミュニケーション能力を有し、企

業あるいは地域組織などにおいてリーダーシップを発揮し、それぞれの専門領域からわが国および北海道

の社会の活性化に貢献できる人材の育成を目指します。 

[求める人材像] 

・未来の社会をデザインし、その実現に向けて自ら考え、学ぼうとする意欲を持っている人 

・自分が専攻する専門分野に対し強い関心を持ち、関連する能力の開発やスキル向上に努力できる人 

・豊かなコミュニケーション能力や創造力、社会性を積極的に身につけ、将来企業社会や地域コミュ

ニティにおいて貢献したいという意志を持つ人 

・高等学校の課程等を能動的に幅広く学び、各科目において高等学校卒業相当の知識を有する人 

・自分の考えを表現できる文章力やコミュニケーション能力を身につけている人 

〇メディアデザイン学科 

近年、我々を取り巻く環境は、e ビジネスやネットワークゲーム、コンテンツ配信など、ユビキタス社

会へと変遷し、デジタルメディアを介した様々なコンテンツが身の回りに溢れています。このような中、

社会の要請に応じて優れた感受性と最新の技術を活かしてそれらを制作できるクリエイターが求められ

ています。 

メディアデザイン学科では、多様なメディアを活用して我々人間の生活に潤いを与えるための様々なエ

ンタテイメントコンテンツや、コンピュータゲームなどに欠かせないバーチャル空間などをデザインでき

る、近未来のデジタルコンテンツ産業を担う人材の育成を教育目標に掲げています。また、芸術的感性と

デジタルスキルに優れ、コミュニケーション能力の高いクリエイターを育成し、わが国および北海道の産

業活性化に貢献することを目指しています。 

[求める人材像] 

・メディアデザインの分野に興味があり、自己の能力開発やスキル向上に努力できる人 

・コミュニケーションやプレゼンテーションの能力を高め、クリエイティブな活動に積極的に取り組

んでいく意志のある人 

・自ら学ぶ意欲を持ち、将来、わが国および北海道の産業活性化に貢献したいという強い意志を持つ

人 

・自らが学ぶ能動的学習の能力を身につけ、それを生涯維持していける人 

・高等学校の課程等を能動的に幅広く学び、自分の考えを的確に表現できる文章力やコミュニケーシ

ョン能力を身につけている人 
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〇人間社会学科 

グローバル化や少子高齢化、デジタル化が進展し、世の中のシステムや価値観が多様化、複雑化する社

会情勢の中で、変化に柔軟に対応し、自律した職業人として活躍できる人材への社会的ニーズがあらゆる

業種において高まっています。また、仕事のみならず地域社会への貢献、健康で自分らしい生き方の実現

を通し、これからの社会の新しい豊かさの創造に寄与する人材の育成もますます希求されています。 

人間社会学科はこのような時代の要請に応え、経済の基盤となる経営学、地域社会の発展の基盤となる

社会学、人間関係の基盤となるコミュニケーション学、健康の基盤となる健康スポーツ学の４つの専攻領

域を設け、わが国および北海道の経済産業や地域社会の活性化を担う次世代の人材を育成します。 

[求める人材像] 

・将来、社会人としてわが国および北海道の新しい豊かな市民社会の創造に向けて積極的に活動しよ

うという意欲を持つ人 

・人間関係に対し強い関心を持ち、地域の人々と関わり合いながら自らの社会性を高めたいという意

欲を持つ人 

・高等学校の課程等を能動的に幅広く学び、国語、外国語（英語）、社会科（特に公民）について基

礎学力を有する人 

・健康スポーツ専攻を希望する学生は、さまざまな運動・スポーツの実践指導に対応できる身体的能

力を有する人 

 

・本学では、入学案内書、ホームページに必要な情報を掲載することに加えて、以下の

企画を実施し、本学の教育の理念、特色、目的、並びに入学者受け入れ方針を広く受

験生とその保護者、高校教員に伝える努力をしている。 

① 進学相談会：北海道地区 17 会場（年１～20 回）、東北地区 5 会場（年 2～3 回） 

② 進学・入試相談会（地方）：道内５都市と青森市（年 1 回） 

③ オープンキャンパス（年４回）、ミニオープンキャンパス（年４回）：大学の概要

説明、学部・学科紹介、模擬講義、体験学習、施設(展示)見学ツアー、学部・学

科展示、学食体験、進学・入試相談、学生生活・就職相談 

④ 高校教員視察会（年１回）：大学概要と入試制度の説明、出身在学生を交えた懇談 

⑤ 入試広報担当教員による高校訪問：大学の概要、入学者選抜方法の説明 

・本学への進学に限らず広く工学の面白さと意義を高校生に伝えるために、高大連携教

育（提携高校の高校生が本学に来訪し、各分野の教員による講義・実験・実習を体験）、

出前授業を実施し、更に、本学で作成した啓発冊子『工学のススメ』を北海道・東北

地区を中心として広く全国の高校に配布している。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-1-1】北海道科学大学のアドミッションポリシー 

       http://www.hit.ac.jp/nyushi/department/ 

【自己評価】 

・平成 20(2008)年度からの４学部８学科への改組以降､アドミッションポリシーは明確

でより分かりやすいものになっており、それらの周知についても適切に行われている

と判断している。 

 

2-1-② 入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

【事実の説明】 

・学部・大学院の入学者選抜は、次に示す入試区分と選考方法を採用しており、その詳

細はホームページ並びに入試要項に明記している。【資料 2-1-2】 
 



 

28 
 

 
 

入試区分と選考方法 
【学 部】 
１.ＡＯ入試 [前期・後期]  

ＡＯ面談を通し受験生の志望と学科の適合性の判定、ならびに課題遂行に関する助言指
導を行い、プレゼンテーションおよび面接内容で判定する。 

２.系列校推薦入試 
スクーリングを実施した後、面接試験で判定する。 

３.指定校推薦入試 
書類審査および面接試験で判定する。 

４.公募推薦入試 [前期・後期]  
高校の評定平均値、面接試験、活動実績で選考する。 
新設の看護学科・理学療法学科・診療放射線学科は後期のみ対象で、高校の評定平均値、

小論文試験と面接試験、活動実績で選考する。 
５.自己推薦入試 [帰国子女・社会人・同窓生子女] 

書類審査および面接試験で判定する。 
新設の看護学科・理学療法学科・診療放射線学科は書類審査、小論文および面接試験で

判定する。 
６.自己推薦入試 [スポーツ選抜]（工学部・未来デザイン学部のみ対象） 

書類審査および面接試験で判定する。 
７.外国人留学生入試 

小論文および面接により総合的に判断する。 
８.一般入試 [前期]  

本学独自の学力試験で選考する。 
９.一般入試 [後期]  

高校の評定平均値と本学独自の学力試験で選考する。 
10.大学入試センター試験利用入試（前期・中期・後期） 

大学入試センター試験のみの得点で選考し、本学独自の学力試験は行わない。 
11.編入学試験（前期・後期・指定校・社会人・学士） 

面接により判定する。 
入学年次は出願学科での認定単位数により、3 年次または 2 年次となる。 

スカラーシップ制度 
一般入試[前期]・大学入試センター試験利用入試[前期]の成績上位の入学者に対し、授

業料を減免する特待生制度を設けている。 
【大学院】 
１.修士課程推薦入試 

本学卒業見込みの成績上位者（成績順位が上から 1/5 以上の者）で卒業研究指導教員か
ら推薦を受けた学生が受験対象となる。書類審査と面接試験の結果により総合的に判定す
る。 

２.修士課程一般入試 
本学独自の学力試験（外国語、専門科目）と面接試験の結果により総合的に判定する。 

３.修士課程社会人入試 
小論文・口述試験（専門科目、研究計画）により総合的に判定する。 

４.博士後期課程一般入試 
外国語試験と口述試験（研究業績、研究計画）により総合的に判定する。 

５.博士後期課程社会人入試 
口述試験（研究業績、研究計画）により判定する。 

 

・ＡＯ入試においては、多様な学生が評価可能であるように、プレゼンテーションのテ

ーマを指定課題の中から選ぶ指定課題型【前期】と講義を受けて自分の考えをレポー

トにまとめる講義・レポート型【後期】の２スタイルを設けており、いずれも、エン

トリー段階における模擬講義の受講・レポートの提出・面談を通して、受験生の志望

と学科内容との適合性をある程度判定している。プレゼンテーションにおいては、受
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験生の資質・能力の評価に加え、受験生の志望と学科内容の適合性の最終判定を行っ

ている。【資料 2-1-3】 

・推薦系入試区分においては、学科ごとにアドミッションポリシーに沿う形で、高校在

学時の成績評定値として評価する科目を定め、入試要項に明記している。面接におい

ては、受験生の資質・能力の評価に加え、受験生の志望と学科内容の適合性の判定を

行っている。【資料 2-1-3】 

・ＡＯ【前期】入試、系列校推薦入試、指定校推薦入試、公募推薦【前期・後期】、自己

推薦入試の合格者全員に対して、基礎学力のアップ並びに合格通知後の学習意欲の喚

起のために、本学独自の自習課題（「ホームワーク」：数学・英語・文章表現）を課し、

添削指導を行っている。 

・学力試験系入試区分においては、学科ごとにアドミッションポリシーに沿う形で、受

験指定教科（科目）を定め、入試要項に明記している。入試問題については、第三者

による評価を実施し問題の質の維持･向上に努めている。【資料 2-1-4】 

・入学前教育に関しては、毎年、前年度の実施結果報告会を開催し、実施状況、学力レ

ベル等の分析報告および教科担当者の意見や要望等を聞き取り、「ホームワーク」の内

容の充実を図っている。【資料 2-1-5】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-1-2】受験・入試情報 http://www.hit.ac.jp/nyushi/admission/ 

【資料 2-1-3】ＡＯ入試プレゼンテーション評価票および推薦入試面接評価票 

【資料 2-1-4】平成 25 年度入試問題評価報告書 

【資料 2-1-5】2013ＨＩＴホームワーク報告書 

【自己評価】 

・本学ではＡＯ入試をアドミッションポリシーに適合した入学生を選考する理想的な入

試形態と位置付け、多くの時間と労力をかけ入学者の選考を行っている。具体的には、

最終選考（課題テーマの発表）に至るまでの過程で、ＡＯ面談を実施し、受験生が志

望学科の特色・受け入れ方針をよく理解し、課題遂行に関して面談担当教員の助言指

導を受けた上で、最終選考に望むことができるようになっている。この選考方式は、

ＡＯ入試で受験した入学生、受験生、高校教員から高く評価されている。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

【事実の説明】 

・過去５年間の入学定員に対する入学者の比率は、全学で 0.82～0.96、創生工学部で 0.80

～1.08、空間創造学部で 0.58～0.76、医療工学部で 1.16～1.25、未来デザイン学部で

0.65～1.04 の範囲である。また、過去 5 年間の入学者数の平均は入学定員の 89.4%で

あり、全体としては適切な教育環境を保っている。【資料 2-1-6】【資料 2-1-7】 

・大学院に関しては、平成 24(2012)年度に修士課程５専攻のうちの２専攻を学科に対応

した３専攻に再編し、計６専攻とした。例年、本学以外の出身者が少ないが、平成

24(2012)年度から長期履修制度を導入し、社会人への門戸を広げた結果、医療系の修

士課程に有職者の入学者を迎えることができた。【資料 2-1-8】 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-1-6】学部、学科別の志願者数、合格者数、入学者数の推移（過去５年間） 

【資料 2-1-7】学部、学科別の在籍者数（過去５年間） 

【資料 2-1-8】大学院研究科の入学者数の内訳（過去３年間） 

【自己評価】 

・18 歳人口の減少が進行する中で、更に地域的にみても大学を取り巻く情況が厳しい北

海道にありながら、工科系私立大学として全学的に５年間の平均で定員の 89.4％を確

保できてきたことは、全教職員が一体となったきめ細やかな学生指導・学生サービス

に対する評価の現れであると考えている。 

・大学院修士課程に関しては､毎年 40～50 数名の入学者を確保してきたが、ここ２年間

は定員が満たされておらずその変動は大きい。背景には、学士課程重視の地方私立大

学における進学志望率が、学部４年次における就職状況に大きく左右されるなどの事

情がある。 

 

（3）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・４学部８学科への改組後、以前から堅調であった医療工学部は入学定員の 1.25 倍に達

している。また、伝統的な工学分野を包含する創生工学部も、一部の学科で一時的に

定員を割ったことがあるものの、平成 23(2011)年度までは、全体として定員をほぼ満

たしていた。未来デザイン学部も同様で、平成 23(2011)年度までは、メディアデザイ

ン学科が堅調なため学部としては定員をほぼ満たしてきた。一方、空間創造学部は伝

統的な工学分野であるが、最近５年間の入学者数の平均が定員の 69.3%にとどまって

いる。背景には、現在の社会のニーズや若者の価値観と、「本学の基本姿勢－時代の要

請に即したプロフェッショナル教育」との不整合も含まれ得ると危惧している。改組

後４年目に入ったときから、４学部８学科（平成 24(2012)年度から４学部９学科）の

教育実績を点検しながら、上記原因の分析・検討を行ってきた。ここ数年の入学者の

減少傾向に対する原因の分析と社会的なニーズを踏まえ、平成 26(2014)年度に医療系

３学科を新設し、併せて工学部（創生工学部、空間創造学部）の定員見直しと大幅な

カリキュラム変更により、学園創立 100 周年に向けて大きな改革を行っていく計画で

ある。 

・学部学科改組に伴い、入学前教育の学部ごとの課題内容、難易度等を検討し、入試結

果との相関性を分析し入学前教育の質の向上を図っていく。 

・編入学に関しては毎年数名の入学者がいるが、定員と比較して十分な志願者数とは言

えない。短大、高等専門学校、専修学校へ募集要項等を送付するなど広報に努めてい

るが、このような状況は継続すると予想されることから、平成 26(2014)年度から募集

定員を減員する計画である。 

・大学院で学ぶことの意義、研究活動への興味を喚起するために、入学案内書やホーム

ページで大学院進学について記載しているが、今後も、多様な受験層にアピールでき

るように、ＪＲ札幌駅コンコース電子看板、ＪＲ駅コルトン広告の利用や本学研究所

を紹介するパンフレット等を作成し、在学生および一般社会人へのＰＲ活動を充実さ

せていく。 
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2－2 教育課程及び教授方法 

≪2－2 の視点≫ 

2-2-① 

2-2-② 

教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発 

 

（1）2－2 の自己判定 

基準項目 2－2 を満たしている。 

 

（2）2－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-2-① 教育目的を踏まえた教育課程編成方針の明確化 

【事実の説明】 

〔大学基本事項〕 

・基準1-1に記述したとおり、本学の基本姿勢である「建学の精神」「基本理念」「教育

目的」は、「北海道工業大学の基本姿勢」として「規程集 ０.総記」に記されており、

本学のホームページに加え、在学生情報サイトＨＩＴナビ・ＨＩＴ教務ブックにも明

記されている。【資料2-2-1】【資料2-2-2】 

・上述した基本理念・教育目的を踏まえ、基本的な教育方針は「社会における自らの役

割を自覚したエンジニアの養成」に凝縮され、より分かりやすい表現で「教育指針」

として「北海道工業大学の基本姿勢」の中に明確になっている。専門技術者にとって

社会の仕組みと人間存在の諸相についての理解が必須の要件であることを踏まえ、既

に社会運営も個人生活も工学技術を基盤として成立していることと、地球環境問題を

はじめとする人類的諸課題の解決に資することが今後の工学技術の大きな役割である

ことから、工学を文理の区分を越えて総合の領域として捉えるべきであると認識し、

新しい工学教育の確立を意図している。 

〔学部〕 

・現４学部では、それぞれの「創部の趣旨」の中で本学の基本理念・教育目的に立脚し

た、学部ごとの教育目的が明確にされており、より簡潔な形で各学部の「人材の養成

に関する目的」として「学則第２条の２」に規定されている。 

・平成20(2008)年度からの現体制においては、学部ごとの「創部の趣旨」に加え、学部

ごとの「教育課程の編成方針」も従前同様の視点から明確にされており、更に平成

21(2009)年度には、中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」(2008.12.24)

を受け、ＦＤ委員会が中心となってこの「カリキュラムポリシー」を再確認するとと

もに、「学位授与の方針(ディプロマポリシー)」の本格的な議論を行った。その結果

は、「知識・理解能力」「技能・応用能力」「主体性・責任能力」の三つの観点から、

学士課程で卒業までに学生が身につけるべき学修成果の種類と水準を、学部ごとに策

定する形で実を結び、平成22(2010)年度より「ＨＩＴ教務ブック」上で在学生に周知

されている。 

・全学的な教育方針は、「学科ごとのきめ細やかなカリキュラム、教育指導により、①

専門領域の基礎知識群とそれらの自然や社会、歴史との繋がり（知識の枠組み）を獲
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得する、②自ら学習する能力（学習力）を身につける、③社会における自らの役割を

認識し、倫理観を醸成する、④自らの専門能力を高め、あるいは拡げる、⑤専門能力

を社会に役立てるために必要な関連知識とスキルを獲得する、ことを支援しながら、

教育目的を達成する」と定められており、これを受けて、各学科はその特性に応じて

独自の「教育・学習目標(学年ごとの到達目標＝想定プロダクトのマイルストン)」を

定めている。 

・現学科においても、学部ごとの「教育課程編成方針」および学科ごとの「教育目的」、

「教育指針」に基づいて「学年ごとの達成目標」を設定し、これを入学時より周知し

ている。 

〔大学院〕 

・専門的知識・スキルと総合化の能力、課題挑戦の積極性などを基本として専攻ごとの

「教育目的」が定められ、大学院ＨＩＴ教務ブックに掲載されている。 

・平成19(2007)年度には企画室が中心となり、それらを統合する形で本研究科における

「人材の養成に関する目的」を明確にし、「大学院学則第２条の２」で「本研究科は、

わが国と北方圏における活力の持続、安全安心の確保、個人生活の充実に寄与する手

法・技術に関する得意領域で卓越した専門能力を有し、併せて他領域の人々と協働し

て課題を解決するための豊かな学識を備えた高度な専門的職業人または研究者を養成

することを目的とする。」と定めている。この「大学院学則」もホームページを通し、

広く周知されている。 

・先に述べた専攻ごとの教育目的、またその特性を踏まえて「教育方針」が設定されて

おり、大学院ＨＩＴ教務ブックに明示されている。【資料2-2-3】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-2-1】北海道工業大学の基本姿勢 

             http://www.hit.ac.jp/info/univetsity/spirit.html 

【資料 2-2-2】在学生情報サイトＨＩＴナビ → ＨＩＴ教務ブック → 各学科 

             http://www.hit.ac.jp/gakusei/ 

【資料 2-2-3】ＨＩＴナビ→大学院（ＨＩＴ教務ブック）→シラバスは各専攻 

             http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigauin/index.php 

【自己評価】 

・大学としての基本理念・教育目的・教育指針が「北海道工業大学の基本姿勢」の中に

明確に規定されており、また「教育課程の編成方針（カリキュラムポリシー）」、「学位

授与の方針（ディプロマポリシー）」も基準 1-3-③ に記述したとおり、学部毎に策定

されている。 

・各学科は全学的な教育指針を受け、また学科の特性及び学科ごとの教育目的・指針に

基づいて、それぞれの年次における学習目標を提示する中で到達目標を明確にしてい

る。 

・プロフェッショナル教育の理念に基づき、各学科・コースは入学した学生がどのよう

な能力（Outcomes）を体得して卒業するのか、卒業後の到達すべき目標となる技術者

像を明確に提示している。 

・以上の各学部の「カリキュラムポリシー」、「ディプロマポリシー」、また各学科の特性・
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特色、教育目的・教育指針、年次ごとの学習目標は、ホームページに加え、入学時よ

り「ＨＩＴ教務ブック」で全学生に周知されている。 

 

2-2-② 教育課程編成方針に沿った教育課程の体系的編成及び教授方法の工夫・開発 

【事実の説明】 

〔教育課程の体系的編成〕 

学部での教育目標・教育方針、各学科の教育指針・教育課程編成方針を具現化する際、

以下の３点が体系的な教育課程編成のための共通の基本事項と認識している。 

①「課題の解析、更には展開するための能力」の体得を目的とした、工学共通の基礎・

各学科の基礎となるスキルから専門領域までを総合し最適化された教育・学習プログ

ラム 

② 「学問としての知識の集積のみではなく、自主的な問題設定能力と自ら学ぶ姿勢」涵

養のためのきめ細やかな教育・学習システム 

③「技術者として不可欠な倫理観、多様な領域の専門家との協働のためのコミュニケー

ション能力」を育成する教育プログラム 

これらは、「北海道工業大学の基本姿勢 ５．教育の特色」の中に平易な表現で明確に

組み込まれている。 

〔学部〕 

・平成20(2008)年度以降入学生の教育課程は、教育方針と先に述べた編成に際しての三

つの基本事項を踏まえ再構築されている。 

４学部への再編に伴い、従前の一般教育・専門基礎教育科目については、学部ごとに

「修学基礎教育科目」「外国語教育科目」「工学基礎教育科目」等の明確な区分が設

定され、これらを学部内共通科目とすることでより体系的な教育課程を構築している。 

・入学生が早期に大学のシステムを理解し、学生が自らの意識の切り替えや意識の向上

ができるようにガイダンス内容の精査・充実、更には継続的なフォロー、また各専門

科目学修への確実な動機付け、自ら学ぶ積極性の体得をも狙いとして「フォローアッ

プ教育」の充実を図ってきた。専門教育入門科目の一部は、「フォローアッププログ

ラム」として位置付けられている。 

・これら入門科目に加え、「基礎数理演習」を含む学科間共通的な基礎教育科目は、本

学カリキュラムの「導入教育プログラム」を構成している(基準2-3で詳述)。 

・教育課程は、毎年７月に学生支援センターからの依頼により各学科において見直しが

行われ、科目間相互の関連性、接続性に配慮した授業の構成を学科としての組織の責

任において立案、「学生支援センター会議」「教授会」の議を経て改正されている。 

・平成20(2008)年度からは現体制発足に合わせて新入生に対するシラバスの様式に改善

を加え、予習・復習事項を含む授業計画を充実させるとともに、各科目の達成目標・

履修上の留意点などをこれまで以上に明確化することとした。各科目の達成目標は、

学科の「教育目的」「教育指針」「教育・学習目標」に沿って「学科カリキュラム編

成会議(平成24年度制定)」において、学科の責任で決定することとしている。 

なお、シラバスの作成に関しては査読システムを導入しており、所定の書式で科目担

当教員による執筆の後、学科教員同士によるピアレビューを経て策定されている。 
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・また、この「学科カリキュラム編成会議」において、各教科の成績分析等を行い、そ

の結果をまとめた報告書をＦＤ委員会が集約している。 

・平成 26(2014)年度からの入学生に対する履修制度、進級・卒業制度などの教育・教学  

システムを全般的に再検討した。 

〔教育内容・方法の特色ある工夫〕 

「北海道工業大学の基本姿勢」の中で全学共通の「教育の特色」が謳われており、ここ

では、その内「教育システム」の各項目に沿って説明を加える。 

① 学生の立場に基づく教育 

 (a) 専門領域ごとに最適設計された教育・学習プログラム 

・前項［教育課程の体系的編成］の中で記述したとおり、各学科は社会の要請、また学

科の特性に応じて、各分野での最適設計された教育・学習プログラムを展開している。 

・平成 19(2007)年度より、履修登録の際に「学修の質の保証」(基準 2-4 で詳述）の観

点から登録単位数に上限を定めている。 

・教職科目、外部試験合格による認定単位等を除き、① １年前期から２年前期までは１

セメスタ 26 単位、②２年後期から３年後期までは１セメスタ 24 単位としている。 

・この上限単位設定は平成 19(2007)年度入学生からの適用であるが、それ以前の入学生

に対しても無理のない履修計画の立案をガイダンス等で指導するとともに、「ポート

フォリオ個別面談」(基準 2-7-①で詳述)時に担当教員による個別指導も行っている。 

・平成20(2008)年度入学生からは新しい「成績評価と質の保証」システムを適用してお

り、これに伴い医療福祉工学科、義肢装具学科を除く7学科では、履修登録単位数の上

限を統一化しすべてのセメスタにおいて24単位としている。 

・医療福祉工学科、義肢装具学科については、臨床工学技士、義肢装具士の受験に伴う

修得科目数が多いことを考慮し特例を設けている。【資料2-2-4】 

(b) 入学生の適性に応じたきめ細やかな教育・学習システム 

・多様な学習履歴を有する学生を受け入れるために、各学科は１年次にガイダンス教育

を配置しスムーズな大学教育への導入を図っている。 

・数学・英語を中心とした高校教育との円滑な接続を目的に、「学習支援室」(導入教育

全般と併せ基準2-3で詳述)を設置している。 

・学科によっては専門基礎科目を前後期に重複開講し、学生の準備状況に応じたスター

トが可能な体制を整えている。 

・各学科では、適切なフォローアッププログラムが用意され、“充実した学生生活”を

目的とした指導及び教育を行っている。 

・前期に２年次または３年次に進級した学生を対象として、転学科の制度を設けている

（基準2-4で詳述）。 

 (c) 少人数グループによる実験・演習を重視する教育プログラム 

・専門教育科目の実験・演習、外国語教育科目及び修学基礎教育科目では等では30～40

名程度を目安として授業クラスを編成し、科目によっては更に習熟度別の編成をして

いる。これらの少人数クラス編成により、密度の濃い対面授業を目指している。学生

の理解度の向上を実現することができ、この点は本学の開学以来の伝統と自負してい

る。 
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② 情報化社会に調和するプロフェッショナル教育 

(a) 技術者として重要な倫理観を育む教育プログラム 

・情報化社会の発展を支える責任感と誇りを持った工学技術者を育てるため、倫理教育

プログラムが不可欠との全学的合意から、技術者の倫理に関する講義(２単位)を高学

年科目として開講している。 

・企業における偽装・欠陥商品の問題や、自然環境との調和を考慮した企業活動を認識

することで、技術の意味・在り方についての問題意識を持つことが、その達成目標で

ある。 

・全学生がノートＰＣを保有するモバイル・キャンパスが実現されており、全学生は入

学時にノートＰＣの所有が義務付けられている。様々な形態でのネットワーク利用の

授業を実現するとともに、「学内情報システム」および「教育ポータル」による学習

支援を行うため、当初より情報倫理教育の充実化を図っている。 

(b) 協働のためのコミュニケーション能力を育む言語教育プログラム 

・グローバル化時代に適応し、国際的な場面においても柔軟に対応できるためには、コ

ミュニケーション能力の涵養が不可欠である。実質的な国際語である英語が中心であ

るが、「英語Ⅰ～III」までの全学共通の６単位(ほとんどの学科で必修) に加え、各

学科ではそれぞれの特性を踏まえ、「英語Ⅳ，Ⅴ」 や「英語コミュニケーション」、

あるいは専門英語に特化した科目、更には第２外国語科目等の授業を展開している。 

それらの学修の中で、他国の文化を学ぶあるいは批判的思考力を養うことにもポイン

トが置かれており、国語力醸成のための「文章表現法」等の科目と併せ、自己ＰＲ、

プレゼンテーション、ディスカッション能力の向上を目指している。 

〔大学院〕 

・学部・学科と同様な手続きでシラバスが作成され、便覧と併せた「大学院ＨＩＴ教務

ブック」として大学院生に公開されている。【資料2-2-3】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-2-4】情報公表―学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 新学 

部全学共通履修ガイド（pdf） 

【自己評価】 

・各学科は、それぞれの学習目標・到達目標に基づき、独自に展開する教育方法を明ら

かにしている。更には「学科カリキュラム編成会議」において、その教育課程につい

て毎年見直しを行うことで最適な教育プログラムの設計を目指している。 

・教育内容は、基礎教育・専門教育の全科目を通じて学科・コースの具体的な目標を達

成するように構成されており、各科目の内容・レベル・達成目標等がカリキュラムの

目標に整合する形でシラバスに明示されている。 

・教育目標・計画の策定と実践については、全学共通一般教養科目、専門教育科目の配

置・運用を含む教育課程の改善と併せ、見直しが進められている。 

 

（3）2－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・現９学科への再編に際しても「北海道工業大学の基本姿勢」に基づく教育目的・教育
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指針・学習目標を明確にし、また各学部における「教育課程編成・実施の方針」に加

え、平成 22(2010)年度から「学位授与の方針」を制定・施行しているが、完成年度

を迎えたこともあり、鋭意見直し・改善を図ることが社会の要請、時代の要請に応え

る観点から不可欠である。 

・大学院の教育目的・目標、教育課程の編成については、各専攻の特殊性を強く反映し

た形となっているが、平成 24(2012)年度から修士課程を新たな６専攻体制に再編成

している。特に今回新設された３専攻(修士課程)では、建学の精神や基本理念あるい

は本大学院の「目的と使命」に基づき、新たな教育目的・教育課程の下でそれぞれ教

育方法の確立を目指す。また、平成 25 年度に完成年度を迎えることから総合的な検

証を行う。 

・地域社会への貢献、時代の要請に応える教育の観点からは、それぞれの分野の専門家

による実務的・体験的な教育の実践が望まれる。いずれも国家試験受験要件としての

医療福祉工学科や義肢装具学科における病院および製作所施設での「臨床実習」、大

学院修士課程建築工学専攻における設計事務所での「建築実務実習」に加え、学部ま

たは大学院での幾つかの授業科目の中で現場の技術者から、直接ホットな話題に触れ

ることのできる場がすでに用意されている。「ＦＤ委員会」あるいは各学科ＦＤ活動

において、このような専門家との交流の全学的な普及、積極的に進める方策等の具体

的な検討を継続する。 

・学習環境充実の観点からは、多目的小スペースなど学生が自由に利用できる空間につ

いては評価できるが、更にものづくり等を可能とする施設面に関しても各学科での検

討を含め充実化を図る。 

・進級リカバリーのためのシステムは既に確立されているものの、学習履歴に加え勉学

に対する意欲・価値観の多様化や、学生の成績不振に端を発したつまずきへの対処に

ついては、クラス担任とともに 2-7-①で触れる「ポートフォリオ個別面談」担当教

員によるきめ細かい指導が、これまで以上に不可欠なものと考えている。 

・平成 24(2012)年度から制度として開催されている「学科カリキュラム編成会議」か

ら報告書をＦＤ委員会が集約しているが、科目ごとの改善策を具体化させる。 

 

 

2－3 学修及び授業の支援 

≪2－3 の視点≫ 

2-3-① 

 

教員と職員の協働並びにＴＡ(Teaching Assistant)等の活用による学修支援及

び授業支援の充実 

（1）2－3 の自己判定 

基準項目 2－3 を満たしている。 

 

（2）2－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-3-① 教員と職員の協働並びにＴＡ(Teaching Assistant)等の活用による学修支援及び

授業支援の充実 
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【事実の説明】 

① 導入教育 

・新学習指導要領により教育された学生(ゆとり教育世代)が入学する平成18(2006)年度

を前に、平成17(2005)年度から、特に数学について個々の学生に対応した個別指導を

行うことができるように学習支援室を開設した。 

・平成20(2008)年度からの４学部８学科体制においても、同様の方針を貫き、導入教育

科目と学習支援室の二本立てで入学生の学力の標準化を図っている。【資料2-3-1】 

・平成21(2009)年度からは、数学に加えて、英語の学習支援室も開設している。 

・各学部・学科の導入教育科目は、教育課程表において、修学基礎教育科目(文章表現法、

基礎数理演習、基礎物理、基礎化学、物理実験、化学実験等)、外国語教育科目(英語

Ⅰ・II)、学部により工学基礎教育科目または専門基礎教育科目(創生工学ラボ、コン

ピュータリテラシ、微分積分基礎等)の中に配置されている。 

・これらの導入教育科目では、高校課程の内容を含んではいるが、高校課程に制限され

ず専門課程との接続を意識し、広い視野のもとで基礎事項を学ぶことができるように

内容を構成している。 

・効果的な学習ができるように各科目の開講順序にも注意を払っている。例えば、創生

工学部・空間創造学部では、１年前期で学習支援室における学習支援を伴う「基礎数

理演習Ⅰ(II)」(空間創造学部では「基礎数理演習a，b」)を履修した後に、前期で身

につけた数学基礎力を前提として１年後期で「基礎物理」または｢基礎物理学｣を履修

するように教育課程を組んでいる。 

・平成23(2011)年度から始まった、英語、数学、国語の３科目についての新入生学力調

査では、そのデータを入学生全体の学力把握のみならず、特別に学習支援が必要と思

われる学生の抽出などにも利用している。 

② 「基礎数理演習」と「学習支援室」 

・平成17(2005)年度から平成19(2007)年度までの工学部８学科体制の間、本学では、全

学生に一定水準以上の基礎的な数学力を身に付けさせることを目的として、「基礎数

理演習Ⅰ・Ⅱ」(情報デザイン学科では「キャリアスキルⅠ・Ⅱ」) を開講してきた。 

・平成20(2008)年度からの４学部８学科体制においては、創生工学部、医療工学部にお

いて、同様の趣旨で「基礎数理演習Ⅰ・Ⅱ 」を開講している(空間創造学部では「基

礎数理演習a，b」)。【資料2-3-1】 

・「基礎数理演習Ⅰ」では、入学当初に数学の学力判定試験(プレースメントテスト)を

実施し、その結果、一定水準以上の点数を獲得した学生には「基礎数理演習Ⅰ」の受

講を免除し(成績は「認定」とする)、それ以外の学生には「基礎数理演習Ⅰ」の受講

を義務付けている。 

・「基礎数理演習Ⅰ・Ⅱ」の開講と連携して「学習支援室」が運営されている。  

・「基礎数理演習Ⅰ・Ⅱ」の授業は、前半に講義を、後半に演習を行うという形式で実

施される。 毎回の授業において、学生は所定の課題を解き提出しなければならない。

授業の終わりに課題を提出できなかった学生は、後日「学習支援室」に出向き、課題

を提出することが義務付けられている。「学習支援室」を訪れた学生は課題を提出す

るだけではなく、解けなかった課題について、教員または大学院生から指導・助言を
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受ける。 

・数学の「学習支援室」は、毎日昼休みと４、５講目に図書館の一室で開設され、数学

教員１名と大学院生のチュータ２～３名が学生の指導・助言に当たっている。「学習

支援室」は本学の学生であれば誰でも利用でき、「基礎数理演習」以外の数学に関す

る質問も受付けている。表2-3-1に平成20(2008)―24(2012)年度の利用状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 英語e-Learningによる自学自習・学習支援システムと「学習支援室」 

・平成19(2007)年度より、本学では市販の英語e-Learningシステムを導入し、英語の必

修授業「英語Ⅰ～IV」と連動させて、英語の自学自習・学習支援に活用している。 そ

の基本的活用方法は次のとおりである。【資料2-3-1】 

a) e-Learningシステムを利用した英語学習は各自が授業時間外に取り組む。 

b)シラバスにe-Learningで到達すべき学習進度を明記し、e-Learningによる予習を義

務付ける。 

c) 初回の授業においてオリエンテーションを行い、e-Learningシステム導入の目的を

認識させ、学習進度上目安となる期日を提示する。 

d) e-Learningでの予習内容を、授業で使用する共通文法学習教材(本学英語教員作成)

の内容と関連付け、この内容について授業で、小テストを行う。 

e) 教員が学生一人ひとりの学習進行状況をモニターし、きめ細やかな支援に努める。 

f) e-Learningによる取組みの努力を成績評価に組み入れる。 

・平成21(2009)年度より、英語e-Learning システムと連動させ、「英語学習支援室」を

学期期間中の週１度４，５講目に開設している。【資料2-3-2】 

・「英語Ⅰ～IV」の授業の中で、行っているe-Learningの確認テストの結果で、今後の

学習に支障をきたすと判定された学生に対して個別に対応し、e-learningシステムで

自習ができるよう指導している。 

・入学時に行われる「新入生学力調査(英語)」の結果から、必修の「英語Ⅰ・Ⅱ」の単

位取得が困難と判定された学生に対し、適切な水準の教材を用意し担当教員が個別の

指導を展開している。学期中毎日５講目に開設され、平成24(2012)年度で延べ1,335

名が訪れた。 

④ 「ノートＰＣサポート室」 

・本学では、入学時に全学生にノートＰＣの所有を義務付けている。 

・自費購入が基本であるが、平成22(2010)年度からは希望者への貸与制度を設け、平成

24(2012)年度は39名、平成25(2013)年度は51名が利用した。 

・ＯＶＳ－ＥＳ（マイクロソフト社の教育機関向総合契約）により、学生・教職員はパ

ワーポイント、ワード、エクセル等の基本ソフトを無料で使用できるよう便宜を図っ

   表2-3-1「学習支援室（数学）」利用状況 

 H20 H21 H22 H23 H24 

利用者数(名) 1,396 1,573 1,514 1,568 1,730 

開室日数(日) 159 154 151 151   152 

日平均利用者数(名) 8.8 10.2 10.0 10.4 11.4 
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ている。 

・これらノートＰＣのトラブルに対応するため「ノートＰＣサポート室」を設置し、平

常授業日は８時50分～18時、定期試験期間及び補講日は８時50分～17 時まで開室して

いる。具体的な業務内容は、ノートＰＣのトラブル対応・アドバイス、ノートＰＣの

修理受付、ノートＰＣの貸出(修理期間)、ソフトウェアインストール等に関する相談

受付となっている。【資料2-3-3】 

・本学大学院に在学する学業優秀な学生に対し、教育的配慮の下に学部の教育補助業務

に従事させ、将来、教員・研究者になるためのトレーニングの機会を提供するととも

に、学部教育におけるきめ細かい指導の実現等を図ること、また、これに対する給与

の支給により、奨学に資することを目的としてＴＡ制度が設けられている。【資料

2-3-4】 

・平成24(2012)年度におけるＴＡの採用状況を、表2-3-2にまとめている。 

・本学の教育の特色にあげられている「入学生の適正に応じたきめ細やかな教育・学修

システム」や、「少人数グループによる実験・演習を重視する教育プログラム」を体

現する上で、ＴＡ制度の果たす役割は非常に大きいと認識している。 

表 2-3-2 平成 24 年度ＴＡ採用状況 

学部・学科 委嘱コマ数 委嘱計画 
創 生 工 学 部 89 149 

空 間 創 造 学 部 49 68 
医 療 工 学 部 41 63 
未 来 デ ザ イ ン 学 部 32 35 
工 学 部 0 0 
高 等 教 育 支 援 セ ン タ ー 0 0 
合 計 211 315 

 

⑤ 留年、休学、退学者(【表 2-3-3】参照)に対する対策 

・①～④に上述したようにきめ細やかな教育体制を整えても、残念ながら留年、休学、

退学者が発生することは否めない。そこで留年、休学、退学者に対する対策として、

従来から行われているＰＦ個別面談（基準 2-6、2-7 で詳述）による指導に加え、平

成 23(2011)年度から導入されたＨＩＴ-Moodle による出欠管理データをもとに①退学

理由の調査分析、②留年→休学→退学という流れの分析、③成績と留年・退学の分析

を進めており、学生支援センターでは学生の面談や指導をクラス担任等に実施するよ

う依頼している。 

表 2-3-3 平成 24 年度留年・休学・退学者状況 

学部・学科 留年者数 休学者数 退学者数 
創 生 工 学 部 58 36 56 

空 間 創 造 学 部 24 16 28 
医 療 工 学 部 8 7 15 
未 来 デ ザ イ ン 学 部 36 9 12 
工 学 部 1 2 2 
合 計 127 70 113 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-3-1】情報公開―学生の修学等に係る支援に関すること → 学習支援体制
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（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#10 

【資料 2-3-2】ＨＩＴナビ学習支援室（数学と英語） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/04support/supportroom/index.php 

【資料 2-3-3】ノートＰＣサポート室 

http://www.hit.ac.jp/lib_info/pc_support/index.html 

【資料 2-3-4】ＨＩＴナビ在学生に関する諸規程 → 大学院ティーチング・アシスタ 

ント規程（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php 

【自己評価】 

・導入教育および学習支援(授業支援)については充実していると判断している。 

 

（3）2－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・平成 21(2009)年度に開設した英語の学習支援室の利用者のほとんどは、１～２年次に

開講している「英語Ⅰ～Ⅳ」の授業で指示を受けた学生である。上記授業受講者以外

で学習支援室の利用を必要としている学生は、更に多いものと思われ、今後は例えば

大学院受験準備のために英語力向上を必要としている学生等に、学習支援室の利用を

促していく。 

・「学習支援室」を担当する教員については、そこでの業務の教育コマ数への組み込みを

検討しており、教員の教育負担の適正化を図る。嘱託教員の採用により教育体制が整

いつつある一方、新しい授業や卒業研究・学科業務の増加もあり、今後も検討を継続

する。 

・英語 e-Learning システムについては、更に利用しやすい学習効果の高いソフトの導入

を検討する等、改善を目指す。 

・英語学習支援室は、学習者のニーズに合致した指導内容、指導者の増員でその機能を

果たしてきている。同様の支援室を持つ数学、独自の支援システムを持つ国語と連携

してリメディアル教育が進められている。この連携を学生支援センター主任、各学科

の担任らに広げ、より質の高い教育環境を構築する。 

・留年、休学、退学者対策については、該当する学生の情報シートを各学科で作成し、

学生支援センターに提出する。学生支援センターでは、そのデータを管理・集計し、

その結果をＦＤ委員会に報告することが要請されている。その詳細については、学生

支援センターにおいて検討している。 

 

 

2－4 単位認定、卒業・修了認定等 

≪2－4 の視点≫ 

2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

 

（1）2－4 の自己判定 

基準項目 2－4 を満たしている。 
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（2）2－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-4-① 単位認定、進級及び卒業・修了認定等の基準の明確化とその厳正な適用 

【事実の説明】 

〔学部・学科〕 

・授業科目の単位数は、「学則第９条」に定められている。 

・１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、

授業の方法に応じ教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により

単位数を計算している。 

① 講義については15時間の授業をもって１単位とする。 

② 演習については15時間または30時間の授業をもって１単位とする。 

③ 実験、実習、実技および製図については、30時間または45時間の授業をもって１単 

位とする。 

ただし、卒業研究については上記の規定にかかわらず、学修の成果を評価して単位を

授与するものとし、これに必要な学修等を考慮して単位数を定めている。 

・平成９(1997)年度よりセメスタ制を採用しており、学期を基本的には前期(４月１日か

ら９月30日まで)、後期(10月１日から翌年３月31日まで)に分け、年間の授業を行う期

間を35週にわたるように設定している。 

・成績評価については、授業担当教員が定期試験、中間試験、レポート、平常の演習課

題等をもとに総合的に行っており、その基準は授業計画書(シラバス)に明示されてい

る。 

・同一名の授業科目を複数教員が担当する場合には、シラバスの共通化と成績評価基準

の統一化を図っている。 

・学生及び保護者に知らせる学業成績表には評点を記し、学習指導に活用している。 

・学内での成績総合評価及び対外的な成績証明書には、成績評定を用いている。【資料

2-4-1】 

・本学では、平成18(2006)年度より「ＦＤ委員会」を中心に議論を重ねた結果、新しい

「成績評価と質の保証」システムを構築し平成20(2008)年度の入学生から適用を開始

している。【資料2-4-2】 

・４学部各学科の進級基準は「ＨＩＴ教務ブック」に学年別開講単位数、また次に示す

卒業要件単位数と併せて明記されている。【資料2-4-1】 

・卒業に必要な総単位は各学科とも124単位以上と「学則第11条」に定められているが、

医療工学部の義肢装具学科では、国家資格である義肢装具士の受験要件を満たすため

に卒業基準を138単位、同じ医療工学部の医療福祉工学科においても臨床工学技士の受

験を目標とするため128単位としている。また、４学部の卒業のための付帯条件が、各

学科別に定められている。【資料2-4-3】 

・「成績評価と質の保証」システムは、新たな成績評定を示しているが、ＱｆＧＰ表記

は、学生の特長に焦点をあてた本学独自の成績表記手段である。【資料2-4-4】 

a)第一のポイントは、成績評価の項目を全科目にわたって類型化したことである。す

なわち、下位レベルから「個々の知識/スキルの量と正確性」「知識体系の獲得度」 
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「解析力」「実践力/構成力」「展開力」の５項目にわたる獲得すべき能力構造を明確に

し、全教員が統一的な考え方で学修指導に当たるように改めた。 

b)更に、「合格の最低レベルＣ(可に相当)」となった科目については、再度挑戦する

ことを可能にした「特定履修・再履修制度」を導入している。 

1) 上級学年次配当科目 

・原級留年あるいは休学をしたことのある場合に限り、特別措置として規定された条件

により上級学年次配当科目の履修を認めている(「履修規程 第8条」)。 

2)他学科配当科目及び特別科目 

・自学科配当科目と内容が著しく重複しない他学科配当の専門教育科目を、通算して10

単位まで履修し進級・卒業要件単位として算入することができる。 

・教育課程表の配当科目とは別に開設される「特別科目」も、上記10単位に含めること

ができる。 

・フィンランド・オウル総合科学大学との提携による特別科目を開設しているが、これ

については基準A-3に記述している(「履修規程第7条、第10条」)。 

・大学院修士課程においても指導教員が必要と認めた場合、「研究科委員会」の審議を

経て他の専攻の修士課程、または学部の授業科目を指定して履修させ、10単位を超え

ない範囲で修了要件単位に算入できることが「大学院学則第21条第２項」に定められ

ている。 

3)他大学等における既修得単位の取扱い 

・教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学または高等専門学校の専攻科におけ

る学修、その他文部科学大臣が別に定める学修、入学前に大学または短期大学におい

て履修した授業科目について修得した単位(科目等履修生としての単位を含む) を本

学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができるよう、「学則第13条

及び14条」で定めている。なお、これらの単位の上限は合わせて30単位までと定めて

いる。 

・大学院修士課程においても、教育研究上有益と認めたときは他大学の大学院の授業科

目を当該大学院と予め協議の上、同様に取り扱いできることを「大学院学則第21条」

で定めている。 

4)外部試験の成績による単位認定 

・文部科学大臣認定の実用英語技能検定(２級以上)に合格、またＴＯＥＩＣテストにお

いて400点以上のスコアを取得した学生に対して、学生からの申請があった場合、英語

の授業科目の振替単位として、「学生支援センター会議」および「教授会」の議を経

て認定している。 

・「学則第13条」に規定する「文部科学大臣が別に定める学修」で、大学教育に相当す

る水準を有すると認めた各種資格を取得した学生に対して、同様の議を経て該当授業

科目の振替単位として認定している。単位認定が行われる資格の詳細と単位数につい

ては、「ＨＩＴ教務ブック」に明示されている。 

5)転学科・進級リカバリーなど、修正・回復が可能な進級システム 

・前期に２年次または３年次に進級した学生を対象として、転学科の制度を設けている。 

・転学科を希望する学生は、願い出により希望学科の科目を学生支援センター主任の指
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導の下で選択、他学科配当科目として履修する。 

・希望学生は転学科後学ぶべき教育内容を事前に知ることができ、また受け入れ予定の

学科は、履修科目の修得状況から学生の適性を判断することができる。 

・最終的には「教授会」の議を経て転学科が許可されるが、以上の手続きについては「転

学科規程」に定められている。【資料2-4-5】 

・一度原級留年となった学生に対しては、下記の二つの制度を設け進級リカバリー(原級

復帰)を可能としている。留年学生は、その後の努力に応じ最短で、半年後に元の学年

に復帰して、「ストレート進級」と同様に進級あるいは卒業することができる。 

〔後期進級制度「履修規程第19条」〕 

・原級留年・卒業延期になった学生は、翌年度の前期終了時での修得単位数が進級・卒

業基準を満たした場合、９月に進級・卒業することができる。９月に進級した学生が

翌年３月に次の進級基準・卒業基準を満たすことで、完全な「原級復帰」となる。 

〔卒業研究の先行着手「履修規程第24条」〕 

・３年次に留年した者は、所属学科の定める単位修得基準を満たしているとき、学科の

判断により卒業研究の先行着手を認められる場合がある。先行着手期間は卒業研究の  

従事期間に含めるものとする。 

〔大学院〕 

・本学では、教育効果向上の目的で、通常の開講科目に対する単位認定の他に、以下に

示す特に定めた単位認定の取扱いを行っている。 

・大学院修士課程については「大学院学則第23条」に定められ、本大学院に２年以上在

学し、教員指導のもと各専攻の定める基準により30単位以上を修得し、必要な研究指

導を受け修士論文の審査及び最終試験に合格することで修士(工学)の学位が授与され

る。【資料2-4-6】 

・大学院修士課程における成績評価の方法は、「大学院ＨＩＴ教務ブック」に明記され

ている。 

・成績評定は、優、良、可、不可の4種類であるが、この成績評価についてもその実質化

を目指し、「ＦＤ委員会」を中心に議論を重ね、「本学大学院の成績評価の基本フレ

ーム」を制定、平成21(2009)年度より施行している。【資料2-4-7】 

・「講義科目/実務実習科目」「研究促進科目」「学位研究」それぞれに対し、学部と同

様、成績評価の項目を類型化し評価配点標準を明確にしている。 

・博士後期課程についても「大学院学則第 23 条」に定められ、本大学院に５年以上在学

し、教員の指導により特別研究１科目(４単位) を選択し、特別講義からは選択した特

別研究と同名の特別講義を含め２単位以上、合計６単位を修得し、かつ必要な指導の

もとに研究業績を上げたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格することで博士(工

学)の学位が授与される。更に、在籍期間に関する特例措置も設けられている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-4-1】情報公表―学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 新学 

部全学共通履修ガイド（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07 

【資料 2-4-2】「成績評価と質の保証」のための基本フレーム 
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http://www.hit.ac.jp/info/feature/frame.html 

【資料 2-4-3】ＨＩＴナビ―在学生に関する諸規程（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php 

【資料 2-4-4】情報公表―学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 成績 

評価システムと学修の質の保証（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07 

【資料 2-4-5】ＨＩＴナビ―在学生に関する諸規程 → 転学部・転学科規程（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php 

【資料 2-4-6】ＨＩＴナビ―大学院（ＨＩＴ教務ブック） → 学位規程の運用細則/履

修上の留意事項（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigakuin/index.php 

【資料 2-4-7】情報公表―学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 大学 

院の成績評価システムと学修の質の保証と基本フレーム（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07 

【自己評価】 

 ・成績評価について、平成 20(2008)年度に作成した「成績評価と学修の質の保証マニュ

アル」を毎年度更新しており、更にその内容に関する全学ＦＤ研修会を継続実施する

ことで、本学の“単位制度の実質化”を目指した評価システムが、非常勤を含む全教

員に周知されている。 

 ・平成 20(2008)年度に大幅な改善を加えた「成績評価システム」については、多様化し

た学生を受け入れ、学修力を身につけさせその個性を伸ばすという本学の教育指針を

反映したものであり、他の教育システム上の諸施策と併せ「学修の質の保証」の観点

から、より一層の効果をあげているものと考えている。 

 ・後期進級制度、上級学年科目履修制度、卒業研究先行着手制度は、原級留年となった

学生が努力次第で元の学年に戻ることを可能としており、学生の立場に立った特色あ

る教育システムであると認識している。 

 ・上記の諸制度による進級リカバリーを可能にする教育システムは、｢厳格な成績評価｣

「学生の離学防止」の双方に有効に作用していると自己評価している。 

（3）2－4 の改善・向上方策（将来計画） 

・複数教員科目については、成績評価の厳格化が図られているが、今後は全科目の成績

評価を科目担当教員の個人的裁量に委ねることなく、組織的な整合性を高めることが

不可欠である。ＦＤ委員会を中心に全学ＦＤ研修会、及び「学科カリキュラム編成会

議」において、学生支援センターの協力を得て制度、手法を含め問題点の洗い出し、

解決を図る。 

・本学独自の総合成績評価指標ＱｆＧＰＡにより、進級の質を確保しながら努力の質を

評価できる評価算定式を定め、優秀奨学生の選考基準を改定しているが、ＧＰＡによ

る修学指導や教育改善へのより積極的な利用については、新評価システム導入による

問題点も含めて検討を継続する。 

・北海道工業大学における「成績評価と学修の質の保証マニュアル」について、平成

26(2014)年度に向けて見直しを検討していく。 
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・マニュアルについては、平成 26(2014)年度に向けて以下の事項を念頭に変更を検討

していく。(1)ＱｆＧＰＡ制度の見直し(通常のＧＰＡ制度に戻す)、(2)Ｓ＋評価の見

直し、(3)複数の手段(中間試験・レポート等)で評価をしていることのエビデンスの

残し方 

・学生の幅広い関心や興味に応じて、様々な学問分野にわたる科目を提供するために平

成 26(2014)年度から札幌圏８大学・３短期大学が参加している札幌圏大学・短期大学

互換協定に参加し、単位互換制度を実施する。 

 

 

2－5 キャリアガイダンス 

≪2－5 の視点≫ 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整備

 

（1）2－5 の自己判定 

基準項目 2－5 を満たしている。 

 

（2）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整備 

【事実の説明】 

・従来、学生サポートセンターが就職支援業務を含むキャリア支援プログラムを実施し、

学生の進路選択をサポートしてきた。平成 24(2012)年度からは、就職支援センターが

学生サポートセンターから独立し、キャリア教育のための支援、就職に対する相談・

助言、企業開拓を含む就職斡旋など、就職に関する全面的なバックアップ体制を推進

している。【資料 2-5-1】～【資料 2-5-3】 

・キャリア教育のための支援体制の全体的な流れを図 2-5-1 に示す。各プログラムの概

要は以下の通りである。 

a) 「ポートフォリオ（ＰＦ）面談」を通じて入学当初より段階的に将来のキャリア

に対する意識を高め、就職活動時期には学生自身が自主的な取組みができるようにし

ている。個別面談の回数はこれまで年２回であったが、平成 24(2012)年度からは年４

回に倍増し、助言体制を強化している。 

b) １年次から始まる「コミュニケーション講座」、「就職マナー講座」、２年次の

「自己実現講座」では、就職活動に必須の基礎力を養っている。 

c)「就職適性」について、３年次には経済産業省が提言した「社会人基礎力」を測る

テストを実施し、自分に合った業種・職種や企業選択の際の指標にしてもらい、就職

活動に直結するようなアドバイスを行っている。 



 

46 
 

d) 将来、社会に出て活躍するためには、自分自身を知り、早期にしっかりとした目

標意識を持つことが必要との認識から、２年次後期と３年次生前期に各１単位の「キ

ャリアデザイン」を開講している。ここでは、就職活動に必要とされる様々な実践的

授業を通して職業観を身に付けている。「働くこと」とは何かを考え、自己を理解し、

適正な就職のための目標と計画を立てさせるうえで、平成 24 年度に外部委託の内容

などを具体的に検討し、平成 25(2013)年度よりキャリアアドバイザーによる講義に一

部変更した。 

e) 「就活セミナー」は、３年後期に各学科単位で実施している。ここでは、就職状

況及び求人・採用動向、就職に対する心構え、自己分析の必要性、業界・企業研究の

進め方、会社訪問時の留意事項、採用試験対策、応募手続き方法等について説明して

いる。 

f) ＳＰＩ試験（能力・性格テスト）は、多くの企業が採用選考にとりいれているこ

とから、検査問題を理解するための「ＳＰＩ対策講座」を２年後期と３年前期・後期

に開講している。 

図 2-5-1 キャリア教育のための支援体制 
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g) 本学は北海道地域インターンシップ推進協議会に加盟しており、希望する学生に

企業の紹介を行っている。平成 23(2011)年度からは、本学自らも受入企業を開拓して

いる。平成 22(2010)年度には 32 名の学生が 22 社において、平成 23(2011)年度には

38名の学生が 29社において、平成 24(2012)年度には 64名の学生が 46社において「イ

ンターンシップ」を体験している。【資料 2-5-4】 

h) 「面接対策講座」では、民間企業への就職希望者を対象として、企業の採用状況

に精通している学外講師による講演会、エントリーシート攻略テスト、就職対策模擬

試験、模擬面接を行っている。 

i) 各学科の専門に関連した「資格試験受験」に関しては、学科独自あるいは教員個

人のレベルで希望学生に対して助言指導を行っている。 

j) 公務員志望者に対しては「公務員受験対策講座」が開設され、希望者は学年を問

わず受講できるようになっている。 

k) 卒論ゼミ配属後は、研究室担任による自己ＰＲ指導、論作文指導、面接指導等、

親密な人間関係のもとに「個別指導」が徹底されている。平成 24(2012)年度には、全

教職員が学生個々の就職活動状況をリアルタイムに把握することができるよう「就職

状況共有ファイル」と呼ばれる学内専用ファイルを作成し活用している。 

l) 何らかの理由で積極的な就職活動を進められない学生や就職試験のピークを過ぎ

ても内定を得られない学生に対しては、就職資料室に専門の「キャリアアドバイザー」

を配置して相談に当たっている。なお、低学年を含め各学年には、クラス担任とは別

に全体的な指導に当たる担当教員（就職委員）を配している。【資料 2-5-5】 

・以上の支援体制の外に、E-testing とよばれるＣＢＴ(Computer Based Testing)シス

テムを学内Ｗｅｂサイト上に展開している。学生は、このシステムを通じて、ＳＰＩ、

ＣＡＢ、ＧＡＢ、クレペリン、一般常識、ビジネスマナー等の各種就職対策模擬試験

をＷｅｂ上で受けることができ、自己のレベルアップを図ることができる。 

・従来、求人情報は「就職 on Ｗｅｂ」と呼ばれる学内専用サイトで管理されてきたが、

平成 23(2011)年度後期からは、これに代わって、キャリアデザインサポートシステム

（ＣＤＳＳ）を稼働している。このシステムは、就職活動をする学生と就職活動を支

援する教職員に利用され、キャリア支援機能として、ポートフォリオシステム（PF 面

談）およびキャリア講座受講記録、業界研究・企業研究・自己ＰＲ・自己紹介等の各

種シートが用意されている。平成 24(2012)年度後期には、企業情報、求人情報に関す

る支援機能等が追加され、就職に係わる情報を一元的に扱うことが可能となった。ま

た、平成 25(2013)年度前期より、卒業生向け求人紹介サービスとしての機能が追加さ

れ、卒業生の転職・再就職等を支援すると共に、道内企業の振興に寄与する体制を整

えた。【資料 2-5-6】 

・キャリア形成に有効となる資格取得講座は各学科が独自で取り組んでいるが、全学科

に共通する資格取得講座の開設についても、就職支援センターにおいて具体的に検討

を進めてきた。後者については、平成 24(2012)年２月に各学科の資格取得指導の現状

を調査した結果に基づいて、後期に「３級ＦＰ技能検定対策講座」を開講した。【資料

2-5-7】 

・就職斡旋を希望する学生の就職率は、学科間でばらつきがあるものの、過去３年間の
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全体平均で 92.6％に達している。【資料 2-5-8】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-5-1】キャリアアシスタントサイト http://www.hit.ac.jp/recruit/ 

【資料 2-5-2】学生サポートプログラム（キャリア支援） 

http://www.hit.ac.jp/career/outline/program.html 

【資料 2-5-3】ＨＩＴナビ―学生支援プログラム http://www.hit.ac.jp/gakusei/ 

【資料 2-5-4】インターンシップ参加人数、インターンシップ先企業数（過去３年間） 

【資料 2-5-5】就職相談室等の利用状況 

【資料 2-5-6】キャリアデザインサポートシステム（CDSS） 

http://cdee.hit.ac.jp/users/sign_in 

【資料 2-5-7】３級ＦＰ技能検定対策講座の実施について 

【資料 2-5-8】就職の状況（過去３年間） 

【自己評価】 

・「ＰＦ面談」を核とする種々の学生サポートプログラムは、キャリア教育のための支援

体制として有効に機能している。就職支援体制について、学生サポートセンター（平

成 24(2012)年度から就職支援センター）の業務計画を毎年見直しており、大学全体と

しての支援体制が整備されてきたと判断している。 

・平成 23(2011)年度は、社会情勢が厳しい状況のまま、現行４学部の第１期生が卒業を

迎えたが、全学的な支援方策をこれまで以上に強化した甲斐あって、平均 94.4%の就

職率を得ている。平成 24(2012)年度も平均 96.3%と高い水準の就職率を保持している。 

 

（3）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

・就職が厳しい社会情勢に対応するため、従来のプログラムに加え即効的な方策も必要

であることを視野に入れ、ＳＰＩ対策及び面接試験対策を中心とした就職支援事業の

拡充を図る。更に、継続して「キャリアデザイン」の授業内容や外部委託の内容を見

直し、能力検査対策講座の効果的な実施方法を探る。 

・北海道地域インターンシップ推進協議会によるインターンシップにおいては、本学の

学生が希望する企業が少ないのが現状である。一方、学生のインターンシップに対す

る希望は少なくないこと、インターンシップは、今後、ますます重要になると考えら

れることから、同窓会との連携を密にして、本学が自ら受入企業を開拓し、独自のイ

ンターンシップ事業の充実を図る。 

・ＣＤＳＳについては、今後も必要に応じて就職支援に係わる機能を追加していき、使

い勝手の良いシステムとして行く予定である。 

 

 

2－6 教育目的の達成状況の評価とフィードバック 

≪2－6 の視点≫ 

2-6-① 

2-6-② 

教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 
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（1）2－6 の自己判定 

基準項目 2－6 を満たしている。 

 

（2）2－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-6-① 教育目的の達成状況の点検・評価方法の工夫・開発 

【事実の説明】 

・達成状況の点検は、本学が構築した学生生活全般を支援する「学生生活サポートプロ

グラム」の中核となる「ＰＦ個別面談」、カリキュラム編成会議により行っている。達

成状況の評価は、就職状況、資格の取得状況により評価を行っている。【資料 2-6-1】

【資料 2-6-2】 

・「ＰＦ個別面談」は、前・後期とも２回(新入生は前期３回)行っている。各学科全教員

が分担する個別面談に先立ち、教員による個別指導の効果を高めるために、「キャリア

デザインサポートシステム（以下、ＣＤＳＳ）」を通して「ＰＦ面談記録」への入力を

義務付けている。このプログラムの目的は、学生個別の学習状況等の調査であるとと

もに学生の意識調査でもある。【資料 2-6-3】 

・「ＰＦ面談記録」には、学年ごと、更に前後期別にそれぞれの目標の達成状況を学生自

身がどのように認識し、学修課程において目標達成のためにどの科目を重要と考えて

いるか等の質問項目を挙げている。更に課外活動への意欲、資格取得に対する計画、

自身の適性と将来への具体的な希望、就職活動を向かえる３年次においては自身の性

格分析等、各学年に適応した形で学生の意識調査を実施している。「ＰＦ個別面談」で

は、担当教員が「ＰＦ面談記録」の学生の記入内容及び面談内容に基づき、「ＰＦ面談

記録」に記入し、「学内情報システム」上で各学生へ開示している。 

・学生に目標とさせている各種の資格の取得状況については、これまでもいくつかの学

科で調査を行って来たが、平成 24(2012)年２月に学生サポートセンターにおいて、平

成 24(2012)年度からはＦＤ委員会において全学的に平成 21(2009)年以降についての

資格取得状況について調査、検討を行っている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-6-1】カリキュラム編成会議報告書 

【資料 2-6-2】資格取得指導に関する調査票 

【資料 2-6-3】ＰＦ面談記録の記入方法 

【自己評価】 

・「ＰＦ個別面談」を核とする本学独自の「学生サポートプログラム」により、個別学生

の学習状況調査及び学生の様々な意識調査の実施、適切な学生指導が可能となってい

る。 

 

2-6-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての評価結果のフィードバック 

【事実の説明】 

・学生に目標とさせている各種の資格に関連する授業を各学科とも開設しており、資格

取得者数向上をめざし授業内容改善の努力もなされている。また、平成 24(2012)年２
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月に学生サポートセンター（平成 24(2012)年３月までの組織）において各学科の資格

取得指導の現状を調査し、就職支援センター（平成 24(2012)年４月から学生サポート

センターを分割し設置されたキャリア支援業務を行うための組織）において資格取得

を一層促進するため資格取得講座を開講している。【資料 2-6-4】 

・平成 24(2012)年度からＦＤ委員会において、「資格取得指導に関する調査」を実施し

ている。【資料 2-6-2】 

・難度の高い資格試験に合格した学生に対しては本学独自の表彰制度を設けている。こ

の制度は、学生の達成度向上に向けた本学の積極的な取り組みであると自負している。

【資料 2-6-5】～【資料 2-6-7】 

・授業展開や組織としての教育力の向上を目指すため、平成 24 年度よりＧ棟講義室のガ

ラスフィルムを一部はがし講義室の見える化を計るとともに、平成 25(2013)年度から

授業公開シーズンを設け、学科毎に指定した授業の公開・参観を行っている。 

・「ＦＤ委員会」が実施主体となり「授業改善のためのアンケート」を毎年２回、セメス

タごとに実施要領を策定し実施している。【資料 2-6-8】【資料 2-6-9】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-6-4】３級ＦＰ技能検定対策講座の実施について 

【資料 2-6-5】北海道工業大学学則 

【資料 2-6-6】学生の表彰に関する取扱内規 

【資料 2-6-7】学生活動支援奨学生規程 

【資料 2-6-8】平成 25 年度 前期「授業改善のためのアンケート」実施要領 

【資料 2-6-9】平成 25 年度 後期「授業改善のためのアンケート」実施要領 

【自己評価】 

・学生の資格取得を積極的に推進するため、就職支援センターにおいて資格取得講座を

開講するとともに、ＦＤ委員会において「資格取得指導に関する調査指導」の調査を

しており、改善に結びついている。 

・難度の高い資格取得学生に対する本学独自の表彰制度を設けており、学生の達成度向

上に寄与しているものと評価している。 

・授業公開・参観は、教育方法の評価結果のフィードバックに結びついている。 

・全授業クラスでの実施・全集計結果の「学内情報システム」上での公開を原則とする

「授業改善のためのアンケート」は、平成 24(2012)年度には教員コメントの添付が専

任教員の担当するクラス全体の前期 94.4％、後期 87.1%であり、授業に関するＰＤＣ

Ａサイクルにおけるチェックとアクションとして広く教員間に浸透・定着している。 

 

（3）2－6 の改善・向上方策（将来計画） 

・「学生サポートプログラム」による学生の学習状況等の調査・意識調査、また学生指導

の充実を図るため、本プログラムの点検を継続して実施する。 

・教育目的の達成状況・専門分野の特質に応じた学習到達度の把握については、ＦＤ委

員会が中心となり、それぞれの学科の特色を踏まえた上で検討を開始しており、次年

度からの何らかの定量的測定法の試行を目指している。また、カリキュラム編成会議

により、各学科の中核となるカリキュラムの成績状況について調査を行うことで達成
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状況の点検をより確実なものにできると考えている。 

・上述の学習到達度の定量的測定においては、資格取得状況の調査が一つのポイントに

なるものと考えている。その具体的な実施形態と併せ、就職活動の際に有利となる資

格取得をより一層推進する方策について、就職支援センターを中心に検討を進める。 

・教育効果(学生の達成度)の測定・把握については定量評価が大きな課題となる。そこ  

でディプロマポリシー達成度に関する学生アンケート調査を行い、その達成状況を学

科および全学で評価しカリキュラムの改善にフィードバックする体制の確立を試みる。 

・「授業改善のためのアンケート」に関しては、これまでの実施結果に基づき最重要課題

である信頼性向上策を検討するとともに、アンケート内容の総合評価を定量化・分析

し、更には教育目標を踏まえた学習到達度の検討結果をも反映させた形で、再構築を

図り、抜本的な改善に取り組む。 

 

 

2－7 学生サービス 

≪2－7 の視点≫ 

2-7-① 

2-7-② 

学生生活の安定のための支援 

学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

 

（1）2－7 の自己判定 

基準項目 2－7 を満たしている。 

 

（2）2－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-7-① 学生生活の安定のための支援 

【事実の説明】 

・学生支援センター業務の内、学生サービスと厚生補導に関する業務は以下の通りであ

り、学生生活を支援する体制が整っている。【資料 2-7-1】 

a) 学生指導に関すること     b) 学生生活の把握に関すること 

c) 学生援護に関すること     d) 協学会の指導育成に関すること 

e) 課外活動に関すること     f) 保健管理に関すること 

g) 学生相談に関すること     h) 学生の事件事故に関すること 

i) 学生の賞罰に関すること    j) 政治的中立性を堅持するために必要なこと 

k) その他必要と認める事項     ※「協学会」については【資料 2-7-2】参照 

・経済的な理由により修学が困難な学生や、学業等が特に優秀な学生に対する奨学金制

度として、大学独自の奨学金制度（エビデンス集【表 2-13】参照）、日本学生支援機

構奨学金制度、地方自治体、その他民間育英団体の奨学金制度を紹介している。これ

ら奨学金の情報は本学ＨＰや学内掲示板で提供されている。奨学金の利用状況は、表

2-7-1 に示す通りである。【資料 2-7-3】 
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奨学金の種類 
平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

学部 大学院 学部 大学院 学部 大学院 

日本学生支援機構 1,563 45 1,460 39 1,422 37

地方自治体奨学金 8 0 9 0 6 0

民間団体奨学金 4 2 2 3 1 0

学内奨学支援制度 130 0 130 0 129 0

 

・本学同窓会では、学部４年生（大学院最終学年も含む）が卒業要件を満たし、就職も

内定しているにもかかわらず、学費納付者の経済的理由によって卒業（修了）できな

い準会員（在学生）を救済する制度として、同窓会奨学金制度を設けている。 

・本学大学院に在学する学業優秀な学生がティーチング・アシスタント(ＴＡ) として、

学部授業において学習支援に従事し給与を得ている。ただし学業の妨げにならないよ

う、博士課程は週６コマ、修士課程２年は週４コマ、修士課程１年は後期のみ週２コ

マと、制限コマ数が定められている。 

・「高大連携教育」（基準 A-3 で詳述）においても、大学院生及び学部学生がＴＡとして

採用され給与を得ている。これらの給与は、学外の一般的な時給に比べ高く設定され

ているが、本学の教職員とともに教育指導を行うことによって、これらの業務を経験

した学生の大学への帰属意識の向上に大きく寄与しており、経済的支援以上に彼らの

人間形成に大きな効果を与えている。 

・留学生に対しては、必要に応じて日本語の授業科目「日本語Ⅰ･Ⅱ」を開講し、留学生

が日本語で授業を受けるための支援を行っている。大学生活全般については、クラス

担任に加えて「国際交流委員会」が留学生の様々な相談等に応じている。 

・留学生相互の交流並びに留学生と日本人学生の交流を促進することを目的に、「外国人

留学生交流会」が特別団体（課外活動団体）として結成され、本学の留学生全員がそ

の構成員になっている。【資料 2-7-4】 

・学内のアルバイトについては、「図書館カウンター」、「ノートＰＣサポート室」、「学習

支援室」等がそれぞれ独自に募集している。 

・学外のアルバイトに関しては、就学上影響の少ないものに限定してその情報を学生支

援課が掲示している。 

・本学では、課外活動を、自主性・社会性・協調性など社会人として必要な素養を養う

場と位置付け、多くの学生が課外活動に参加することを推奨し、そのための環境作り

に力を入れている。入学当初に実施される新入生歓迎会では、学生が参加するスポー

ツ大会に加え、クラブ学生の模範演技やビデオによるクラブ紹介を行い、新入生が本

学のクラブ活動の内容をよく知り希望のクラブを見つけるための機会を設けている。 

・現在、全学生・教職員をもって組織される協学会のもとに、体育局（31 団体）、文化

局（21 団体）、全学応援団局（２団体）、特別団体（２団体）があり、それぞれ活発に

活動している。【資料 2-7-5】 

表 2-7-1 奨学金の利用状況 
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・協学会では、所属団体に対してその活動実績等を考慮し活動費を配分している。また、

本学では前年度の活動実績に基づき特別助成団体（25 団体程度）を選考し、先の活動

費とは別に１団体当たり年間 24 万円程度の活動費を助成している（エビデンス集【表

2-14】参照）。なお、平成 24(2012)年４月には体育館 ”ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ”が完成

し、各団体に対してより快適な環境を提供している。 

・クラブなど諸団体に属さない学生も参加できる行事として、大学祭、体育祭が協学会

主導のもとに企画・運営されている。 

・協学会所属の諸団体の活動とは独立に、学生が提案した課外活動を支援する制度とし

て「夢プロジェクト」が制定されている（基準 A-3 に再記述）。これは学生が自由な発

想のもとで企画・立案したプロジェクトに対し、大学が資金等を助成する制度（１件

あたり最高 30 万円）である。【資料 2-7-6】 

・定期健康診断を毎年４月に実施し全学生が受診している。健康診断で問題が見つかっ

た場合は、指定学校医が診察し、適切な指導・治療を受けられる体制になっている。 

・毎年新入生ガイダンス時に、過度な飲酒によるアルコールの害、エイズ等の感染症の

危険性について、注意喚起している。 

・学内の講義棟（Ｇ棟）に保健管理室を設置し、怪我や急な体調不良に対応している。

また、学校医による健康相談日（毎月第３金曜日[内科医]、第２・４木曜日[精神科医]）

を設け、病気や身体的な悩み等、健康に関する学生の相談に応じている（エビデンス

集【表 2-12】参照）。【資料 2-7-7】 

・医療機関で治療を受ける学生への経済的支援を目的として、本学独自の互助組織であ

る「学生医療互助会」が運営されており、全学生が加入している。「学生医療互助会」

では学生が学内外、時間を問わず疾病や不慮の事故等により医療機関にかかった際、

支払った自己負担医療費の給付、後遺障害を被った場合の見舞金の給付、死亡に至っ

た場合の弔慰金の給付を行っている。【資料 2-7-8】 

・心的な問題を抱える学生のための相談室として、専門のカウンセラーを配する学生相

談室をＧ棟に設置し（休業期間を除く平日の 10：30～17：00）、電話、電子メール、

郵便等、学生が利用しやすい方法で相談を受け付けている。２名のカウンセラーが曜

日を決めて交代で担当しているが、平成 24(2012)年度からは月に１回は２名体制の日

を設け、学生相談室業務の連携を強化している。【資料 2-7-9】 

・セクシャルハラスメント、アカデミックハラスメント等の人権問題には、「人権委員会」

（基準 3-1-④で詳述）が窓口となって対応している。新入生ガイダンスにおいて、ハ

ラスメント等の被害に遭ったときの対処方法、相談窓口について記した本学独自のパ

ンフレットを作成・配布し、「人権委員会」による支援体制について説明している。 

・本学の厚生施設として宿泊人数 30 名程度と小規模ながら、ニセコ町に北海道工業大学

芦原ニセコ山荘を保有しており、本学のゼミやクラブの合宿、同窓生の集いなどに活

用されている。【資料 2-7-10】 

・個々の学生に対して入学時から卒業まで、学生生活全般を支援するプログラム（学生

サポートプログラム）を平成 13(2001)年度に構築・始動させた。この取組の中心的役

割を担うのが「ポートフォリオ（ＰＦ）個別面談」であり､年４回実施している。【資

料 2-7-11】 
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①「ＰＦ個別面談」を中核としたサポートサイクル 

このサポートプログラムでは、学生が設定した在学中の目標を中心に、履修計画並び

に各学年・各学期を経て卒業までの到達目標の立案、目標設定に関する助言及び学生生

活全般についての相談の場としての個別面談（「ＰＦ個別面談」）の実施、計画の達成度

の検証とその記録（「ポートフォリオ」の作成）を行っており、特に「ＰＦ個別面談」を

取組みの中核としている。基本的なサポートサイクルを図 2-7-1 に示す。 

 

 

 

② ＰＦ関連情報の一元管理 

この取組みでは教育効果を上げるために、ＰＦ面

談シートや個人面談で得られる学生個々に関する情

報と資料は、いつでも参照可能なように一元化し、

すべての資料を学内ネットワーク上でアクセス可能

なシステムとし、登録、閲覧（本人及び担当教員）

ができるようにしている。各学生は自分のノートＰ

Ｃから常時アクセス可能となっている。 

③ 入学から卒業までの一貫したサポート体制 

この取組みでは、図 2-7-2 に示すように各学年に

学生サポートプログラムとキャリア支援プログラム

が組まれているだけではなく、入学から卒業までの

間、学生生活全般、自己発見、キャリアアプローチ

を支援し、学生の自助努力による成長を促すシステ

ムとして機能している。具体的には、２年次までは

履修計画指導、学生生活指導、自己発見プログラム

に重点を置き、３年次以降は、就職・進路計画に関

する助言に重点を移行している。 

④ 取組の組織性 

本学「学生支援センター」が全学的見地に立ったサポート体制を構築し、学生支援プ

ログラムの実施に関わる各種資料・データの管理と活用を推進する業務を担当している。

また、各学科の学生支援センター主任が、実施要領に基づく具体的実施方法、実施計画

の立案と周知業務を担当しており、各学科主任教授、クラス担任、面談担当者と連携し

ながら学生へのサポートシステムを運営している。 

 

教員との対話
PF個別面談記録シート

達成度の検証
PF（ポートフォリオ）

目標の設定

図 2-7-1 PF 個別面談を中核と 
    するサポートサイクル 

1年前期

・ガイダンス教育 ・目標設定
・個別面談

1年後期
・個別面談 ・学習方法支援

2年前期
・目標設定 ・個別面談

2年後期
・個別面談 ・学習方法支援

3年前期
・適性検査 ・個別面談
・キャリア支援

3年後期
・個別面談 ・キャリア支援

4年前期
・個別面談 ・キャリア支援
・卒業研究支援 ・人間形成

4年後期
・個別面談 ・キャリア支援
・卒業研究支援 ・人間形成

図 2-7-2 

 入学から卒業までの 

 一貫したサポート体制
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-7-1】情報公開－大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支

援に関すること → 学生生活支援体制（pdf） 

http://www.hit.ac.jp/public-info/# 

10 

【資料 2-7-2】北海道工業大学協学会 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/hsf.html 

【資料 2-7-3】奨学金 http://www.hit.ac.jp/campuslife/life/scholarship.html  

【資料 2-7-4】ＨＩＴナビ ― クラブ紹介 → 外国人留学生交流会 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/07fulfill/club/index.php 

【資料 2-7-5】クラブ紹介 http://www.hit.ac.jp/campuslife/life/activity.html 

【資料 2-7-6】夢プロジェクト http://www.hit.ac.jp/campuslife/drem.html 

【資料 2-7-7】ＨＩＴナビ ― 保健管理室 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/health/index.php 

【資料 2-7-8】ＨＩＴナビ ― 学生医療互助会 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/injury/index2.php 

【資料 2-7-9】ＨＩＴナビ ― 学生相談室 

       http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/counselling/index.php 

【資料 2-7-10】芦原ニセコ山荘 http://www.hit.ac.jp/info/facility/cottage.html 

【資料 2-7-11】学生サポートプログラム 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/life/sup.html 

【自己評価】 

・奨学金に関しては、ホームページや掲示板を通じて常に最新情報を提供している。 

・在学中の自己負担医療費に関し、全学支給を受けることのできる本学独自の学生医療

互助会のシステムについては、従前より学生と保護者の双方から高い評価を得ている。 

・学生相談室は学生が利用しやすい形で運営されているが、心的な悩みを持ちカウンセ

リングを受ける学生数の増加は続いており、現状の非常勤カウンセラー２名体制では

十分な対応ができない状況もみられる。 

・食堂設備はそれぞれ別な業者により学内２箇所に設置（利用可能な座席数は合わせて

736 席）され、それぞれの業者がサービス向上を目指している。また、基準 2-9-①に

記述するように、学内書店・コンビニエンスストアを誘致しており、快適な学生生活

環境を整えている。 

・本学では、過度の飲酒の危険性について従前より指導を行っており、コンパ等での過

度の飲酒による急性アルコール中毒の被害は報告されていない。 

・体育祭に関しては、平成 22(2010)年度から一般学生も参加しやすい学科別対抗競技と

し、学内の団体に属さない学生の参加が増加した。 

 

2-7-② 学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析結果の活用 

【事実の説明】 

・前述の「ＰＦ個別面談」の際に、学生一人ひとりの様々な意見、要望を汲み上げてい
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るが、日常的には学修指導と同様、クラス担任、４年次生に対しては研究室担任（ゼ

ミ担当教員）が個々の学生の窓口となっている。 

・協学会においても、意見投書箱を学内の数箇所に設置し、学生生活全般にわたる様々

な意見や要望を汲み上げ、必要に応じ学生支援センターから「全学連絡調整会議」を

経て学生に回答するシステムを持っている。【資料 2-7-12】 

・学生生活の実態を把握し、学生生活支援の向上を推進していくために、学生生活アン

ケートを実施している。昨年度からアンケートの結果をＷｅｂ上で公表している。【資

料 2-7-13】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-7-12】ＨＩＴナビ―在学生に関する諸規程 → 学生提案に関する取扱要領 

       (pdf) 

http://www.hit.ac.jp/ gakusei/01basis/regulation/index.php 

【資料 2-7-13】ＨＩＴナビ―学生生活アンケート結果 

       http://www.hit.ac.jp/gakusei/document/20130826154013.pdf 

【自己評価】 

・平成 23(2011)年度からＰＦ面談の回数を年４回とした結果、個々の学生生活の状況を

よりきめ細かく把握できるようになり、問題を抱える学生へも迅速に対応できつつあ

る。 

 

（3）2－7 の改善・向上方策（将来計画） 

・厚生施設としては、平成 24(2012)年４月に完成した体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」を

中心として、学生の余暇時間に対応する施設（トレーニングジムや自由な発想に基づ

く活動のためのスペース）を充実させていく。 

・学内のクラブ、団体に属さない学生も、様々な活動に参加しやすくなるような環境づ

くりを継続していく。具体的な例として、ゼミやクラブ所属学生による出展が主体と

なっている大学祭に一般学生も参加しやすい出展を促進するような支援の充実など、

協学会への提言を検討する。 

・カウンセリング体制の強化については、専任のカウンセラーを配置すること、学生相

談室とは別に学生の質問・相談に応じるコーナーを設置し、学生相談室業務の過重負

荷を分散させること、担任制度の充実などの検討を継続する。 

・すべての学生に対して年４回としているＰＦ面談については、より効果的な方式に改

善する。 

・学生生活支援の向上を推進していくために、学生生活アンケート結果の活用について

検討する。 

 

 

2－8 教員の配置・職能開発等 

≪2－8 の視点≫ 

2-8-① 

2-8-② 

教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめと
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2-8-③ 

する教員の資質・能力向上への取組み 

教養教育実施のための体制の整備 

 

（1）2－8 の自己判定 

基準項目 2－8 を満たしている。 

 

（2）2－8 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-8-① 教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

【事実の説明】 

・平成 25(2013)年５月１日の学科・専攻別の教員数は、設置基準を満たしている。学部

全体の講師以上の専任教員数は 127 名であり、４学部における「修学基礎教育」「外国

語教育」「工学基礎教育」等、従前の一般教育科目に対応する科目に関しては、高等教

育支援センター所属の教員（兼担教員を含む）が担当している。【資料 2-8-1】 

・全学部・全研究科（学長・副学長３名含む）教員の年齢構成は、40 歳以下の若手教員

が 18.8%と少ないが、これは企業などの第一線での経験を教育現場に生かしてもらう

こと、及び大学院の授業科目を担当可能であることを重視して採用を進めた結果であ

ると考えている。【資料 2-8-2】 

・本学教員による他大学の非常勤教員としての勤務は、本学学生へのサービス低下を招

かないよう教員が自重することとしており、特別な場合を除き認めていない。 

・人材の流動性を確保することによる教育研究の活性化を目的として、任期付教員採用

制度、また高等教育支援センターにおいては嘱託教員制度を有している。 

・第一線の社会活動経験を教育現場に生かせる人材の確保を目的に、実務家教員を採用

している。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-8-1】学科・専攻別の教員数 

（http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/kyoinsu.pdf） 

【資料 2-8-2】教員の年齢構成 

（http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/kyoinsoshiki_nenrei.pdf） 

【自己評価】 

・設置基準上の必要数は十分満たしており、各学科の教員数は適切である。 

・各学科における専門分野のバランスには十分配慮した採用計画がなされており、本学

の教育課程運営に支障はない。 

・就業規則、規程などの整備により、教育目的・課程に合致した教員を確保できている。 

 

2-8-② 教員の採用・昇任等、教員評価、研修、ＦＤ(Faculty Development)をはじめと

する教員の資質・能力向上への取組み 

【事実の説明】 

・本学では学科の教育運営上必要と考える教員数を定め、設置基準以上の教員採用計画

を年次進行で実施している。 
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・本学の機能強化を推進し得る人事計画案の審議と各候補者の審査は、大学運営全般に

関する学長の諮問機関として人事に関する審議機能も集約した「評議会」が、他の諸

施策と連動して行っている。学長は、各学科の主任教授・高等教育支援センター長と

の個別協議を経て、また必要の都度理事長の承認を得て、人事計画案、審査対象候補

者を提案するとともに、「評議会」の審議を統括してその結果を「教授会」の議に供し、

理事長に上申している。 

・候補者の審査に関しては、資質、経歴、研究業績、社会活動実績などの総合評価に基

づいて行い、十分な教育研究能力、調和した人間性の双方を兼ね備えた教員の採用と

在籍教員の志気向上に努めている。 

・教員の採用･昇任に関しては、「北海道工業大学教員の採用および昇格の選考に関する

規程」が定められ、学士課程重視の立場から、教育及び学生指導に対する適性、実績

に十分配慮した運用がなされている。また、教員等の採用の選考は、公募によるこ

とを原則としている。【資料 2-8-3】 

・教員の定年は 63 歳と「北海道尚志学園就業規則」に定められているが、 人事計画の

中で大学の運営上必要と認められた場合には特任職員として再任用でき、原則 65 歳ま

で更新可能である。【資料 2-8-4】 

・教員の研究活動活性化および教員の評価について、Ｗｅｂ活用による業績データベー

ス「教員活動の見える化システム」をもとに、平成 25(2013)年度に人事考課トライア

ルを実施した。【資料 2-8-5】 

・ＦＤ活動は、「ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）委員会」が学内各組織と連

携しながら学士課程に重点をおいた教育活動の活性化･教育機能の向上に取り組んで

いる。本学のＦＤ活動は、役割に応じ全学ＦＤ活動、組織別ＦＤ活動に大別できる。

「ＦＤ委員会」「ＦＤ研修会」の開催数を表 2-8-1 に示す。 
 

表 2-8-1 ＦＤ委員会、ＦＤ研修会の開催数 

年度(平成) 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

ＦＤ委員会 11* 15* 16* 4 4 7 6 4 4 5 4 7 

全学ＦＤ研修会 1 0 4 2 2 1 3 1 3 4 10 10 

組織別ＦＤ研修会 24 35 14 5 8 33 41 31 40 34 56 74 

ＦＤ研修会合計 25 35 18 7 10 34 44 32 43 38 66 84 

*:「自己点検・評価委員会－教育活動専門部会」との合同開催、幹事会の開催を含む。 
 

① 全学ＦＤ活動 

「ＦＤ委員会」は、“中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的

転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」（平成 24(2012)

年８月） ”で示されている変化の激しいグローバル社会では答えのない問題に取り組

むための主体的に考える力を身に付けることや学士課程教育で質の転換が求められて

おり、本学における能動的学修への転換、生涯学び続ける力を最重要課題に設定し精

力的に検討を進め、委員会・研修会・教授会等を通して全学的な合意形成、施策の策

定・実践を図っている。 
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② 組織別ＦＤ活動 

本学では「北海道工業大学の基本姿勢」にも掲げられているように、カリキュラム

は時代の要請に応えて学科ごとに最適化されることとしており、各学科、高等教育支

援センターの教育機能の向上及びその支援のため、組織別ＦＤ活動が継続的に実施さ

れてきている。 

・研究活動を活性化する取組みとしては、競争的研究費制度、国内・国外研修制度を、

大学改革推進室・研究支援センターが中心となり、その利用実績、応募状況、社会情

勢等を考慮しながらより実効が上がるように整備してきた。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-8-3】北海道工業大学教員の採用および昇格の選考に関する規程 

【資料 2-8-4】北海道尚志学園就業規則 

【資料 2-8-5】教員活動の見える化システム(http://researchers.hit.ac.jp:8000/) 

【自己評価】 

・評議会において、これまでの実態を基に採用・昇任の方針を明文化し、運用している。 

・平成 25(2013)年現在、 本学の教授職の比率は全教員の 57.2％と極めて高くなってい

る。このことは、本学における昇格のプロセスが十分機能していることを示しており、

教員の志気向上に有効に作用していると自己評価している。 

・各学科の教育目的等の整理から始まり新学科用シラバスの標準構成の策定に至る、本

学の高等教育機能の重点化に関する一連の全学的ＦＤ活動、それらに連動した組織別

ＦＤ活動を通して、各教職員が自らの果たすべき役割を明確化でき、教員の教育活動

活性化の取組みは順調に進展していると自己評価している。 

・「教員活動の見える化システム」により、研究活動に関する教員個々人の自己評価の手

段として効果的に機能してきた。 

 

2-8-③ 教養教育実施のための体制の整備 

【事実の説明】 

・教養教育の理念を「学問の裾野を広げ、様々な角度から物事を見ることのできる能力、

自主的・総合的に考える力、的確な判断力を養い、自分の専門性の社会的な役割を理

解し、客観的に位置付けることの出来る人材を育てる」ことに置き、以下の具体的指

針に基づき「高等教育支援センター」を中心に教育を行っている。【資料 2-8-6】 

a) 社会生活に適応するために必要な基本的知識 

b) 社会的に重要な特定のテーマや現代社会が直面する基本的な諸問題についての、

多面的な理解と総合的な洞察力と総合理解力 

c) コミュニケーション能力（他の意見を正確に理解し自らの主張を的確に表現す

る） 

d) 異文化理解、国際社会の重要課題への認識 

・「高等教育支援センター」は、基礎教育を含む一般教育を担当する専任教員・嘱託教員

11 名、及び学科配属の兼務教員 20 名の計 31 名で構成され、教養教育、新入生学力調

査及びそれに基づいた低得点者のフォロー、学習支援室の運営などを担当し、責任者

として高等教育支援センター長を配し、補佐役として３名のセンター主任（３グルー
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プの各責任者）を置いている。なお、兼務教員は教養教育と各学科専門教育の橋渡し

役として本学教育体制の特色となっている。 

このセンターでは、様々な学習履歴を持つ入学生に対してきめ細かな基礎教育を行い、

専門知識を学ぶために不可欠な基礎能力を養成している。高校卒業時の履修歴の多様

化や学力差の拡大に伴い、効果的な基礎教育を行うためには個々の教員の創意や工夫

だけでは不十分であり、組織的な取組みが不可欠になっている。組織的な責任体制を

明確にするために、各グループに責任者（センター主任）を置き、「グループ会議」を

通して各担当分野の教育を組織的に推進することで単位組織としての機能を有し、更

に各グループの問題が全体に及ぶ際や全体調整が必要な際には「高等教育支援センタ

ー会議」で検討が行われる。なお、各部門及びグループの担当分野と教員構成は以下

のとおりである。 

Ⅰ：リメディアル・基礎教育部門 

a)数学・自然科学グループ 

（専任教員２名,嘱託教員２名,兼務教員 10 名,計 13 名） 

b)語学・人文社会科学グループ 

（専任教員３名,嘱託教員３名,兼務教員７名,計 12 名） 

Ⅱ：教職・健康科学部門 

 c)教職・健康科学グループ 

（専任教員２名,兼務教員３名,契約職員１名,計５名） 

これらの各グループでは、関連する分野の教科（教育）内容、教科書、教材等の検討

を随時行うとともに、教育技術の向上を組織的に図る取組みも行っている。 

・本学では、「高校卒業時の履修歴多様化、学力差拡大」に対応するために、新入生学力

調査を数学・英語・国語で行い、低得点者へのフォローとして、数学ではそれを基に

「基礎数理演習」を習熟度別クラスとし、更に理解度の低い学生や課題を独力で解け

ない学生などに対して、関連教員と大学院生チュータによる「学習支援室」が開設さ

れ、高い利用実績と教育効果を上げている。また、英語についても関連教員による学

習支援室での対応が行われ、国語については「文章表現法」等の授業の中で補習教材

によって行われている（数学、英語については基準 2-3 に詳述【資料 2-3-1】参照）。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-8-6】学習支援体制（http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/gakusei_shien.pdf） 

【自己評価】 

・工学技術者としての専門教育を受けるために必要な基礎学力、社会人として必要な深

い教養と広い視野、そして国際人としての素養を養うため、数学・自然科学から、語

学・人文社会科学及び健康科学・教職課程まで多岐にわたる分野の教育が、「高等教育

支援センター」を中心として展開されている。 

・「高校卒業時の履修歴多様化、学力差拡大」に対応するため、新入生学力調査、その結

果による低得点者へのフォローとしての「基礎数理演習」、関連教員と大学院生チュー

タによる「学習支援室」や授業の中で補習教材などの体制が整備されている。 
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（3）2－8 の改善・向上方策（将来計画） 

・社会経験豊富な教員の積極採用は今後とも続けていくが、一方で、年齢構成を考慮し

て次代を担う若手教員の採用・育成を、教育研究組織の改組を視野に入れた上で推進

していく。 

・工科系の大学であることから、女性教員の比率は全学で 8.3%（教授職は２名）と平成

20(2008)年度（6.0%、教授職０名）から若干の改善にとどまっているが、近年は、専

門分野の教員にも女性を積極採用しており、この方針を今後とも貫きバランスの取れ

た教員構成を目指す。 

・平成 21(2009)年 10 月に設立された北海道地区ＦＤ・ＳＤ推進協議会において、本学

はその幹事校となっており、各種の企画に積極的な参画を図る。 

・現在、全学科と高等教育支援センター、及び全専攻に対して年複数回のＦＤ活動を義

務付けているが、更に組織別ＦＤ活動の多面化と量的維持、及び活動結果の他学科等

での利活用方策について検討を継続する。 

・校務役職を含めた教員業績については、「教員活動の見える化システム」のデータを踏

まえ業務の平準化に取り組むとともに､授業改善の成果を適正に評価し業績として考

慮するなど、教育研究活動を活性化させる業績評価の可能性を継続して追求する。 

・平成 23(2011)年度から「高等教育支援センター」を中心として新入生学力調査を数学・

英語・国語の３教科で実施しており、その教育効果については数か年の結果をもとに

検証する。 

 

 

2－9 教育環境の整備 

≪2－9 の視点≫ 

2-9-① 

2-9-② 

校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・管理

授業を行う学生数の適切な管理 

 

（1）2－9 の自己判定 

基準項目 2－9 を満たしている。 

 

（2）2－9 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

2-9-① 校地、校舎、設備、実習施設、図書館等の教育環境の整備と適切な運営・管理 

【事実の説明】 

・本学のキャンパス配置、及び校地、校舎の面積はエビデンス集【表 2-18】に示す通り

であり、設置基準上の必要面積を上回っている。また、本学キャンパス以外に、虻田

郡ニセコ町字曽我 598 番地に所在する北海道工業大学芦原ニセコ山荘がある（基準

2-7-①で記述）。なお、平成 24(2012)年度に策定された「キャンパス再整備計画マス

タープラン」に基づき平成 25（2013）年５月から保健医療学部棟・別棟・北海道薬科

大学共用棟・北海道薬科大学新棟の順で新築工事が実施されている。【資料 2-9-1】～

【資料 2-9-3】 
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・図書館の図書収容能力は、200,000 冊、閲覧席 319 席、図書 約 120,000 冊、雑誌 約

1,400 誌、新聞 16 紙、視聴覚資料 約 1,500 本を有する工学系専門図書館である。建

物は、１階にＰＣプラザ、ギャラリー、ＡＶホール、学内書店、２階の閲覧室には、

グループ学習室、資格試験コーナー、学習支援室、学術雑誌コーナー、新聞コーナー、

ブラウジングコーナー（軽雑誌コーナー）、文庫本コーナー、ＡＶ視聴室を配置し、更

に憩いのためのラウンジなど多角的な機能を備えている。また、造形美術として１階

エントランスホールに、彫刻「アラベスクな街」（國松明日香制作）や、ステンドグラ

ス「黎明」（大伴二三弥制作）があり、潤いのある空間を演出している。設備機器とし

て、目録検索用端末３台、自動貸出返却装置２台、ＡＶ資料検索用ＰＣ １台、ＡＶ視

聴ブース４台 12 席を有している。【資料 2-9-4】 

・図書館１階を教育研究支援のために改修し、有線ＬＡＮを充実するとともに、フロア

の一部は教育用教材をも揃えた学内書店（丸善）とした。また、学生のニーズに対応

した学生生活支援のための購買施設として、コンビニエンスストア（LAWSON）を誘致

している。いずれも平成 20(2008)年４月にオープンしているが､このような施設の有

効活用を目指した維持、整備計画に関しては、大学改革推進室が総合的な検討を進め

ている。【資料 2-9-5】 

・講義棟は図書館とＨＩＴプラザ（食堂棟）の間に位置し、既存校舎と２階ブリッジで

連結されている。冷暖房の空調設備を備えたこの校舎は、室内環境調整のアルミルー

バーを外部デザインとし、内部には開放的な室内型街路空間であるアトリウム（ガレ

リア）があり学生のコミュニケーションの場となっている。また、吹き抜け空間に面

し、各階に学生が自由に使用できる 16 箇所の溜りの空間「アルコーブ」を設けている。

ここにはカウンターテーブルが配され、学生同士の待ち合わせや会話はもちろん、ノ

ートＰＣを使ってキャンパス・ネットワークへのアクセスも可能である。【資料 2-9-6】 

・講義棟のすべての教室（29 教室）には、液晶プロジェクタによる投影設備、その他機

器の操作卓が備えられている。学生用机には、ＬＡＮと電源のコンセントが全座席

（3,057 席）に配備されており、自分のノートＰＣを使用しながら授業を受けること

ができる。更に、教室背後に備えられたカラーレーザープリンタも活用でき、本学の

「教育の特色」中にも謳われているモバイル・キャンパスがここに実現した。なお、

全教室には内線電話を配置し、機器操作中のトラブルあるいは緊急時に、担当部署へ

速やかに連絡できる体制を整えている。 

・Ｇ棟講義室は、正方形の平面形状の教室にすることによって、大講義室であっても教

員と後方座席の学生の距離を近付けている。また、教室前面部の天井高を一般的な

3,000mm より高い 3,450mm に上げることで、普通教室では稀な大型スクリーンが設置

でき、画面の視認性の高い教育環境となっている。 

・講義棟にはバリアフリーヘの配慮がなされている。段差のないアプローチやエレベー

タを設置するとともに、身障者用トイレが各階に設置されている。既存校舎へは、２

階ブリッジを通りすべての建物に車椅子での移動が可能である。なお、学生への直接

的な対応窓口である学務系の事務局（第３事務室）と、学生相談室及び保健管理室は、

講義棟の１階に位置している。 

・講義棟は大学キャンパスの中心街区として、既存校舎・図書館・ＨＩＴプラザを結ぶ
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結節点となっている。機能的な学生生活ゾーンを形成する役割を担うというコンセプ

トのもとに建設されたこともあり、「人が集い行き交う空間」の意味をこめた「GALLERIA

（ガレリア）」から「Ｇ棟」と称することにした。１階ホールには、椅子デザイナー高

橋三太郎氏のデザインによるオブジェベンチ「ＫＩＴＥ」が設置され、憩いの場とし

ての空間を盛り上げている。このＧ棟は、平成 13(2001)年に照明学会より「照明普及

賞」、平成 15(2003)年に日本建築学会北海道支部総会において「北海道建築奨励賞」、

また平成 18(2006)年には財団法人公共建築協会より「第 10 回公共建築賞優秀賞」を

受賞した。 

・本学では、学生全員にノートＰＣの所有を義務付けている。これに伴い、それまで情

報教育の主流だったデスクトップ型ＰＣを設置した演習室は漸減し、現在ではマルチ

メディア教育に特化したシステム構成の演習室のみとなっている。 

・学術情報センターの主たる業務は、モバイル・キャンパスのインフラ整備等、モバイ

ル環境下での授業方法の多様化･高度化に対応するサポート業務、教育・研究環境の

整備が中心となっている。また、学生が所持するノートパソコンのトラブル対処、及

び技術サポートのためにノートＰＣサポート室（基準 2-3-①参照）を設置している。

また、各学科・高等教育支援センターから選出された委員による「学術情報センター

運営委員会」が設置されており、図書館の利便性の向上、運営の基本方針、選書等の

事項についての審議をしている。【資料 2-9-7】 

・本学は体育施設として体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」、合宿所、テニスコート（６面）、

野球、サッカー、ソフトボール（２面）、ラグビー、アメリカンフットボール用の各

グラウンドを有し、体育の授業、課外活動に利用されている。【資料 2-9-8】 

・本学のキャンパス・アクティビティを支える体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」のメイン

アリーナは、クラブハウスやトレーニングジムなどの建築群で囲まれた広場型アトリ

ウムである。ここでの突き出たボックスでは、休憩やミーティング時に練習や試合を

眺め、学生間のコミュニケーションを誘発する。体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」は、

バスケットボールコート２面を有するメインアリーナ、一般学生用のサブアリーナと

屋外スポーツ広場があり、武道館、クラブハウス、合宿場、トレーニングジムによる

スポーツ複合施設となっている。他にフリークライミング、弓道場、アーチェリー場

が併設されている。また、地中採熱や太陽光パネルの採用など環境にも配慮した体育

館となっている。なお、この体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」は平成 25(2013)年に照明

学会より「照明普及賞」を受賞した。 

・研究支援センター（平成 20(2008)年度までは寒地総合技術センター）に所属し運用さ

れている大型施設設備機器は、Ⅱ-Ⅵ族研究用ＭＢＥ装置、全自動Ｘ線分析システム

があり、それぞれ「運営委員会」が設けられ全学の教育・研究共同利用に供されてい

る。 

・車両による通学希望者は年々増加する傾向にあり、従前より学生部(現学生支援センタ

ー)は、車両通学のためのガイドラインを作成し、マイカークラブ（学生と教職員で交

通事故防止、運転技能及び整備技術、交通安全意識の向上等を目的として発足した組

織）の協力を得ながら駐車場利用マナーの指導を続けてきた。 

・本学の駐車場は 24 時間門衛が配置される第１駐車場、及び第２駐車場合わせて約 650
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台の車両が駐車可能である。また、学内駐車場の車両専用口には、1.6kW 照明の付い

たゲート２基を設置し、夕暮れ時や夜間の歩行者や自転車利用者への安全に配慮して

いる。 

・車両通学希望者のほとんどを受け入れるための体制が整っており、全学生を対象とし

た届出制を基本とする運用により迷惑駐車問題が解消されるとともに、車両通学が列

車、バスなど公共交通利用と同様の一般的な通学方法となり、学生サービスの向上に

つながっている。 

・本学では、前述のように全学生を対象に届出制を基本とする駐車場の使用が可能であ

り、多くの学生が車両通学をしている。このため、協学会では基準 2-9-①で記述した

マイカークラブの協力のもと、手稲警察署との連携による、本学学生及び教職員の交

通安全意識の向上を目的とした「セーフティラリー」を毎年実施し、交通事故防止の

一助としている。 

・事務局管理課が大学の施設、設備の運用、維持管理全般に関する業務を所掌している｡ 

・施設の耐震性については、耐震診断の結果旧体育館は現在の基準を満たしておらず、

１号館、２号館、６号館の一部、３号館など開学期（昭和 40 年代）の校舎も耐震不足

の可能性があるため、現在の耐震基準への対応が迫られている。耐震補強と施設老朽

化対策を含め、合理的で斬新な教育施設の全体基本構想を平成 21(2009)年度に策定、

そのマスタープランに基づき校舎の耐震性への対応の第一弾として、平成 24(2012)年

４月に体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」を開館した。これに伴い平成 25（2013）年に旧

体育館の取り壊しを行った。 

・バリアフリー化に関しては基準 2-9-①に記述したとおり、平成 13(2001)年度の改組に

合わせ講義棟ばかりでなく既存校舎においても、各号館の間の２階連絡通路を拡充し

通行の利便性を向上させる等の配慮をしている。その際８号館にはエレベータを設置、

また身障者対応のトイレも設備した。平成 21(2009)年には正面玄関にロードヒーティ

ング付スロープを設置、更には平成 22(2010)年９月、図書館玄関アプローチに自動ド

ア及び身障者用スロープを、ＨＩＴプラザ１階には身障者トイレを設備している。 

・本学の管理する防火対象物の火災、震災、ガス災害を未然に防止し、人命の安全を確

保するとともに、これらの災害による被害を軽減することを目的として「消防計画」

が定められ、「防火・防災管理対策委員会」が設置されている。防火等の管理とは、防

火その他災害対策、施設物品の維持管理、盗難の予防及び環境対策を含み、また毎年

時期を定めて全学的な消防避難訓練が実施されている（基準 3-1-④に再記述）。 

・本学の校舎は、設備の点検日や大学入試センター試験期間を除き通年 24 時間の利用が

可能であることから、「平日の夜間および休日の校舎の利用に関する要領」が定められ、

休日・夜間の正面玄関、及び駐車場（24 時間）には警備員が配備されている。 

・アスベスト問題に関しては迅速な対応により、平成 19(2007)年度にすべての飛散防止

処理を終えている。以後囲い込み箇所のアスベスト除去工事を実施し、平成 24(2012)

年度にすべて工事を完了した。 

・モバイル・キャンパス環境を享受する各人が情報資産に係る脅威と脆弱性を認識し、

人的セキュリティが重要な位置にあることを周知徹底させるとともに、各人の持って

いる権限と責任を明らかにし、情報セキュリティを確保するために、ネットワーク・
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セキュリティポリシー及びウィルス対策等の各種ガイドラインを策定している。 

・大学の校舎群は、これまで２階レベルでのスカイウォーク（空中渡り廊下）による歩

行動線で結ばれてきた。これにより、寒地積雪地域のキャンパスで増築してきた教育

施設群が連結され、講義、演習、実験に向かう学生や教員のスムーズな移動が可能に

なっている。 

・講義棟の建設を機に、ＱｏＣＬ向上に向け新校舎とのリンクを考慮した上で、総合的

で抜本的なキャンパスの再構成を図った。 

・アルコーブ（オープンスペース、溜りの空間）は、「大学共有スペース」に加え「学科

スペース」にも設けられ、ＬＡＮ端子や椅子・テーブルを配置するだけでなく、各学

科の資料や模型あるいは解説用パネルなどが用意されている（アルコーブの空間数 32

箇所、104 卓､390 席）。このスペースは、Ｇ棟を除き 24 時間利用可能であり、学生た

ちの憩いの場、学習の場として利用されている。また本学では、４年次生全員を対象

に卒業研究を中心とした研究学習スペースであるゼミ室を提供している。十分な空間

を持ち、24 時間対応のいつでも研究に没頭できる学習環境である。 

・この他にも、生活厚生施設設備の一つとして、正面玄関中央ホールにＡＴＭが２台設

置されており、学生や教職員のみでなく近隣住民にも利用されている。また、Ｇ棟１

階事務室前に各種証明書の自動発行機が設置されており、証明書の即日発行が可能と

なっている。更に、Ｇ棟１階及び図書館１階ギャラリーに大型プラズマディスプレイ

を設置し、映像によって学生に各種情報を提供するシステムを整えている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-9-1】北海道工業大学施設配置図 

http://www.hit.ac.jp/info/facility/faciltymap.html 

【資料 2-9-2】北海道工業大学キャンパスマップ 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/campusmap/fac.html 

【資料 2-9-3】情報公開―校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育環境に関す

ること 

http://www.hit.ac.jp/public-info/#8 

【資料 2-9-4】北海道工業大学図書館 

http://www.hit.ac.jp/lib_info/library/index.html 

【資料 2-9-5】コンビニ／書籍・文具 

http://www.hit.ac.jp// info/facility/conven_book.html 

【資料 2-9-6】講義棟（Ｇ棟） 

http://www.hit.ac.jp/info/facility/m_campus.html 

【資料 2-9-7】学術情報センター・演習室 

http://www.hit.ac.jp/lib_info/mediacenter/index.html 

【資料 2-9-8】体育館ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ 

http://www.hit.ac.jp/info/facility/hitarena.html 

【自己評価】 

・Ｇ棟の教育環境は授業のみでなく研究発表の会場としても高く評価され、休業期間中

には様々な学会の講演会場として広く利用されている。 
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・平成 24(2012)年 12 月からＧ棟の一部の講義室において、出入り口横のガラス壁を透

明にしている。これにより、教職員、学生、来学者が自由に講義などを見学できる体

制を整えている。 

・図書館は築後 24 年を経過した現在も良好な学習環境を提供している。モバイル・キャ

ンパス化に関しては、館内無線及び有線ＬＡＮを設置し学生の学習環境の変化に対応

してきた。 

・図書館１階に学内書店、ＨＩＴプラザ内に学内購買施設としてコンビニエンスストア

を誘致、教育研究活動及び学生生活支援の充実化を図ってきた。学生、教職員だけで

はなく、周辺住民にも好評を得ている。 

・全学的な「防火等管理対策」のもと、各実験室・ゼミ室にもその部屋の目的、用途に

応じ最適化された「安全管理点検マニュアル」が整備されている。 

・車両通学の届出制への移行に伴い、学生の関与する交通事故の増加が懸念されたが、

「セーフティラリー」などの活動もあり、事故数はむしろ大きく減少した。「セーフテ

ィラリー」は毎年その日数を１日ずつ増やしており、平成 25(2013)年度は 119 日間と

なっている。今後もこの活動を継続し、全学の交通安全意識の向上に努める。 

・本学では、ウィルス対策ソフトウエアを学生に無償配付し、併せて情報倫理やセキュ

リティに関する啓蒙を行っており、良好なネットワーク環境が維持されている。 

・基準 2-9-① に記述した体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」の開館を手始めとする「キャン

パス将来計画マスタープラン」の中には、北国の大学キャンパスのアクティビティを

支えるアトリウム空間の配置計画がある。すでにＧ棟は開放的な室内型街路（ガレリ

ア）を持ち、体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」は広場型アトリウムとして、学生間のコミ

ュニケーションを誘発する環境となっている。 

 

2-9-② 授業を行う学生数の適切な管理 

【事実の説明】 

・平成 20(2008)年度には、全体の入学定員 800 名を維持したまま４学部８学科に改組を

行った。最近４年間の入学者数の平均は定員の 0.88 倍であり、全体としては適切な教

育環境（学生一人当たりの教員数、講義室・実験室のスペース）を保っている（エビ

デンス集【表 2-20】参照）。 

・実験・実習・演習・語学系の科目では、１クラス（語学系・演習の場合）ないしは１

教員当たり（実験・実習の場合）40 名程度以下の少人数クラスで授業を行っている。 

・実験・実習・演習の科目で、受講人数が多い場合、複数の課題を並列して実施する場

合については、大学院生のティーチング・アシスタント（ＴＡ）を割り当て、これら

ＴＡによるきめ細かな助言・指導のもとで、授業を行っている。 

・講義形式の科目においても、特に学科のコア科目においては、受講人数が 100 名を超

える場合に可能な限りクラスを分割、１クラスの学生数が 50 から 70 名程度に収まる

ようにし、きめ細かな授業を行う体制作りをしている。 

・本年度実施した学生生活アンケートにおいて、「ロッカーやキャンパス内の憩いの場

（テーブル、ベンチ等）は十分だと思いますか？」という設問において 62.6％の学生

が、「キャンパス内で自習するスペースは足りていると思いますか？」という設問で
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は 59.6％の学生が「そう思う」または「ややそう思う」と回答している。【資料 2-9-9】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 2-9-9】ＨＩＴナビ―学生生活アンケート結果 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/document/20130826154013.pdf 

【自己評価】 

・Ｇ棟の各講義室の稼働率は非常に高いが、可能な限り学生の自学自習の場として開放

する努力が続けられている。開放教室では、夜７時 45 分まで自由にネットワークアク

セスやプリントアウトが可能な体制となっている。 

・従前からの課題であった、既存研究棟内に残る幾つかの講義室の設備については、そ

の形状に応じて順次Ｇ棟設備に準拠した改修を進めてきており、学科全体で実施され

るセミナー・少人数教育等、多様化する授業形態にも対応した教育環境の整備が進め

られている。 

  

（3）2－9 の改善・向上方策（将来計画） 

・本学では、「学生・教職員のＱｏＣＬ向上」「地域社会への貢献・共存」「快適な環境づ

くり」を三本柱として、将来を見据えたグランドデザインの議論に基づきキャンパス

将来計画マスタープランを作成し、この計画の端緒となる体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」

が完成している。その他の施設設備については学園の全体構想である｢キャンパス再整

備計画マスタープラン｣の一部として検討を進めることとし、平成 25(2013)年度以降

は、この計画に基づく新しいキャンパスにおける教育研究環境の更なる整備を推進し

ていく。 

・本学ではこれまでに、実験や実習に伴う大きな事故は一度も報告されていないが、今

後とも安全な環境維持に努める。「安全管理点検マニュアル」については、年１回の定

期的な整備を継続する。 

・施設の耐震性への対応については、すべての校舎に対して現在の耐震基準に基づく安

全確保・監視を怠ることなく、教育施設全体の老朽化対策計画を実効あるものとして

いく。 

・講義形式の科目については、演習課題の個別添削指導等、担当教員の自助努力により

教育の質を保持しているが、今後は、担当教員の教育負荷を考慮し、基礎教育科目大

人数授業の分割化、大人数演習科目に対するＴＡの優先的な割り当て、更に時間割、

教室割り当て方法等の工夫を継続し、教育効果の向上を図る。 

 

［基準２の自己評価］ 

・「ヒューマニティとテクノロジーの融合」を基本理念とする本学の教育は、学生が到達

すべき目標を明確にした「プロフェッショナル教育」の推進によって、多様な学生を

受け入れながらも、高いレベルの達成度（Outcomes）を備えた卒業生を社会に送り出

すことに成功してきた。各学科は常に社会の要請を注視し、教育・学習プログラムの

改善のために不断の努力をしている。 

・成績評価に関しては、平成 18(2006)年度より全学的な議論を重ね、 ①教育成果の評

価の流れの整備、②再編後の各学科への展開を意識した全学的な表現、③「北海道工
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業大学の基本姿勢」の本格的な具現化への貢献、④教育成果向上のための斬新的な方

策の確立、を狙いとして、新しい「成績評価と質の保証」システムを構築した。本学

における、特色ある教育システムの一つとして有効なものと認識している。 

・全国的に 18 歳人口の減少が進行する中で、更に地域的にみても大学を取り巻く情況が

厳しい北海道にありながら、工科系私立大学として全学的には４年間の平均で定員の

95％をほぼ確保できてきたことは、全教職員が一体となったきめ細やかな学生指導・

学生サービスに対する評価の現れであると考えている。 

・「ＰＦ個別面談」を核とした学生サポートプログラムは、これまでの修学、生活、就職

といった個別のサポート体制では、もはや対処できないほど多様化する学生サポート

業務を一貫した方針で遂行する体制として発足し機能している。 

・平成 21(2009)年度から、従来の学生部・教務部・就職部を学生支援センター及び就職

支援センターに統合・整理し、入学から卒業まで一貫した方針で学生支援を行うこと

が可能になった。 

・本学では４学年の合計定員 3,200 名に対し、毎年４％を超える退学及び除籍者（学費

未納による）が出ている。経済的な事由あるいは病気による場合の他、様々な理由の

うち、勉学意欲喪失の学生も多い。従前からの学生生活支援・就職支援体制改善に加

え、個々の学生の定期的な学習状況等の調査を含む学習支援体制の充実に向け、組織

的な対策を強化している。 

 

 

基準 3．経営・管理と財務 

3－1 経営の規律と誠実性 

≪3－1 の視点≫ 

3-1-① 

3-1-② 

3-1-③ 

 

3-1-④ 

3-1-⑤ 

経営の規律と誠実性の維持の表明 

使命・目的の実現への継続的努力 

学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に関

連する法令の遵守 

環境保全、人権、安全への配慮 

教育情報・財務情報の公表 

 

（1）3－1 の自己判定 

基準項目 3－1 を満たしている。  

 

（2）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-1-① 経営の規律と誠実性の維持の表明 

【事実の説明】 

・北海道工業大学（以下「本学」）の設置者である学校法人北海道尚志学園（以下「本法

人」）は「学校法人北海道尚志学園寄附行為」に掲げる目的として、「この法人は、教

育基本法及び学校教育法に従い私立学校及び私立各種学校を設置することを目的とす
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る。」としている。本法人の経営は教育基本法及び学校教育法を遵守し、同法の趣旨に

従って堅実に運営されている。また、「北海道工業大学の基本姿勢」を尊重することに

より、私立学校としての自主性を確立するとともに、教育機関に求められる公共性を

高めるための組織体制や諸規程を構築して、高等教育機関として社会の要請に応え得

る経営を行っている。【資料 3-1-1】【資料 3-1-2】 

・理事、評議員、監事の選任は、「学校法人北海道尚志学園寄附行為」に基づき適切に行

われている。理事会・評議員会は、定期的に開催され、理事・評議員・監事の会議へ

の出席率も高い。監事の業務監査、監査法人の会計監査も適切に行われている。【資料

3-1-1】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-1-1】学校法人北海道尚志学園寄附行為  

【資料 3-1-2】北海道工業大学の基本姿勢 http://www.hit.ac.jp/info/university/spirit.html 

【自己評価】 

・経営の規律は保たれ、誠実に執行されており、維持・継続性に問題はない。 

 

3-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

【事実の説明】 

・「学校法人北海道尚志学園寄附行為」に規定された最高意思決定機関として「理事会」

及び、その諮問機関として「評議員会」を設置し、理事会のもとに管理運営に必要な

機関として法人本部を、教育組織として各設置校を置いて目的達成のための運営体制

を整えている。また、法人本部は各設置校と連携して本法人の将来へ向けた中長期計

画を策定するとともに、中長期計画に基づく具体的な単年度毎の事業計画を策定して

いる。【資料 3-1-1】【資料 3-1-3】【資料 3-1-4】 

また、平成22(2010)年９月に法人の将来計画の具現化を検討する「将来計画検討委員

会」を設置し、その任務である各設置校間の連携、各種機能の統合、キャンパス施設

の共同利用等について審議・協議を重ね、平成24(2012)年５月の理事会において「教

学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画」が承認されている。この計画に基づき、

外部機関からの意見も取り入れ、校名変更、学部・学科の改組、カリキュラムの検討

及びキャンパス再整備として、耐震対策も含めた新校舎建築、設置校の移転等の計画

を既に実行に移している。【資料3-1-5】 

この計画と連動して、平成24(2012)年６月に法人創立100周年(平成36(2024)年)に向

けたＵＩ（ユニバーシティ・アイデンティティ）策定のためのワーキンググループを

組織し100周年ブランドビジョン「平成36(2024)年までに基盤能力と専門性を併せ持

つ人材を育成し、地域と共に発展・成長する北海道No.1の実学系総合大学を実現する」、

シンボルマーク、スローガン「＋Professional」の案が将来計画検討委員会を経て提

案され、平成24(2012)年12月の理事会にて承認され、将来に向けた方向が示されてい

る。【資料3-1-6】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-1-1】学校法人北海道尚志学園寄附行為 

【資料 3-1-3】学校法人北海道尚志学園組織図 
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【資料 3-1-4】学校法人北海道尚志学園中期事業計画（平成 23～27 年度） 

【資料 3-1-5】教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画 

【資料 3-1-6】ブランドブック 2013 

【自己評価】 

・経営の使命・目的を実現するため、法人本部と各設置校が連携し継続的に努力してい

る。 

 

3-1-③ 学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に関連

する法令の遵守 

【事実の説明】 

・本法人の寄附行為及び諸規程並びに本学の諸規程は学校教育法、私立学校法、大学設

置基準等に従って作成され、教職員はこれらの法律や規程を遵守している。各法令が

定める届出事項も所定の手続きに則り行われ、大学の設置、運営は法令遵守のもとに

円滑に行われている。 

・理事長直轄の組織として「内部監査室」を設け、「学校法人北海道尚志学園内部監査規

程」を定めて法人の制度、組織、業務活動全般に及ぶ監査を行い、コンプライアンス

及び業務監査の充実を図っている。内部監査室の設置による内部監査機能の充実によ

り、監事監査、監査法人（会計）監査と併せて学校法人に関わる三様監査体制が整い、

法人のガバナンス強化につながっている。【資料 3-1-7】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-1-7】学校法人北海道尚志学園内部監査規程 

【自己評価】 

・法人や大学の運営については、組織体制を整え、関係法令を遵守しながら、適切に行

っている。 

 

3-1-④ 環境保全、人権、安全への配慮  

【事実の説明】 

・未対応であった公益通報制度に関する規程は平成 25 年９月に、労働安全衛生法に基づ

く衛生委員会規程は平成 25 年４月に施行している。 

・環境問題については、21 世紀の人類的課題である地球環境問題への本学の取組みとし

て、「環境マネジメントシステムに関する基本規程」、及び関連する諸規程（環境影響

評価規程、環境教育・訓練規程、環境情報伝達規程、環境文書・記録管理規程、環境

測定業務規程、環境不適合是正予防処置規程、内部環境監査規程）を定めている。【資

料 3-1-8】～【資料 3-1-15】 

・「環境マネジメントシステムに関する基本規程」に基づき、環境教育の重視とＩＳＯ

14001 を準用した「環境マネジメントシステム（ＥＭＳ: Environmental Management 

System）」（図 3-1-1）を構築するため、環境アドミニストレータを置き、また「環境

マネジメント推進委員会」「内部環境監査委員会」を組織している。 
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図 3-1-1 本学の環境マネジメントシステム（EMS） 

 

・本学の省エネルギーの取り組み「消費エネルギーモニタリング（見える化）システム

を活用した省エネルギー活動の実践」が「平成23年度北国の省エネ・新エネ大賞（北

海道経済産業局長表彰）」を受賞した。また、体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」において

も、太陽光パネルの取り付け、地中熱の冷暖房エネルギー源としての利用など、地球

環境への負担の軽減、循環型社会の実現を目指した施設整備を実践している。【資料

3-1-16】～【資料3-1-18】 

・人権については、学生及び教職員の一人ひとりが個人として尊重され、快適な環境の

もとで勉学、教育･研究及び職務を遂行することができるよう、セクシュアル・ハラス

メント、アカデミック・ハラスメントの防止、及び対応について必要なことを定めた

「ハラスメント対策に関する規程」を整備している。【資料 3-1-19】 

・「ハラスメント対策に関する規程」に基づき「人権委員会」が組織され、その活動内容

として、「セクシュアル及びアカデミック・ハラスメント」に関し 

① ハラスメントの発生防止に関する啓発 

② ハラスメントに関する相談等への対応 

③ ハラスメントに関する事実の確認、調査及び報告書の作成 

等が定められている。これに基づき、「ハラスメントをさせない、しないためのハラス
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メントガイドライン」のリーフレットを発行し、教職員・学生に配布するなど啓蒙活

動を行い、また、ホームページ上にガイドラインのページを設け、ハラスメントの具

体例や本学としての対応、相談方法などを公表している。また、毎年「人権委員会」

主催の講演会（表 3-1-1）を開催している｡ 

 

表 3-1-1 人権講演会 実施状況 （直近５ヵ年の状況） 

年 度 講 師 講 演 題 目 参加者数 

平成21年度 加藤  潔 「発達障害を抱える学生への支援」 

～学業や就労にむけて～ 
７５人 

平成22年度 三上 謙一 「いまどきの学生のこころ」 

～不適応を起こしやすい学生への理解と対応～ 
１０１人 

平成23年度 菅野 泰蔵 「学生の退学に関する対策」 ８２人 

平成24年度 菅野 泰蔵 「大学における危機とその対応」 

―カウンセラーの視点と立場から― 
５９人 

平成25年度 浜野  了 「ハラスメントについて」 

―セクハラ・パワハラを中心に― 
８８人 

 

・個人情報が個人の人格と密接な関連を有するものであり、個人が『個人として尊重さ

れる』ことを定めた憲法13条の下、慎重に取り扱われるべきであることを認識すると

ともに、多くの個人情報を取り扱う教育機関として、このような個人情報の性格と重

要性を十分に認識し、その適正な取扱いを図らなければならないとの基本理念に立脚

し、「個人情報保護規程」を定めている。【資料3-1-20】 

・「個人情報保護規程」に基づき、「個人情報保護委員会」及び「個人情報苦情対応委員

会」が設置しており、ガイダンス等で学生にも周知している。 

・創生工学部と空間創造学部の学科では、「技術者の倫理」等の科目を開講し、環境問題

の取組みをはじめ、技術者として身に付けておくべき社会的倫理を指導している。 

・安全管理については、防火・防災対策、施設物品の維持管理、盗難の予防及び環境対

策を含む「消防計画」が定められ、「防火・防災管理対策委員会」が設置されている。

また、毎年時期を定めて全学的な消防避難訓練及び防災訓練を実施している。【資料

3-1-21】 

・本学の校舎は、設備の点検日や大学入試センター試験期間を除き通年24 時間の利用が

可能であることから、「平日の夜間及び休日の校舎の利用に関する要領」が定められ、

休日・夜間の正面玄関、及び駐車場には警備員が24 時間配備されている。【資料3-1-22】 

・各実験室・ゼミ室には、それぞれの「安全点検マニュアル」が掲示され、万一の事故

の際に被害を最小にとどめるよう措置している。【資料3-1-23】 

・本学において発生し得る様々な事象（災害、事件、事故、人権侵害、感染症、業務上

の過失等）に伴う危機に、迅速かつ的確に対処するため「危機管理規程」を策定し、

「危機管理委員会」について定めるとともに、緊急時には「危機対策本部」を設置す

ることとしている。【資料3-1-24】 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料3-1-8】 環境マネジメントシステムに関する基本規程 

【資料 3-1-9】 環境影響評価規程 

【資料 3-1-10】環境教育・訓練規程 

【資料 3-1-11】環境情報伝達規程 

【資料 3-1-12】環境文書・記録管理規程 

【資料 3-1-13】環境測定業務規程 

【資料 3-1-14】環境不適合是正予防処置規程 

【資料 3-1-15】内部環境監査規程 

【資料 3-1-16】環境への取り組み http://www.hit.ac.jp/info/activity/environmental.html 

【資料 3-1-17】北国の省エネ・新エネ大賞（北海道経済産業局長表彰） 

【資料 3-1-18】新体育館「ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ」 

http://www.hit.ac.jp/info/facility/hitarena.html 

【資料 3-1-19】ハラスメント対策に関する規程 

【資料 3-1-20】個人情報保護規程 

【資料 3-1-21】消防計画 

【資料 3-1-22】平日の夜間および休日の校舎の利用に関する要領 

【資料 3-1-23】安全点検マニュアル 

【資料 3-1-24】危機管理規程 

【自己評価】 

・安全や人権に対する配慮については、規程類に明確に定められており、組織体制を含

めて、適正に行っている。 

 

3-1-⑤ 教育情報・財務情報の公表  

【事実の説明】 

・「授業改善のためのアンケート」結果は「学内情報システム」上に公開され、全教職員

及び学生が閲覧できるようになっている。 

・平成 20(2008)年度の「自己評価報告書」及び日本高等教育評価機構による評価結果、

更には、平成 23(2011)年度に作成した「自己点検・評価報告書」をホームページに掲

載し、学内外への積極的な公表に努めている。【資料 3-1-25】 

・学校教育法施行規則の改正に対応して、本学の運営や教育研究等の諸事業の社会的説

明責任を果たすとともに、公正かつ透明性の高い運営を実現し、本学の運営や諸事業

の質的向上を図ることを目的とし、積極的な情報公開に努めている。【資料 3-1-26】 

・財務情報の公開は平成 13(2001)年の法人内教職員向け広報誌への掲載、平成 17(2005)

年の利害関係者への計算書類等の公開（閲覧）、平成 18(2006)年の一般公開を前提と

した情報提供用冊子の発行という経緯を経て、平成 20(2008)年からホームページによ

る公開を行っている。【資料 3-1-27】 

なお、財務情報の公開に関しては、「財務書類等閲覧規程」を整備している。【資料

3-1-28】 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-1-25】自己点検・評価年次報告書 

【資料 3-1-26】積極的な情報公開  http://www.hit.ac.jp/public-info/ 

【資料 3-1-27】財務情報の公開  http://www.shoshi.ac.jp/11.html 

【資料 3-1-28】財務書類等閲覧規程 

【自己評価】 

・教育情報と財務情報は、刊行物とホームページにより適切に公開されている。 

 

（3）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・経営の規律と誠実性は、問題なく維持されているが、急激な社会情勢の変化や要請に

適応するため、現行の各組織の不断の点検を継続し、ガバナンスに基づく大学及び法

人の管理運営体制の整備・充実に向けて、適宜に組織体制や諸規程等の見直しを行い、

大学の目的を達成するための機能的な体制づくりを推進していく。 

・環境活動については現在推進している環境マネジメントシステムの充実を図るととも

に、本学において発生し得る様々な危機に迅速に、かつ的確に対処するため危機管理

体制の実効性を高めるため、個別事象に対応する体制の充実、向上に努める。 

・情報公開については、積極的に実施してきているが、社会からの信頼を維持し、確保

していくためにも一層の情報の公開を進めていく。 

 

 

3－2 理事会の機能 

≪3－2 の視点≫ 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

 

（1）3－2 の自己判定 

基準項目 3－2 を満たしている。 

 

（2）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

【事実の説明】 

・理事会は「学校法人北海道尚志学園理事会会議規則」により行われ、毎年３月、５月 

及び 12 月に開催し、法人の業務を決し、理事の職務執行を監督している。評議員会は

「学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則」により行われ、「寄附行為」第 19 条に

基づいて毎年３月及び５月に開催している。「寄附行為」第 21 条に基づく諮問事項に

ついては、あらかじめ評議員会の意見を聞き、理事会において決定することとしてい

る。【資料 3-2-1】【資料 3-2-2】 

  また、理事会及び評議員会は前述の開催以外に審議すべき事案が生じた場合、理事長

の招集により速やかに開催されている。【資料 3-2-3】 

・法人の議決機関である理事会や諮問機関である評議員会の運営を円滑に行うため、「寄
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附行為」第 16 条に基づき常任理事会を設置し、法人の業務に関する重要事項以外を審

議・決定し、その審議結果を理事会に報告している。また、法人の管理運営及び将来

計画その他重要事項の策定に関し、理事長の諮問機関として運営協議会を設置し、理

事長の諮問事項の他、理事会や評議員会に諮る法人事業の重要案件を事前に協議し、

提案内容を整備するとともに、法人全体の意見調整を行っている。 

・常任理事会は、理事長、専務理事及び常務理事並びに常勤の理事で構成され、「学校法

人北海道尚志学園常任理事会会議規則」により行われる。また、理事会から委任され

る業務決定の権限は「学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程」に規定されてい

る。【資料 3-2-4】【資料 3-2-5】 

・「寄附行為」第７条の２に基づき「理事長の命を受けた特定部門の業務を担当し、理事

長及び専務理事不在のときは、その業務を代理する者」として、常務理事２名が配置

されており、その担当業務は「学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する

内規」に規定されている。【資料 3-2-6】 

・法人の管理運営に関わる役員（理事・監事）及び評議員の選任に関しては「寄附行為」

の定めにより、理事 15 人（定数９人以上 17 人以内）、監事２人（定数２人）、評議員

38 人（定数 24 人以上 64 人以内）を選任し、理事の中から理事長１人、常務理事２人

を選任するとともに、あらかじめ理事長の職務の代理または代行する理事を指名して

いる。また、理事の構成員の中には、法人の職員以外の学外からの理事が複数含まれ

ており、監事２人もそれぞれ学外有識者から選任している。 

・役員の選任については、「寄附行為」第６条で理事長、７条で専務理事、７条の２で常

務理事の選任について定めている。また、理事、監事及び評議員の選任については、

第 11 条で理事、第 13 条で監事、第 17 条で評議員の選任方法等を表 3-2-1 のとおり

定めている。 

表 3-2-1 理事、監事、評議員の選任方法 

理 事 （９人以上 17 人以内） 

 １号理事 北海道工業大学長・北海道薬科大学長 （２ 人） 

２号理事 寄附行為第17 条第１号、第２号及び第４号評議員のうちから評議員会

において選任された者 （１ 人以上３ 人以内） 

３号理事 法人に縁故ある学識経験者または功労者の中から１号・２号理事の過半

数により選任された者 （６ 人以上12 人以内） 

監 事 （２人） 

 法人の理事、職員または評議員以外の者であって、理事会において選出

した候補者のうちから評議員会の同意を得て理事長が選任する。 

評議員 （24 人以上 64 人以内） 

 １号評議員 法人の職員のうちから選任される者 （１ 人以上９ 人以内） 

２号評議員 法人の設置する学校を卒業した者で年齢25 年以上のうちから選任され

る者 （１ 人以上９ 人以内） 

３号評議員 １号及び３号の理事のうちから選任される者 （２ 人以上16 人以内）

４号評議員 法人に関係のある学識経験者 （20 人以上30 人以内） 
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・学長の選考については、「学長選考規程」で規定されている。【資料 3-2-7】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-2-1】学校法人北海道尚志学園理事会会議規則 

【資料 3-2-2】学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則 

【資料 3-2-3】理事会、評議員会、常任理事会の開催状況 

【資料 3-2-4】学校法人北海道尚志学園常任理事会会議規則 

【資料 3-2-5】学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程 

【資料 3-2-6】学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規 

【資料 3-2-7】学長選考規程 

【自己評価】 

・理事、評議員、監事等の構成及び役割は適正であり、理事長から各所属長への権限移

譲も明確になされていることから、戦略的に意思決定ができる体制は整備されており、

適切に機能している。 

 

（3）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・法人の役員、理事等の役割も明確に定められており、大学の使命・目的を達成するた

めの法人の管理運営体制は適切に機能しているが、本学の教育目的達成のためには、

本学の基本姿勢に基づいたビジョンと当面の中長期計画である「教学体制の再構築並

びにキャンパス再整備計画」に則り、学長の強いリーダーシップのもと理事会と連携

を取りながら、地域密着型大学として更なる教育研究の水準向上を目指していく。 

 

 

3－3 大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

≪3－3 の視点≫ 

3-3-① 

3-3-② 

大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

 

（1）3－3 の自己判定 

基準項目 3－3 を満たしている。 

 

（2）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-3-① 大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

【事実の説明】 

 ・本学の意思決定に関わる組織は図 3-3-1 のとおりである。 

・本学学内の各組織（各学科及び各専攻以外）は、大きく、全学的合意形成組織群、全

学的業務運営組織群、課題対応組織群の３つに分類される。全学的業務運営組織群、

課題対応組織群は、大学の意思決定組織との調整を図りながら組織機能を果たしてい

る。【資料 3-3-1】～【資料 3-3-3】 

・全学的合意形成組織群は、学部・学科関連決定機関として学長及び教授をもって構成
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される教授会である。なお、本学では、准教授、講師、助教も参加するよう配慮され

ている。大学院関連決定機関として学長及び大学院担当教授をもって構成される研究

科委員会、学長の諮問機関として学長・副学長・学科主任教授・大学改革推進室長・

高等教育支援センター長・事務局長で構成され、必要事項を決める評議会、そして全

学調整機関として、学長・副学長・学科主任教授・大学改革推進室長・センター長・

事務局長メンバーで構成され、教職員を含めた組織の協議・連絡調整を行う全学連絡

調整会議を各々設置し、定期的に開催している。 

・全学的業務運営組織群は、本学の運営を円滑に推進するため、専門事項を全学的見地

に立って企画立案する大学改革推進室、学生の教育・生活に関する諸事項を担当する

学生支援センター、学生募集・入学試験・大学広報・高大連携教育等を担当する入試

広報センター、研究支援・研究成果の発信等を担当する研究支援センター、図書館業

務や情報教育を担当する学術情報センターが設置されている。なお、各センターは、

センター長、副センター長及び全学から選出された主任とその業務に対応する事務局

の各グループ長で構成され、定期的に開催している。 

・課題対応組織群は、自己点検・評価委員会、ＦＤ委員会、高大連携教育推進委員会、

教職課程委員会、環境マネジメント推進委員会、国際交流委員会、防火等管理対策委

員会、人権委員会、内部環境監査委員会、個人情報保護委員会、個人情報苦情対応委

員会、倫理委員会、危機管理委員会、公的研究費内部監査委員会、発明判定会、衛生

委員会が設置され、定期的にまたは必要に応じて開催されている。 
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図 3-3-1 全学的合意形成・業務運営・課題対応から捉えた組織関連図 

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-3-1】組織図 

【資料 3-3-2】教員組織規程                             

【資料 3-3-3】事務局組織規程 

【自己評価】 

・本学では「目的および使命」を果たすべく全学的合意形成組織群、全学的業務運営組

織群、課題対応組織群に分類される中に大学運営に係る組織が配置され、各組織の役

割と権限と責任は明確にされ、学内で充分な連携を保ちながら機能している。 

・審議機関でもある各組織に適切な学科教員や事務局職員が参画しており、その意思決

定プロセスに関わっている。各組織間の調整を行う全学連絡調整会議は、大学の意思

決定機関でもある全学的合意形成組織群に整備され、トップダウンのみならずボトム

アップ体制も充分整備されている。 

 

 

◎評議会 
（全学的） 

◎全学連絡調整会議
（組織代表） 

 
◎研究科委員会 
 

 
副学長 

 
☆ 大学改革推進室 

（全学的） 
☆ 各種センター 

（全学的） 

■各種委員会 

学部・学科・専攻 
 
事務局 

各   教   職   員 

 
◎教授会 [個人] 

◎：全学的合意形成組織群
☆：全学的業務運営組織群 
■：課題対応組織群 
 
注：／の上段は求心性活動、下段は遠心性活動 
（ ）内は議論に当たっての見知、[  ]は参加資格 
評議* ：「種々の意見を交換して相談すること」 

 

評議＊ 

参加／議決 情報提供 

具申／指示 

議 決

提案 

提案

提案

調整 

提案／指示 

参加／指示、要請 

提案

議決

提案

 

学長 

（最高責任者） 
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3-3-② 大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

【事実の説明】 

・学長は、大学の意思決定組織の中枢である全学的合意形成組織群に属する教授会（平

成 24 年度 18 回開催）、研究科委員会（平成 24 年度 14 回開催）、評議会（平成 24 年度

17 回開催）、全学連絡調整会議（平成 24 年度 17 回開催）のすべての議長を務めてい

る。【資料 3-3-4】～【資料 3-3-7】 

・学長は、課題対応組織群の中の自己点検・評価委員会、危機管理委員会、個人情報保

護委員会、防火・防災管理対策委員会の議長を担当し、審議を重ね適切な方向へ向け

た意思決定を行っている。また、教育・研究の向上や地域貢献を推進するため、産業

界、公的研究機関、大学間連携、地域間連携を進めている。【資料 3-3-8】【資料 3-3-9】 

・学長は、本学の設置母体である北海道尚志学園運営協議会のメンバーでもある。現在

進められている本学の改組は、持続可能な学園経営に向けての北海道尚志学園設立

100 周年事業計画に組み込まれたものであり、これら協議内容は、本学評議会及び教

授会に報告される。本学の評議会や教授会から出された要望・提案等は、学長から学

園運営協議会に提案でき、所属長としての役割を積極的に果たしている。【資料 3-3-4】

～【資料 3-3-7】 

・学長は、大学運営に関する方針を新年度最初の就業日と 12 月の冬季休業前最終就業日

に開催する例会で教職員全員に直接口頭で伝えている。加えて、尚志学園報(北海道尚

志学園の定期刊行物)の１月号で、所属長年頭挨拶の書面をもって、法人全体の教職員

に、本学の方針が伝えられる仕組みが整えられている。 

・平成 26(2014)年実施予定の「北海道科学大学」への大学名称変更、３学部 12 学科体

制への改組も学長のリーダーシップにより全学的合意形成の下、進められている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-3-4】教授会議事録 

【資料 3-3-5】大学院研究科委員会議事録 

【資料 3-3-6】評議会議事録 

【資料 3-3-7】全学連絡調整会議議事録 

【資料 3-3-8】自己点検・評価規程 

【資料 3-3-9】ファカルティ・ディベロップメント規程 

【自己評価】 

・最高責任者である学長は、全学的業務運営組織群からの提案を聴取すると共に、本学

の、全学的合意形成組織群の各組織の長として、また、課題対応組織群の適切な組織

の議長に配置され、意思決定を下しリーダーとしての役割と責任を果たしている。 

 

(3) 3-3 の改善・向上方策（将来計画） 

・社会環境の大きな変化や社会的要請に伴い大学環境が変化する中、変化に対応するに

は設置母体の理事長の諮問機関である運営協議会との連携強化を図ることが必要であ

り、学長の役割・責任はさらに重要となる。各組織の運営は、スピード感を持って実

行し、平成 26 年度の改組を始めとして、今後、本学の 50 周年(2017)、学園の 100 周

年(2024)に向けた「教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画」に沿って、学長



 

80 
 

のリーダーシップの下、ベクトルを合わせ進める。 

 

 

3－4 コミュニケーションとガバナンス   

≪3－4 の視点≫ 

3-4-① 

 

3-4-② 

3-4-③ 

法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

 

（1）3－4の自己判定 

基準項目3－4を満たしている。 

 

（2）3－4の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-4-① 法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによる

意思決定の円滑化 

【事実の説明】 

・法人の管理運営及び将来計画その他重要事項の策定に関し、理事長の諮問機関として

運営協議会を設置し、理事長の諮問事項の他、理事会や評議員会に諮る法人事業の重

要案件を事前に協議し、提案内容を整備するとともに、法人全体の意見調整を行って

いる。 

・「運営協議会」は、理事長、専務理事、常務理事及び法人本部事務局長、事務局次長並

びに各設置校の学長、副学長、事務局長及び校長、教頭、事務長で構成され、「学校法

人北海道尚志学園運営協議会規程」に基づき１か月に１回開催を原則としている。【資

料3-4-1】 

・法人の管理部門には法人本部を置き、その中に法人本部事務局を置いて法人全体の事

務について総括し、調整している。この組織の上に理事長、専務理事、常務理事、法

人本部事務局長、事務局次長、各課課長による「本部会議」（毎週）が設置され、定期

的に設置校の教育活動状況等の情報の共有化を図っている。 

・本法人は、北海道工業大学の他に北海道薬科大学、北海道自動車短期大学、北海道尚

志学園高等学校、北海道自動車学校の計５校を設置している。法人と各設置校の連携

を一層密にすべく、「常任理事会」及び「運営協議会」を設置し、十分な意思疎通のも

とに管理部門と教学部門間の連携を図っている。 

・大学の管理運営は「私立学校法」及び「学校教育法」に基づいており、責任者として

法人側に理事長及び大学側に学長を置いている。法人の管理運営は、「学校法人北海道

尚志学園寄附行為」及び「学校法人北海道尚志学園組織規程」と、これらの規程に基

づき定められた関連規程等によって行っている。 

・北海道工業大学の管理運営は、「北海道工業大学学則」及び「北海道工業大学大学院学

則」と、これらの規程に基づき定められた関連規程等によって行っている。事務部門
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の管理運営は、「学校法人北海道尚志学園法人本部事務組織・分掌規程」及び「北海道

工業大学事務局組織規程」によって行っている。【資料3-4-2】～【資料3-4-5】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料3-4-1】学校法人北海道尚志学園運営協議会規程 

【資料3-4-2】北海道工業大学学則 

【資料3-4-3】北海道工業大学大学院学則 

【資料3-4-4】学校法人北海道尚志学園法人本部事務組織・分掌規程 

【資料3-4-5】北海道工業大学事務局組織規程 

【自己評価】 

・理事長が招集する「常任理事会」、「運営協議会」では、管理部門と教学部門間の重要

な問題や私学経営に関する方針等が協議検討され、法人全体の連携やガバナンス機能

に大きな役割を果たしている。 

・学長は、寄附行為上、その職制により理事となり、理事会に出席し、また、評議員と

して評議員会に出席して、法人の意思決定に参画するとともに、大学の責任者として

意見を述べることができ、教学に関する事案を協議し、その対応や解決策などに向け

て有機的な連携を図っている。 

 

3-4-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

【事実の説明】 

・学長の他、理事である副学長も理事会、常任理事会に出席しており、大学の情報や課

題等は学長、副学長を通して理事会や常任理事会に逐次報告され、学外理事を含めた

全ての理事が確認している。また、理事会や常任理事会の情報や決定事項等について

は、学長、副学長を通して学内の評議会や全学連絡調整会議等に報告されており、法

人及び大学の運営管理機関が相互チェックする体制は整備され、適切に機能している。

【資料3-4-7】 

・本法人のガバナンスとしては「学校法人北海道尚志学園監事監査規程」を定め監事の

監査機能について規定している。寄附行為の監事定数は２人であり、「監事は、この法

人の理事、職員（学長（校長）、教員、その他の職員を含む。）又は評議員以外の者で

あって、評議員会の同意を得て、理事長が選任する。」と定められている。平成25(2013)

年５月現在、非常勤の監事が２名選任され、２人とも外部の有識者が就任している。

監事の任期は４年となっている。監事は常任理事会及び評議員会に出席し、法人の業

務の監査等を行っている。また、寄附行為に「この法人の業務又は財産の状況につい

て、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２月以内に理事会及び評

議員会に提出すること、理事会に出席して意見を述べること。」が定められている。【資

料3-4-6】【資料3-4-8】【資料3-4-9】 

・評議員の定数は24人から64人であり、選任区分は、寄附行為により規定している〔（基

準3-2-①表3-2-1理事、監事、評議員の選任方法）参照〕。評議員会の議長は、会議の

つど評議員の互選で選任され、会の進行等を行っている。平成25(2013)年５月現在の

現員は、第１号評議員９人、第２号評議員３人、第３号評議員５人、第４号評議員21

人の合計38人であり、任期は４年である。平成24(2012)年度中に開催された評議員会
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の出席率は100％（書面による表決を含む）であり、良好な出席状況のもと適切に運営

されている。【資料3-4-10】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料3-4-6】学校法人北海道尚志学園監事監査規程 

【資料3-4-7】北海道工業大学評議会議事録 

【資料3-4-8】監査報告書 http://shoshi.ac.jp/pdf/business_report_h23.pdf 

【資料3-4-9】監事の職務執行状況 

【資料3-4-10】理事会、評議員会、常任理事会の開催状況 

【自己評価】 

・法人及び大学の運営管理機関が相互チェックする体制が有効に機能している。 

・監事の役割は、法令並びに法人規則を遵守したものであり、有効に機能している。 

・評議員会の役割は、法令並びに法人規則を遵守したものであり、有効に機能している。 

 

3-4-③ リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

【事実の説明】 

・理事長は理事会をまとめ、理事長の諮問機関として運営協議会を主宰して法人の経営

に適切なリーダーシップを発揮している。理事長は年頭（１月）の式辞等において、

全教職員に向けて法人の進むべき指針を定期的に示しており、理事長の経営方針や法

人の重要な意思決定については、これらを文書として全教職員に発信し、教職員にも

浸透している。こうした法人トップの基本方針をうけて、各設置校は必要な施策を検

討し実行しており、本学においては、各委員会等において、ボトムアップで諸施策を

審議、決定している。【資料3-4-11】 

・本法人では平成22(2010)年９月に将来計画検討委員会を設置し、ＵＩ策定、設置校の

移転、100周年記念事業の検討などの将来計画を具現化するためのワーキング・グルー

プを設置し、その検討結果を将来計画検討委員会に提案、委員会から理事会に上申し

計画の実行をボトムアップにより推進している。【資料3-4-11】～【資料3-4-15】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料3-4-11】尚志学園報 

【資料3-4-12】学校法人北海道尚志学園将来計画検討委員会開催要領 

【資料3-4-13】ブランドブック2013 

【資料3-4-14】工大・薬大連携ワーキング・グループ開催要領 

【資料3-4-15】学校法人北海道尚志学園記念事業検討委員会開催要領 

【自己評価】 

・理事長からのトップダウンによる意思疎通と、各委員会等において、ボトムアップで

諸施策が円滑に機能している。 

 

（3）3－4の改善・向上方策（将来計画） 

・管理部門と教学部門との管理運営体制とその連携は適切に図られているが、更に学生

の要望や社会的ニーズを踏まえて、常に自己点検・評価を行いながら教育研究体制の

向上を目指す。 
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・法人トップである理事長は、法人の永続性を保ち、新しい未来に向けた発展のため指

針を示し、これらの指針のもと全教職員が一致団結して未来に向けた新たな教育体制

を構築していく。 

 

 

3－5 業務執行体制の機能性   

≪3－5 の視点≫ 

3-5-① 

 

3-5-② 

3-5-③ 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置による

業務の効果的な執行体制の確保 

業務執行の管理体制の構築とその機能性 

職員の資質・能力向上の機会の用意 

 

（1）3－5 の自己判定 

基準項目 3－5 を満たしている。 

 

（2）3－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-5-① 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置による業

務の効果的な執行体制の確保  

【事実の説明】    

・権限については、「学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程」及び「学校法人北海

道尚志学園法人本部業務委任規程」に基づき、常任理事会、理事長、学長、校長及び

法人本部の各部署へ適切に委任されている。【資料 3-5-1】【資料 3-5-2】 

・「学校法人北海道尚志学園組織規程」において、学校教育法及び学校教育法施行規則に

基づく必要な組織、理事長に委任された業務を円滑に執行するにあたり必要な組織及

び職員の編成について定めている。また、理事長の業務の補佐を行うための専務理事

と特定部門の業務を担当するための常務理事を「学校法人北海道尚志学園寄附行為」

及び「学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規」に基づき任命する

ことにより、権限の適切な分散と理事長の業務の負担軽減を図っている。【資料 3-5-3】

～【資料 3-5-5】 

・「学校法人北海道尚志学園組織規程」にて定められた組織では、「北海道尚志学園法人

本部事務組織・分掌規程」及び「北海道工業大学事務局組織規程」に基づき、事務業

務を処理するための事務組織を編成し、業務分掌により適切な業務の分担と必要な職

員を配置している。【資料3-5-6】【資料3-5-7】 

・職員の配置については、大学にて現在の業務内容や将来の事業計画を踏まえた人事計

画を立案し、法人本部に設置した人事担当の常務理事を中心に構成される人事制度検

討委員会において、法人全体の事業計画、職員の年齢構成、他の設置校の人事計画、

「学校法人北海道尚志学園職員の勤務調査に関する規程」に基づき実施される勤務調

査結果や各設置校の事務局長及び事務長の意見を総合的に勘案し、適切かつ計画的に

採用、異動、昇格を行い配置している。【資料3-5-8】 
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・職員は専任の職員のみでなく、各部署の業務内容や目的に応じて、契約職員、派遣職

員、学生アルバイト等（短時間の期間雇用）を配置し業務の効率化を図っている。 

・業務の効率的な執行体制の確立のためには、組織体制のみならず、配属される職員の

質の向上が必須である。職員についても専門的知識が要求される場面が多くなってき

ている現状を鑑みると、人材育成はもちろんであるが、採用時点において優秀な職員

を確保することが重要となる。職員の採用については、従前の本法人設置校卒業生を

対象とした面接中心の採用試験を改め、平成23(2011）年度より本法人のホームページ

や新聞への求人情報の掲載など広く公募を行い、書類選考、適性検査を加えた筆記試

験、複数回の面接といった採用試験を実施し、優秀な職員の確保に努めている。また、

契約職員からの登用制度も実施している。 

・職員の適正な異動を実施するための基本的な考え方及び基準を「学校法人北海道尚志

学園人事異動の指針」として定め、異動の原則、異動の基準及び異動の時期等を明確

にし、各職員の適性・勤務実績等を勘案した適材適所の職員配置を行うことで、   

円滑な業務運営の推進をするとともに、職務遂行能力の育成・向上を図り中長期にわ

たる人事計画を想定し有能な後継者の育成を図っている。【資料3-5-9】 

・本法人教職員の平均年齢は47.7歳と高く、51歳以上の職員が46.17％を占めていること

から、平成22(2010)年度に導入した選択定年制度により早期退職者に対する退職金の

優遇制度を設け、若返りを図ることによる組織の活性化を期待している。 

 

表 3-5-1  学校法人北海道尚志学園専任教職員年齢構成表 （H25/4/1 現在） 

職  種 
年  齢 

～25 歳 ～30 歳 ～35 歳 ～40 歳 ～45 歳 ～50 歳 ～55 歳 ～60 歳 60 歳超 計 

教育職員 0 9 17 36 36 46 48 51 41 284

事務技術職員 14 12 12 8 22 13 23 26 4 134

計 14 21 29 44 58 59 71 77 45 418

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-5-1】学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程 

【資料 3-5-2】学校法人北海道尚志学園法人本部業務委任規程 

【資料 3-5-3】学校法人北海道尚志学園組織規程 

【資料 3-5-4】学校法人北海道尚志学園寄附行為 

【資料 3-5-5】学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規 

【資料 3-5-6】北海道尚志学園法人本部事務組織・分掌規程 

【資料 3-5-7】北海道工業大学事務局組織規程 

【資料 3-5-8】学校法人北海道尚志学園職員の勤務調査に関する規程 

【資料 3-5-9】学校法人北海道尚志学園人事異動の指針 

【自己評価】 

・権限の適切な分散と責任の明確化については関係規程の整備により確保されている。

また、業務執行体制についても適切な人員配置により確保され効果的に行われている。

年齢構成の偏りについては実務経験を有する既卒者を公募により採用することで是正
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を図っている。 

 

3-5-② 業務執行の管理体制の構築とその機能性 

【事実の説明】 

・本法人の業務執行は、「学校法人北海道尚志学園寄附行為」、「学校法人北海道尚志学園

理事会会議規則」及び「学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則」に基づき設置さ

れる理事会及び評議員会にて決定しているが、本法人の業務のうち重要事項以外の決

定については、「学校法人北海道尚志学園寄附行為」及び「学校法人北海道尚志学園常

任理事会会議規則」に基づき設置された、常勤の理事で構成する常任理事会にて審議

及び決定される。常任理事会は毎月１回開催されており、本法人の日常の管理・運営

に必要な事項について速やかな意思決定が実現されている。 

【資料 3-5-10】～【資料 3-5-12】 

・常任理事会とは別に「学校法人北海道尚志学園運営協議会規程」に基づき、理事長の

諮問機関として、理事長、専務理事、常務理事、学長、副学長、校長、教頭、事務局

長、事務局次長、事務長で構成する運営協議会を設置し、本法人の管理運営及び将来

計画その他重要事項の策定について協議している。運営協議会は毎月１回開催されて

おり、理事長の諮問事項の他、理事会や評議員会に諮る法人事業の重要案件を事前に

協議し、提案内容の整備をするとともに、法人全体の意見調整を行っている。 

【資料 3-5-13】 

・「学校法人北海道尚志学園組織規程」において、理事会、評議員会及び理事長の諮問機

関として、委員会等を設置することができるよう定められており、諮問案件に応じた

専門知識を有する教職員等を構成員とする委員会等を適宜設置し、諮問事項について

集中的に検討・協議することにより、意思決定を速やかに行える体制を整えている。

【資料 3-5-3】 

・3-5-①でも述べているが、特定部門の業務を担当するための常務理事を「学校法人北

海道尚志学園寄附行為」及び「学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する

内規」に基づき任命しており、特定部門の責任者として管理体制を整えている。【資料

3-5-4】【資料 3-5-5】 

・法人の業務の執行状況及び財産状況については、「学校法人北海道尚志学園監事監査 

 規程」に基づき、監事が適切に監査を実施している。また、法人本部に内部監査室を

設置し、法人の運営諸活動の遂行状況を適法性及び妥当性の観点から公正かつ客観的

な立場で検討・評価し、その助言・提言を行うため、「学校法人北海道尚志学園内部監

査規程」及び「学校法人北海道尚志学園内部監査実施細則」に基づき内部監査を実施

している。【資料 3-5-14】～【資料 3-5-16】 

・内部監査室が監事及び公認会計士との連携を図ることで、有効かつ効率的な監査を実

施することが可能となっている。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-5-3】 学校法人北海道尚志学園組織規程 

【資料 3-5-4】 学校法人北海道尚志学園寄附行為 

【資料 3-5-5】 学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規 



 

86 
 

【資料 3-5-10】学校法人北海道尚志学園理事会会議規則 

【資料 3-5-11】学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則 

【資料 3-5-12】学校法人北海道尚志学園常任理事会会議規則 

【資料 3-5-13】学校法人北海道尚志学園運営協議会規程 

【資料 3-5-14】学校法人北海道尚志学園監事監査規程 

【資料 3-5-15】学校法人北海道尚志学園内部監査規程 

【資料 3-5-16】学校法人北海道尚志学園内部監査実施細則 

【自己評価】 

・常任理事会、運営協議会の定期的な開催、委員会の適宜設置により、法人の意見調整・

意思決定は速やかに行われ、業務執行に反映されている。 

 

3-5-③ 職員の資質・能力向上の機会の用意 

【事実の説明】 

・法人全体の採用時研修として、平成 23(2011)年度以降採用者から、採用時に外部講師

よる集合研修を実施し、その後毎月１回計５回のフォローアップ研修を法人内の職員

を講師として実施している。また、直属の上司と新人職員が面談し育成計画を立て、

新人職員に明確な目標を持たせることとした。さらに、採用から６か月の間、新人職

員から業務報告、上司から勤務状況報告を毎月提出させ育成状況を把握し、新人職員

及び直属の上司に対し助言を行える体制を整えた。【資料 3-5-17】 

・平成24(2012)年度においては、法人全体の係長職員に対して、外部講師による集合研

修を実施し、講義やグループディスカッションを通じて、管理職としての役割や部下

育成などについて再認識する機会を設けた。 

・本学には「職員の会議、研修等に関する内規」があり、学内研修として、全教職員対

象の「全学ＦＤ研修会」、職員対象の「月例研修会」及び各種講演会等を開催するこ

とにより自己研鑽の場を設けている。学外研修としては、文部科学省、日本私立学校

振興・共済事業団、私学研修福祉会、日本私立大学協会や同協会北海道支部、日本私

立短期大学協会が実施する各種の研修会には積極的に参加させ、事務職員の資質の向

上に努めている。また、各種研修会に参加した職員による報告会を定期的に開催し、

研修内容を他職員にフィードバックするなどして、職員全体の資質向上に努めている。

【資料3-5-18】 

・平成22(2010)年度からはＳＤ活動の一環として、「学校法人北海道尚志学園自己研鑚

助成に関する取扱要領」を制定し、自己研鑽に係る経費の補助をすることにより、職

員の意識改革と資質向上に寄与している。【資料3-5-19】【資料3-5-20】 

・平成23(2011)年度に、日常業務において行われた事務の効率化や教育環境の向上を実

現できた具体的事例を表彰する業務改善表彰を実施したところ21件の応募があり、そ

のうち優れた提案として評価された10件について理事長からの表彰を行っている。表

彰を行うことにより業務の改善・効率化はもちろん、職員の問題意識の向上を図れる

ものと期待され、平成24(2012)年度に「学校法人北海道尚志学園業務改善表彰実施要

領」を新たに制定し、継続的に実施することで、職員のモチベーションの向上や職場

の活性化を目指している。なお、平成25(2013)年度については、28件の応募があり、
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そのうち11件について理事長より表彰している。【資料3-5-21】【資料3-5-22】 

・平成 25(2013)年度には、連携協定を締結（基準 A-3 で詳述）した東北工業大学とＳＤ

活動の一環として、職員の相互派遣を実施した。派遣者本人が担当している業務内容

に基づき、受け入れする担当課を決定し、関連業務の相互理解を深めることが目的で

ある。なお、この活動は今後も継続して実施する予定である。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料3-5-17】平成25年度新人職員（事務職員）研修について 

【資料3-5-18】職員の会議、研修等に関する内規 

【資料3-5-19】学校法人北海道尚志学園自己研鑚助成に関する取扱要領 

【資料3-5-20】平成24年度自己研鑽費使用実績表 

【資料3-5-21】学校法人北海道尚志学園業務改善表彰実施要領 

【資料3-5-22】平成24年度業務改善表彰制度の選考結果について 

【自己評価】 

・新人職員に対する研修、各種研修会の出席、業務改善表彰、自己研鑽に係る経費の補

助など職員の資質・能力向上の機会は用意されている。 

 

（3）3－5の改善・向上方策（将来計画） 

・職員の能力開発と就労意欲を向上するためには努力に報いる給与制度が必要であり、

現在検討中の人事考課制度の早期導入を推進する。 

・職員の配置については、「学校法人北海道尚志学園職員の勤務調査に関する規程」に

基づく勤務調査の結果を考慮し行われてはいるが、現在検討中の人事考課制度により

職員の能力を的確に把握し、適材適所を基本とした最適な事務職員の配置を目指す。 

・大学事務局の業務の専門性への対応について、職員が自発的に意欲をもって職務を遂

行していくために、年間を通じた定期研修を実施しているが、ＰＤＣＡサイクルを回

すことによりさらなる改善を目指す。 

・法人本部を含めた設置校間の一層の連携強化を図るため、職員の積極的な人事異動を

進める。 

・効率的に業務を遂行するためには、適正な職員の配置が重要であり、中長期的な採用

計画を立て、資質の高い優秀な人材を計画的に採用する必要がある。そのためには、

採用者の選考方法について、人事制度検討委員会で検討し、また、定年後の再雇用者

の有効的な活用方法について検討する。 

・職員に対する法人全体の学内研修として、平成23(2011)年度以降の新規採用者から採

用時における研修会及び平成24(2012)年度においては係長職を対象とした中堅管理職

研修会を実施し、平成25(2013)年度には、課長職に対する管理職研修会を実施し、今

後も継続的に研修会を開催することにより職員の資質向上に努めることとしている。 

・大学の経営環境の変化を常に把握し、その問題を分析して改善案を提示するなど、教

員と職員が積極的にコミュニケーションを図る環境整備を進める。 

 

 

 



 

88 
 

3－6 財務基盤と収支 

≪3－6 の視点≫ 

3-6-① 

3-6-② 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

 

（1）3－6 の自己判定 

基準項目 3－6 を満たしている。 

 

（2）3－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-6-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

【事実の説明】 

・将来計画を踏まえた予算編成を行っており、年々悪化傾向にある財政について、将来

の収入見通しや新たな事業の実施等を見据えつつ、計画的に改善しながら、次年度の

予算編成方針を示している。具体的には、法人全体の帰属収支差額は常に黒字を維持

することを前提に、所属ごとに目標数値として消費支出比率の数値目標を設定し、施

設設備関係支出については、法人全体で帰属収入の６％以内を目安とする基本事項を

打ち出している。【資料 3-6-1】 

・施設設備を含めた将来計画については、平成 22(2010)年９月に法人全体の計画を大局

的に検討する委員会として「将来計画検討委員会」を設置し、この委員会の下に３つ

の専門部会を設置して特定の事項を審議または協議するとともに、外部機関からの意

見も取入れ、平成 24(2012)年 11 月には「教学体制の再構築計画」と連動した「キャ

ンパス再整備計画マスタープラン」として理事長に答申された。現在、当面の中期事

業計画として「教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画」が進行中である。【資

料 3-6-2】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 3-6-1】平成 25 年度 学校法人北海道尚志学園 事業計画書 

 【資料 3-6-2】将来計画検討委員会開催要領 

【自己評価】 

・将来計画を踏まえた中期事業計画に則った予算編成を行い、適切な財務運営を行って

いる。 

 

3-6-② 安定した財政基盤の確立と収支バランスの確保 

【事実の説明】 

・帰属収入の大部分を占める学生生徒等納付金収入の比率は、全国平均値※（72.7％）

を上回る 87.0％と高い比率になっており、その収入確保のためには、適正な学生数の

確保が必須の条件である。 

・この数年、一部の学科においてやや定員割れの状態となっており、過去５年間で学生

生徒等納付金収入が 18％ほどの減となっている。 

・収入と支出のバランスに関して、大学運営上の財務指標の一つである教育研究経費比
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率は、全国平均値（30.9％）をやや下回る、30.0％程度であり、帰属収入の教育・研

究に対する還元率としては、おおむね適正な数値を維持している。また、人件費比率

については、全国平均値（54.0％）より良好な 48.6％となっている。全体的な収入と

支出のバランスについて、帰属収入に対する消費支出の割合である消費支出比率は、

90.3％と全国平均値（96.6％）を上回る良好な比率となっている。なお、貸借対照表

上の主要な財務比率について、医歯系法人を除く全国大学法人の平均値との比較では、

次のとおり概ね健全な比率を保っている。 

・借入金が一切ないため、負債関係の比率は総じて全国平均値より良好である。 

・固定資産構成比率が全国平均値よりもやや高めで、かつ、流動資産構成比率が低めと

なっているのは、本来好ましいことではないが、前者については、固定資産の中のそ

の他の固定資産（特定資産等）の比率が高くなっていることによるものである。また、

後者についても同様の理屈であるが、現金預金を低利の短期預金ではなく、多くを運

用益の高い長期預金や公共債等（その他の固定資産）で保有しているためである。 

・消費収支差額構成比率は、全国平均値がマイナスとなっているのに対して、本法人の

場合はプラス 5.1%となっている。 

・他の比率についても、全国平均値との比較において、大きく劣っているような要素は

見られず、概ね良好である。 

・平成 24(2012)年度には、キャンパス再整備計画に伴う第２号基本金の計画的な組入れ

並びに北海道尚志学園奨学基金の創設により第３号基本金の組入れを実施し、財政基

盤の安定化を図っている。【資料 3-6-3】 

・その他、将来的に財政強化を図るべく、収益事業として「北海道薬科大学附属薬局」

を平成 24(2012)年４月に開設し、薬局事業の他に北海道薬科大学の６年制教育課程の

臨床系実習、卒業研究や薬剤師のための生涯研修の場としても活用されている。 

【資料 3-6-4】【資料 3-6-5】 

※「全国平均値」は、私学事業団発行の「今日の私学財政」平成 24(2012)年度版における平成 23(2011)

年度の消費収支計算書（医歯系大学を除く大学部門）の値 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-6-3】北海道尚志学園奨学基金規程 

【資料 3-6-4】北海道薬科大学附属薬局運営委員会規程 

【資料 3-6-5】北海道薬科大学附属薬局 http://www.hokuyakudai.ac.jp/fuzokuyakkyoku/ 

【エビデンス集・データ編】 

 【表３-６】消費収支計算書関係比率（大学単独） 

 【表３-７】貸借対照表関係比率（法人全体のもの） 

【自己評価】 

・消費支出比率は、良好な数値を維持しており、収支バランスは確保されている。 

 

（3）3－6 の改善・向上方策（将来計画） 

将来にわたって続く 18 歳人口の減少に対応して、適正な入学者の確保を前提とした経

営の安定化を目指していくことが最重要課題となる。 

平成 24(2012)年 12 月には、法人創立 100 周年に向けて「基盤能力と専門性を併せ持
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つ人材を育成し、地域と共に発展・成長する北海道Ｎｏ.１の実学系総合大学を実現す

る。」という「100 周年ブランドビジョン」を打ち出し、新しい北海道尚志学園像の方向

性を示している。今後、複数年にわたる設備投資を行うが、着実に「教学体制の再構築

及びキャンパス再整備計画」を展開していくために、財政基盤の安定化を図っていく。 

 

 

3－7 会計 

≪3－7 の視点≫ 

3-7-① 

3-7-② 

会計処理の適正な実施 

会計監査の体制整備と厳正な実施 

 

（1）3－7 の自己判定 

基準項目 3－7 を満たしている。 

 

（2）3－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

3-7-① 会計処理の適正な実施 

【事実の説明】 

会計処理については、学校法人会計基準に準拠して行っており、会計処理上での問題

点が生じた場合は、随時、公認会計士に確認し、適切な処理を行うよう務めている。 

・予算編成関係 

予算の決定については、次の要領により決定している。 

① 10 月上旬に設置校ごとの次年度予算の編成基準が設定され、理事長から各設置校の

長に対して通知される。 

② 12 月中旬までに設置校から次年度概算予算が法人本部へ提出され、必要に応じてヒ

アリングを実施する。 

③法人本部において、法人全体の状況を勘案し、２月上旬に設置校への具体的な予算編

成基準額を通知する。 

④設置校において、２月下旬までの間に次年度入学者数の見通しを再度精査し、２月末

までに、次年度予算書を法人本部へ提出する。 

⑤以上の経過を経て次年度予算の最終案が策定され、３月下旬開催の理事会及び評議員

会に諮る。 

⑥理事会及び評議員会の承認を経て、その翌日には各設置校に対して予算決定額が通知

される。 

⑦３月下旬の理事会で承認された予算において、その後、入学者及び就学者の確定によ

り、学生生徒等納付金が大きく減少することが見込まれる場合は、基本的には支出面

でも減額の調整をする必要が生じることから、４月中に予算修正案を作成し、５月末

の理事会及び評議員会で再度予算案を諮ることになる。 

補正予算については、上半期の予算執行状況と事業計画の見直しにより、12 月に実

施している。なお、12 月の補正予算確定後、更に補正が必要となる場合は３月に最終
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の補正予算を編成することとなる。 

・予算執行関係 

予算執行上の決裁権に関わる取決めとして、各設置校の内、大学、短大において、１

件の支出額が 500 万円を超えるものについては、理事長の承認を得ることとなってい

る（旅費、研究研修費等、勘定科目によっては、金額の多寡にかかわらず各設置校の

長に権限が委譲されているものも一部ある）。【資料 3-7-5】 

従って、１件の支出額が 500 万円未満のものについては、学長の決裁により執行する

ことが可能となっているが、必要性や価格等については厳正に精査し、原則として３

社の見積り合わせをするなど適正な手続きを経ている。 

また、予算外項目の執行については原則として認められていないが、止むを得ない事

情と判断された場合のみ、所定の手続きにより執行が認められている。 

・経理関係規程 

経理に関する基準や具体的な事務処理要領については、《経理規程》《予算執行規程》

《固定資産及び物品管理規程》《固定資産会計要領》《調達規程》が定められている。 

【資料 3-7-1】～【資料 3-7-5】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-7-1】学校法人北海道尚志学園経理規程 

 【資料 3-7-2】学校法人北海道尚志学園予算執行規程 

 【資料 3-7-3】学校法人北海道尚志学園固定資産及び物品管理規程 

【資料 3-7-4】学校法人北海道尚志学園固定資産会計要領 

【資料 3-7-5】学校法人北海道尚志学園調達規程 

【自己評価】 

・学校法人会計基準に準拠し、適正な会計処理を行っている。 

 

3-7-② 会計監査の体制と厳正な実施 

【事実の説明】 

監査については、次のとおり、公認会計士並びに監事により適正に行われている。 

① 公認会計士による監査 

私立学校振興助成法第 14 条第 3 項の規定に基づく監査は、中間監査及び期末監査とし

て、法人本部において、それぞれ５日間、１日６～７名により、資産関係の取得等に係

る稟議書、「理事会」「評議員会」の議事録、収支に係る証憑等の確認、基本金台帳、固

定資産明細表、財産目録等の監査が実施されている。 

また、実地監査では、先に実施された中間監査の情報を基に資産関係の現物確認、外

部資金等（委託研究）受入・執行状況、勤怠等についての監査が実施されている。 

更に、期末現金・預金監査では、会計年度終了時点（３月末日）での現金確認、預金

証書等の現物確認や、各銀行から取り寄せた残高証明との照合等の監査が実施されてい

る。平成 24(2012)年度会計に関する監査状況は、表 3-7-1 のとおりである。 
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表 3-7-1 平成 24 年度会計に関する公認会計士による監査状況（法人本部資料） 

実   施   日 人 数 内   容 

平成 24 年 11 月 12 日～16 日  延べ 25 名 中間監査 

平成 25 年１月 15 日 ２名 実地監査（薬科大学） 

平成 25 年１月 16 日  ２名 実地監査（工業大学） 

平成 25 年４月 11 日  １名 期末現金・預金監査 

平成 25 年６月３日～７日  延べ 33 名 期末監査 

 

② 監事による監査 

例年、５月下旬に開催される決算「理事会」に先駆けて、次のとおり、監事による

監査が実施されている。 

a) 財産状況の監査－法人本部及び各設置校に係る各種計算書、諸証憑類全般にわたる

監査が実施されている。 

b) 業務状況の監査－大学における財務計画の進捗状況について、関係書類等に基づき

確認が行われている。 

また、監事は、５月下旬、12 月上旬及び３月下旬に開催される「理事会」に出席

している。【資料 3-7-6】 

平成 24(2012)年度会計に関する監査状況は、表 3-7-2 のとおりである。 

 

表 3-7-2 平成 24 年度会計に関する監事による監査状況（法人本部資料） 

実施日 監 査 内 容 監 査 の 状 況 

 
平成 25 年 
５月 17 日 

 
(1) 財産状況の監査 

 (平成 24 年度 
決算の監査） 

 
＜午 前＞ 

法人本部及び各設置校における各種計算書、証憑書類全般のほ
か、運用資産の管理状況、中長期的視点に立った財務状況の健全
性について監査を実施した。 

 
＜午 後＞ 

経営リスクの把握状況、理事会の決定に基づいた事業計画等の
執行状況について監査を実施した。 

 
（監査結果）常務理事及び関係職員立会いのもとで監査を実施 

した結果、適正に処理、執行されていることが確認
された。 

（公認会計士との連携の状況）公認会計士の期中における監査 
状況について、公認会計士と面談を行い、特に問題
のないことが確認された。 

 
 
(2) 理事の業務執行

状況の監査 
（方  法）理事会への出席 
（内  容）理事会への出席により、理事の業務執行状況及び 

各設置校の業務全般に関する状況が確認された。 
（監査結果）適正に業務が行われていることが確認された。 

 

③ 内部監査室による監査 

平成 22(2010)年４月１日付で内部監査室を設置し、業務及び会計処理等の執行が適

正かつ効率的に行われているか、主として内部統制の観点から業務監査、会計監査等

を行っている。【資料 3-7-7】 

平成 24(2012)年度は、各設置校の決裁権限拡大に伴う会計処理が、新たな基準に基
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づき適正に行われているかについて、監事及び内部監査室による実地監査が９月と 11

月に行われた。監査は関連規程等の遵守上、また業務処理等の内部統制上の観点から

厳正に実施され、重大な不備、欠陥、誤謬等はなく「良好」との評価であった。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 3-7-6】監査報告書  http://shoshi.ac.jp/pdf/business_report_h24.pdf 

【資料 3-7-7】学校法人北海道尚志学園内部監査規程 

【自己評価】 

・公認会計士・監事・内部監査室が連携した三様監査体制のもと厳正な監査が実施され

ている。 

 

（3）3－7 の改善・向上方策（将来計画） 

学校法人会計基準、北海道尚志学園経理規程及びその他関連する諸規程に則り引き続

き適切に会計処理を行うとともに、監事・公認会計士・内部監査室が連携した三様監査

体制のもと、より一層厳格な業務処理及び会計処理を目指していく。 

 

［基準３の自己評価］ 

・経営の規律は、「寄附行為」に従い高等教育期間としての使命・目的実現のため法人本

部と各設置校が連携して、中長期事業計画、単年度事業計画に基づき誠実に執行され

保たれている。 

・管理、運営については学校教育法、私立学校法等の法令を遵守し、適切に業務遂行し

ており、ガバナンス強化として内部監査室監査、監事監査、監査法人監査による三様

監査体制を整えている。 

・理事会や評議員会の決定事項については、各所属長への権限委譲によりスムーズな意

思決定が行われ、理事長のリーダーシップと各委員会等のボトムアップが円滑に機能

している。 

・本学の全学的合意形成組織群の各組織の長として学長は、リーダーシップを発揮して

いる。 

・環境への取り組み、ハラスメント対策、個人情報保護等に関する倫理規程が定められ

これらは適切に機能している。 

・防災規程や夜間等の校舎利用に関する体制が整備され、教育研究環境の安全性、快適 

性が確保されている。 

・職員の資質・能力向上については、学内外の研修会への参加、業務改善表彰、自己研

鑽に係る経費の補助などを用意しているが、人事考課制度の導入により更なる資質・

能力向上と適切な人員配置を行い、設置校間、教員と事務職員の連携強化をより一層

図ることに努める。 

・財務基盤については、ここ数年入学者は減少しているものの将来を見据えた中長期事

業計画により収支のバランスを図るよう努めている。 

・会計処理については学校法人会計基準に従い、監事、公認会計士、内部監査室の三様

監査体制のもと、適正かつ厳正に処理している。 
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基準 4．自己点検・評価 

4－1 自己点検・評価の適切性 

≪4－1 の視点≫ 

4-1-① 

4-1-② 

4-1-③ 

大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

自己点検・評価体制の適切性 

自己点検・評価の周期等の適切性 

 

（1）4－1 の自己判定 

基準項目 4－1 を満たしている。 

 

（2）4－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-1-①大学の使命・目的に即した自主的・自律的な自己点検・評価 

【事実の説明】 

・本学は、ヒューマニティとテクノロジーの融合を教育理念の中心に据えて、知識基盤

社会を担う市民としての汎用的技能に加えて、深く専門の学術を教授・研究し、広く

応用能力を涵養して創造性豊かな学識と健全な心身とを備えた有用な人材を育成する

ことにより、産業界の発展と地域社会の活性化に寄与することを使命としている。【資

料4-1-1】 

・本学では、基本理念として『ヒューマニティとテクノロジーの融合』、『時代の要請

に即したプロフェッショナル教育』及び『地域社会への貢献』を掲げ、専門領域で輝

きながら、北海道およびわが国の活性化を実質的に支え得る人材を育成することを教

育目的としている。【資料4-1-2】 

・本学の目的及び社会的使命を果たすために、教育研究活動等について自ら点検及び評

価を行い、その結果を公表することを学則第１条２項に定めている。本学の教育研究、

組織運営、施設設備等の総合的な状況に対する自己点検・評価は「自己点検・評価委

員会」が行っている。【資料4-1-3】 

・平成20(2008)年度には、日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を受審し、

平成21年３月24日付けで認定された。引き続き、日本高等教育評価機構の基準に準拠

した項目に関して自己点検・評価を毎年実施し、その結果を｢自己点検・評価年次報告

書｣にまとめている。【資料4-1-4】～【資料4-1-6】 

・本学の教職員組織規程に制定されているとおり、企画機関（大学改革推進室）、実行

機関（学部、学科、専攻、事務局、各センター）及び点検評価機関（自己点検・評価

委員会）において、機関内及び機関相互のＰＤＣＡを実施する『Double PDCA Cyclic 

Loops』を実施することで、自主的・自律的に自己点検・評価が図れる組織構成となっ

ている。【資料4-1-7】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 4-1-1】北海道工業大学の基本姿勢 

【資料 4-1-2】北海道工業大学の教育の特色 

【資料 4-1-3】北海道工業大学学則 
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【資料4-1-4】平成20年度大学機関別認証評価評価結果報告書｢北海道工業大学｣ 

【資料4-1-5】北海道工業大学自己評価報告書・本編［日本高等教育評価機構］ 

平成20年6月 

【資料4-1-6】北海道工業大学自己点検・評価年次報告書[平成24年度版] 

【資料4-1-7】北海道工業大学教員組織規程 

【自己評価】 

以上に示したように、大学の使命・目的に即した独自の自己点検・評価を実施してい

ると判断する。 

 

4-1-②自己点検・評価体制の適切性 

【事実の説明】 

・平成18(2006)年度から「自己点検・評価委員会」は日本高等教育評価機構の定める基

準に準拠した項目を定め、本学の機能全般に関する点検・評価を精力的に進めてきた。

【資料4-1-8】 

・平成 19(2007)年度「自己点検・評価委員会」の下に「自己点検・評価委員会幹事会」

が設置され、大学評価のための情報収集、整理、調査、分析および計画を立案するこ

とにより自己点検・評価委員会の職務を支援している。【資料 4-1-9】 

・各年次報告書で指摘された課題を「自己点検・評価委員会」が「要措置事項一覧」と

して学内公開し、各実施担当部署の経過報告をもとに当該年度の自己点検・評価を実

施することで、教育・研究・大学運営の改善のためのＰＤＣＡサイクルを回す体制と

なっている。【資料 4-1-10】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料4-1-8】北海道工業大学自己点検・評価規程 

【資料4-1-9】北海道工業大学自己点検・評価委員会幹事会規程 

【資料4-1-10】平成24年度 要措置事項一覧 

【自己評価】 

以上のように長い年月をかけて確立されてきた本学の自己点検・評価の体制は適切

であると自己評価する。 

 

4-1-③自己点検・評価の周期等の適切性 

【事実の説明】 

・平成19(2007)年度に自己点検・評価機能の向上を図るため「自己点検・評価委員会」

の規程改正を行い、３年毎に｢自己点検・評価報告書｣を作成・公表すること、また、

６年ごとに自己点検・評価結果について認証評価機関による評価を受けることを決定

した。【資料4-1-8】 

・平成20(2008)年度に日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価を受審し、平成

21年３月24日付けで認定された。【資料4-1-4】【資料4-1-5】 

・これを契機に、日本高等教育評価機構の基準に準拠した項目に関する自己点検・評価

を毎年実施し、その結果を｢自己点検・評価年次報告書｣にまとめ全学的な課題の共有

化を行っている。【資料4-1-6】 



 

96 
 

・平成 24(2012)年度には、毎年実施している自己点検・評価を日本高等教育評価機構の

新しい基準に準拠した年次報告書として集約した。基準項目及びエビデンスの確認作

業に手間取り、年次報告書の完成は遅れたが、次年度に向けた課題の共有化は例年通

り行われている。【資料 4-1-6】 

・平成 24(2012)年度に平成 26(2014)年度開設を目指した学部学科改組計画が具体化し

た。次回の日本高等教育評価機構の認証評価の受審予定年度と改組実施年度が重なっ

たため、受審年度を平成 27(2015)年度とした。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料4-1-4】平成20年度大学機関別認証評価評価結果報告書｢北海道工業大学｣、 

【資料4-1-5】北海道工業大学自己評価報告書・本編［日本高等教育評価機構］ 

平成20年6月 

【資料4-1-6】北海道工業大学自己点検・評価年次報告書[平成24年度版]) 

【資料4-1-8】北海道工業大学自己点検・評価規程 

【自己評価】 

以上のことから、本学における自己点検・評価の周期等は適切であると自己評価する。 

 

（3）4－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・平成26(2014)年度開設予定の学部学科改組を見据え、平成25(2013)年４月１日に基本

姿勢が改訂された。これは社会の要請に従う研究教育領域の拡大と、中教審答申との

整合性を高めることが目的であり、建学の精神、基本理念の骨子には変更はない。今

後も本学の使命・目的を果たすため自主的・自律的な自己点検・評価を毎年実施し、

これを｢自己点検・評価年次報告書｣としてまとめ、原則３年毎に｢自己点検・評価報告

書｣を作成し、これらを学内外へ公表する。さらに、全学的な課題の共有化を推進し、

このＰＤＣＡサイクルの実質的な活用を継続する。 

・教育・研究・大学運営の改善の質をより高めるため、平成26(2014)年度には認証評価

機関とは別に学外有識者による外部評価を受ける予定である。 

・次回の認証評価受審年度が当初の予定より一年先の平成27(2015)年度となったものの、

大学教育の改善向上、および社会への説明責任を果たせるよう、大学評価基準に即し

た自己点検・評価活動を今後も継続して実施する。 

 

 

4－2 自己点検・評価の誠実性 

≪4－2 の視点≫ 

4-2-① 

4-2-② 

4-2-③ 

エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

 

（1）4－2 の自己判定 

基準項目 4－2 を満たしている。 
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（2）4－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-2-①エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価 

【事実の説明】 

・本自己点検・評価年次報告書は、日本高等教育評価機構が定める基準に沿い、豊富な

エビデンスに基づいた自己点検・評価により作成されている。 

・自己評価基準１および２に関するエビデンスのうち、大学の教育情報については、学

校教育法第113条(教育研究活動の公表)に基づいて平成23(2011)年度よりホームペー

ジに公表してある。【資料4-2-1】 

・研究活動に関しては、｢研究支援センター｣において研究成果を集約し｢研究者データベ

ース｣として、これもホームページに公開している。【資料4-2-2】 

・自己評価の基準３は、北海道工業大学規程集および北海道尚志学園事業報告書など、

公表された透明性の高い資料・データに基づいた記述がされている。【資料4-2-1】 

・大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価の基準Aも、ほとんど

が大学のホームページに載った記事や公表された資料に基づいて点検・評価されてい

る。【資料4-2-3】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料4-2-1】情報公表 http://www.hit.ac.jp/public-info/ 

【資料4-2-2】研究者データベース http://researchers.hit.ac.jp/ 

【資料4-2-3】大学の取り組み http://www.hit.ac.jp/public-info/ 

【自己評価】 

以上のことにより、エビデンスに基づいた透明性の高い自己点検・評価ができている

と判断している。 

 

4-2-②現状把握のための十分な調査・データの収集と分析 

【事実の説明】 

・毎年得られる学生関連・教務関連の各種データについては、入試広報センター、学生

支援センター、就職支援センターなどの各センターが収集・整理している。 

・大学の教育システムや学内の学生生活環境などの適切性を調査するとともに、学生の

クラブ活動や大学行事への参加、学業への取り組みならびに就職に対する意識につい

て実態を把握する目的で、平成23(2011)年より｢学生生活アンケート｣が実施されてい

る。結果は学内に公表され、学生生活環境の改善に利用されている。【資料4-2-4】 

・全開講科目に関して実施されている｢授業改善のためのアンケート｣の結果については、 

各学科における｢学科カリキュラム編成会議｣において詳細なデータの分析を行い一層 

の授業改善を推進している。【資料4-2-5】 

・この｢学科カリキュラム編成会議｣は各授業の実施方法や成績評価方法の改善を目的と

して前後期の成績が集計された後に開催され、各科目の成績分布データの分析を行い

授業改善に寄与している。【資料 4-2-6】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 4-2-4】学生生活アンケート集計結果 
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【資料 4-2-5】授業改善のためのアンケート集計結果 

【資料 4-2-6】学科カリキュラム編成会議結果報告書 

【自己評価】 

以上のことにより、各部署における現状把握のためのデータの収集・分析はできてい

ると考えている。これらの結果を教育システムの改善を進めるＰＤＣＡサイクルに効果

的に取り込む必要がある。 

 

4-2-③自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表 

【事実の説明】 

・平成20(2008)年度の「自己評価報告書」及び日本高等教育評価機構による評価結果、 

さらには、平成23(2011)年度に作成した「自己点検・評価年次報告書」および「自己

点検・評価報告書」をホームページに掲載し、学内外へ公表している。【資料4-2-7】 

・平成24(2012)年度の「自己点検・評価年次報告書」を学内公開し、次年度に向けた課

題の共有化を行っている。平成25(2013)年度の自己点検・評価の結果は「自己点検・

評価報告書」として学外公開すべく準備を進めている。【資料4-2-8】 

・各報告書で指摘され、あるいは課題となった内容については、「自己点検・評価委員

会」が「要措置事項一覧」としてまとめ、課題の学内共有を行っている。【資料 4-2-9】 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 4-2-7】大学評価 http://www.hit.ac.jp/info/activity/evaluation.html 

【資料 4-2-8】北海道工業大学 自己点検・評価年次報告書 [平成 24 年度版] 

 【資料 4-2-9】平成 24 年度 要措置事項一覧 

【自己評価】 

・以上のことから、自己点検・評価の結果の学内共有と社会への公表は適切に行なわれ

ていると自己評価する。 

 

（3）4－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・高い公共性を有する大学としての役割を果たすべく、今後も毎年度更新する「自己点 

検・評価年次報告書」等をホームページに公表することにより、本学のステークホル

ダーに対する説明責任を誠実に果たす。 

・大学運営の現状分析や改善策の立案などを効率的かつ迅速に進めるためには、大学に

関する情報が１カ所に集約・管理され学内で共有されていることが望ましい。全学的

なＩＲ機能構築に向けて、現在学内に分散して管理されている情報を集約し、本学の

実情に即した形で情報を共有する方策を大学改革推進室で検討する必要がある。 

・大学評価に係る情報収集、整理、調査、分析は従前通り「自己点検・評価委員会幹事

会」が受け持つ。学修効果の検証、教育の質の保証と教育システムの点検などに活用

するため、平成26(2014)年度からＩＲコンソーシアムへの加入が計画されている。各

部署での分析結果に加え、コンソーシアム加入後に得られる分析結果を「自己点検・

評価委員会幹事会」が検討することで、教育システムの改善を進めるＰＤＣＡサイク

ルを効果的に回すことが可能になる。 

・学生の学修成果の評価に向けて、ディプロマポリシー達成度調査から教育目的の達成
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状況を評価しカリキュラム改善活動にフィードバックする全学的体制の確立が必要で

ある。また、資格取得状況調査や就職先の企業アンケートの実施、および分野別の達

成度調査の方法など、達成すべき学修成果の水準および具体的な実施方法などについ

て定めたアセスメントポリシーを検討する必要がある。 

 

 

4－3 自己点検・評価の有効性 

≪4－3 の視点≫ 

4-3-① 自己点検・評価の結果の活用のための PDCA サイクルの仕組みの確立と機能性 

 

（1）4－3 の自己判定 

基準項目 4－3 を満たしている。 

 

（2）4－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

4-3-①自己点検・評価の結果の活用のためのＰＤＣＡサイクルの仕組みの確立と機能性 

【事実の説明】 

・平成20(2008)年度の認証評価受審時に作成された「自己評価報告書」及び関連資料は

全教職員に配布され、教育研究活動の改善を推進するための基礎資料として利用され

た。【資料4-3-1】 

・日本高等教育評価機構から指摘を受けた事項、及び「自己評価報告書」の「改善・向

上方策」は、平成20(2009)年度に「要措置事項一覧」としてまとめられた。その全て

を大学運営に反映させるべく全学として自己改善に取り組むとともに、各部署からの

実施経過報告をもとに毎年自己点検・評価を実施し、「自己点検・評価年次報告書」

と「要措置事項一覧」の見直しを続けることで一層の改善を進めている。【資料4-3-2】

【資料4-3-3】 

・「要措置事項一覧」を用いた自己改善活動は平成24(2012)年度も実施されたが、大学

評価基準の変更に伴い、検討事項の新基準への対応が必要である。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料4-3-1】平成20年度 大学機関別認証評価 評価結果報告書 北海道工業大学 

http://www.hit.ac.jp/info/activity/pdf/kikanbetsu_report.pdf 

【資料4-3-2】平成24年度 要措置事項一覧 

【資料4-3-3】北海道工業大学 自己点検・評価年次報告書 [平成24年度版] 

【自己評価】 

・平成 20(2008)年度の認証評価以降も「自己点検・評価委員会」作成の「要措置事項一

覧」が教育・研究・大学運営の改善のために利用されてきた。よって、自己点検・評

価の結果を活用したＰＤＣＡサイクルの仕組みは確立されていると自己評価する。 

 

（3）4－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・大学評価基準の変更に伴い、検討項目の変更が必要である。そこで「要措置事項一覧」
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を「自己点検評価レポート」と改め、新基準に対応した項目に関する自己点検・評価

の実施報告を行うことが計画されている。学内各部署が作成した「自己点検評価レポ

ート」を「自己点検・評価委員会幹事会」が集約し、これをもとに当該年度の年次報

告書を作成する。集約の際に各部署の実施経過のエビデンスを確認するとともに、前

年度の年次報告書から更新すべき事項を把握することで、従前より一層精度の高い年

次報告書の作成が可能となる。 

・大学の現状分析や自己点検および改善策の立案などを効率的に進めるために（ＰＤＣ

Ａサイクルを強力に推し進めるために）は、本学のおかれた環境や制約に基づきＩＲ

機能を構築することが望ましい。実行機関、企画機関、点検評価機関がＩＲに基づく

情報を通して相互連携を深めることで『Double PDCA Cyclic Loops』の外側のループ

が効果的に回ることになる。 

 

［基準 4 の自己評価］ 

平成 18(2006)年度始めに、日本高等教育評価機構による認証評価の受審を目標に設定

して以来、多岐にわたる具体的な自己点検・評価に取り組んできた。特に、平成 21(2009)

年度からは、認証評価受審時に作成した「自己評価報告書」を毎年度見直すこととし、

教育・研究及び大学運営の改善・向上につなげる透明性の高い自己点検・評価体制が整

ったと自己評価している。ただし、大学をとりまく環境は刻々と変化しており、社会か

ら信頼される大学としてあり続けるためには、型どおりの点検の繰り返しにならないた

めの方策が必要である。また、これまでに確立したＰＤＣＡサイクルをより効率的に回

すためには、大学改革推進室、自己点検・評価委員会、ＦＤ委員会などの組織がそれぞ

れの役割を明確にし、相互連携を強めて統一的な働きをする必要がある。校名変更・学

部学科改組を控え大学が大きく転換する時期ではあるが、これまでの活動経緯を十分把

握した上で自己点検・評価を行い、新体制の大学運営の改善に取り組む必要がある。 

 

 

Ⅳ．大学が使命・目的に基づいて独自に設定した基準による自己評価 

基準 A．学術研究及び社会連携・国際交流 

 

A－1．学術研究の実施状況 

≪A－1 の視点≫ 

A-1-① 研究環境の整備 

A-1-② 研究成果の公開 

A-1-③ 研究成果の評価 

A-1-④ 研究成果向上のための継続的活動の記録 

 

（１）A－1 の自己判定 

   基準項目 A－１を満たしている。 
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（２）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

・寒地技術と先端技術の基礎並びに応用研究の推進とその成果を産業界に還元するため、 

  学外との研究交流の支援を目的として設置した寒地総合技術センターが産学官連携の

ための仲介を担ってきた。 

・平成 21(2009)年度からは研究支援センターが産学官連携の中核となり、平成 24(2012)

年３月には、地方独立行政法人北海道立総合研究機構と「連携・協力に関する協定」を

締結した。また、学科の垣根を越えて研究推進を図るために研究所の設立を進めており、

平成 24(2012)年４月に寒地環境エネルギーシステム研究所を、平成 25(2013)年４月に寒

地ヒューマンサポートシステム研究所を創設した【資料 A-1-1】～【資料 A-1-4】。 

このように大学として研究基盤の整備に取り組んでおり、寒冷地技術を中心に大学の先

端技術を実用化して地域社会に還元する様々な研究を推進している。 

・学外との連携については、地方独立行政法人北海道立総合研究機構と「連携・協力に関

する協定」を締結したが、この連携協定に基づく研究について、研究テーマを設定して

推進する必要がある。 

・競争的資金については、獲得件数、金額は十分とは言えない状況にあるため、今後獲得

増を図っていく必要がある。 

・学内の研究費配分については、研究グループによる競争化が図られているが、この改革

が研究の活性化及び成果につながるかについては今後の継続的な評価が必要である。 

 

A-1-① 研究環境の整備 

[研究組織] 

 これまでは学科の教員が個々に研究を進める体制を取り、研究上の必要性がある場合に

限り教員同士の研究協力体制が取られていた。今日の複雑多様化する社会情勢においては、

教員個々が研究を行うよりも従来の研究分野をまたぐ創造的かつ総合的な研究を行い、発

信していくことが必要であり、学科の垣根を越えて教員が集まり組織的に研究を行うため

に研究所の設立を進めている。本学最初の研究所として平成 24(2012)年４月に寒地環境エ

ネルギーシステム研究所を創設した。この研究所では、省エネルギー・自然エネルギーな

どに関する研究を機械・電気・建築・都市環境の各分野の教員が集結し、「積雪寒冷地にお

ける環境エネルギーシステムの確立」を目指している。また、平成 25(2013)年４月には、

寒地ヒューマンサポートシステム研究所を創設した。この研究所では、寒冷地で生活する

人々を対象に、日常生活はもとより雪害などの非常時に、特に生活の不便や不自由を強い

られる高齢者や障がいを持つ人々の能力を支援し、人、医療、機械、情報技術を機能的に

融合した研究を行い「寒冷地における実生活に根ざすシステムの開発及び研究現場として

地域に貢献できる人材の育成を図り、最先端の製品・システムの提供」を目指している。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-1-1】HIT NEWSLETTER Vo.30／2012 N0.1  

        http://www.hit.ac.jp/info/magazine 

【資料 A-1-2】北海道工業大学環境エネルギーシステム研究所規程 

【資料 A-1-3】HIT NEWSLETTER Vo.31／2013 N0.1  

       http://www.hit.ac.jp/info/magazine 
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【資料 A-1-4】北海道工業大学寒地ヒューマンサポートシステム研究所規程 

 

[研究施設の整備状況] 

本学では、教育研究用に整備した施設については研究支援センターの下に施設ごとの運

営委員会を設置して、その運用を行っている。現在、運営委員会を設置している施設は２

件である。【資料 A-1-5】～【資料 A-1-7】 

平成 24(2012)年４月より利用を開始した体育館（ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ）には、南西壁面

に設置された太陽光発電パネル、冷暖房には地中熱ヒートポンプを用いるなど、自然エネ

ルギー利用設備を導入し省エネルギー化を図っており、この体育館の施設自体が先に述べ

た寒地環境エネルギーシステム研究所の研究対象の一つとなっている。 

 

        

  (1)太陽光発電パネル             (2)地中熱ヒートポンプ 

写真 A-1 体育館の自然エネルギー利用設備 

 

また、経済産業省の「平成 21 年度省エネルギー計測監視等推進事業」として選定された

「見える化モニタリングシステム」により学内の 260 ポイントに電力計や温度計などの計

測機器を設置し、電力・石油などのエネルギー消費量を計測して「見える化」することで

電力利用状況等が常時把握されている。また、基準３でも記述したように学生による省エ

ネパトロールを実施し不要な箇所を消灯するなど、全学を挙げて省エネに取り組んでいる

ことも本学の特徴である。この「見える化モニタリングシステム」は研究目的に導入した

わけではないが、大学全体を省エネ化することを通じて実証研究的にも機能していると言

える。【資料 A-1-8】 
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図 A-1 見える化モニタリングシステム構成図 

 

図 A-2 見える化モニタリングシステム表示画面 
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写真 A-2  

学生による省エネパトロール 

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-1-5】北海道工業大学研究支援センター規程 

【資料 A-1-6】北海道工業大学Ⅱ－Ⅵ族研究用ＭＢＥ装置運営委員会内規 

【資料 A-1-7】北海道工業大学全自動Ｘ線分析システム運営委員会内規 

【資料 A-1-8】省エネルギー診断業務報告書 

 

[競争的資金への応募、獲得状況] 

 表 A-1-1は平成20(2008)年度以降の競争的資金獲得件数および金額を示す。また、平成

22(2010)年度より科学研究費の応募増および獲得件数の増大を目指し、応募した教員に

対して翌年に研究費を配算する奨励研究費制度を設けた。また、平成25(2013)年度には

惜しくも採択に至らなかった応募者を対象に、次年度以降の採択につながるよう重点的

に研究費を配算することとした。 

 

表 A-1-1 競争的資金獲得件数・金額                       
 

年 度 
科学研究費 科学研究費以外 合 計 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 

平成 20(2008) 11 15,002 ２ 1,376 13 16,378 

平成 21(2009) 11 18,070 ４ 6,500 15 24,570 

平成 22(2010) 13 16,640 0 0 13 16,640 

平成 23(2011) 16 25,480 0 0 16 25,480 

平成 24(2012) 15 22,750 0 0 15 22,750 

 

[研究促進のための公的機関との連携状況] 

 平成24(2012)年３月に地方独立行政法人北海道立総合研究機構と「連携・協力に関する

協定」を締結した。この協定は、寒冷地特有の産業技術をはじめ北海道の特性を活かした

技術の構築を推進し、道内企業の高度化や経済の活性化に寄与することを目的としている。

この協定により、建築・機械・材料等の各分野での研究が両機関共同で推進されることが

期待される。平成24(2012)年７月には、この協定締結を記念したセミナーが開催された。

また、平成24(2012）年10月に、弘前市と「連携に関する協定」を締結した。この協定は、
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両者が雪氷分野、特に融雪、利雪の分野において相互に連携・協力し、北海道工業大学が

持つ雪氷工学における研究成果等を弘前型スマートシティの雪対策等に活かし、地域社会

の発展と人材育成に寄与することを目的としている。この協定締結を記念し、技術移転セ

ミナーが弘前市内で同日開催された。【資料 A-1-9】【資料 A-1-10】 

      

写真 A-3                写真 A-4  

北海道立総合研究機構との          弘前市との協定締結記念 

協定締結記念セミナー          技術移転セミナー 

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-1-9】北海道工業大学と地方独立行政法人北海道立総合研究機構との連携・ 

協力に関する協定 

【資料 A-1-10】弘前市と北海道工業大学の連携に関する協定 

 

[企業等からの受託研究等の実績] 

 平成 20(2008)年度までは寒地総合技術センター、平成 21(2009)年度からは研究支援セン

ターが学内外に対応する窓口であり、毎年 20 件程度の受託研究を受け入れている。この他、

学外からの研究費の受け入れとしては、奨学寄付金によるものがある。表 A-1-2 に平成

20(2008)年度～平成 24(2012)年度における学外からの受託研究、奨学寄付金の件数及び金

額を示す。【資料 A-1-11】～【資料 A-1-13】 
 

表 A-1-2 受託研究、奨学寄付金の件数・金額                 
 

年 度 受託研究 奨学寄付金 合 計 

 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 

平成 20(2008) 33 35,278 25 17,220 58 69,718 

平成 21(2009) 24 31,845 22 13,700 46 45,545 

平成 22(2010) 24 26,726 16 7,970 40 34,696 

平成 23(2011) 13 19,226 16 8,035 29 27,261 

平成 24(2012) 23 28,997 17 4,410 40 33,407 

【エビデンス集・資料編】 

  【資料 A-1-11】北海道工業大学受託研究取扱規程 

 【資料 A-1-12】北海道工業大学奨学寄付金取扱規程 

  【資料 A-1-13】受託研究・奨学寄附金一覧 
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 [大学内における競争的研究資金] 

 平成23(2011）年に学内における競争的研究費規程を改正し、新規応募は学科横断型の研

究グループによる申請のみとした。この改正の目的は、研究テーマを学際的なものとする

ことにより、新たな研究領域へのチャレンジの場を与えるものである。初年度である平成

23(2011)年度には８件の応募があり、このうち３件を採択し平成24(2012)年より研究が着

手されている。また、新制度の２年目である平成24(2012)年度には７件の応募があり４件

を採択した。【資料 A-1-14】【資料 A-1-15】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 A-1-14】北海道工業大学競争的研究費規程 

 【資料 A-1-15】北海道工業大学競争的研究費の審査取扱要領 

 

[研究グループ化による研究の活性化] 

 教員の個人研究費は、これまで学科の教員人数に応じて配算していた研究費が基礎財源

となっていた。研究実績や校務等を考慮し学科内の独自のルールにより傾斜配分されてい

たが、その比率は小さく、ほぼ均等配分に近い実態であった。平成24(2012)年度からは、

各学科内において２～５名程度の教員からなる研究分野を形成し、これまでの研究実績や

競争的資金獲得の実績に基づいて、分野ごとに研究費を傾斜配分することとした。 

 

A-1-② 研究成果の公開 

[研究成果の公開] 

 本学教員の研究成果は学会論文集、学会の講演会、シンポジウム等を通じて発信してい

る。外部に発信した研究成果の総数は、平成20(2008)年度～平成24(2012)年度の５か年間

において、総数が3,284件である。これらの研究成果はデータベース化し、本学ホームペー

ジにおいて公開している。【資料 A-1-16】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 A-1-16】研究者データベース ラボサイト http://www.labs.hit.ac.jp/ 

 

A-1-③ 研究成果の評価 

[研究成果の評価] 

 教員の研究成果は、研究費配分の際の基礎資料、業務の平準化のための教員活動の評価

の際にポイント化されている。 

 

[学会における受賞] 

 教員のこれまでの研究実績等に基づく学会からの表彰は、平成20(2008)年度～平成

24(2012)年度の５か年間で合計37件である。 

 

A-1-④ 研究成果向上のための継続的活動の記録 

[説明会・成果報告会の開催] 

 科学研究費の申請に際しては学内において説明会を実施している。また、学内の競争的

研究費については、研究期間が終了した際に全教員を対象とした成果報告会を開催し、教
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員の研究のモチベーション向上を図っている。 

 

（３）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

・本学は基本理念の一つとして地域社会への貢献を掲げており、産業界との連携・技術移

転イベント等への積極的な参加により科学技術の教育研究を推進するとともに、寒冷地

特有の技術開発及び生活を支える技術の啓発等を通し、地域社会発展への継続的な貢献

を目指す。 

・《職務発明等規程》において、知的財産を大学が承継できる制度が確立しているが、現在

までには大学としての特許出願には至っていない。今後、一層の知財認識の浸透を図り、

学内知財の実利的な運用に取り組んでいく。 

・研究支援センターを中心に教育と大学運営に関わる校務との兼ね合いをルール化し、外

部資金の積極的な導入促進のために検討を加える。 

 

 

A－2．研究成果の普及及び実用性 

≪A－2 の視点≫ 

A-2-① 研究成果の市民向けの発信（公開講座・技術移転イベント） 

A-2-② 研究成果の社会貢献 

A-2-③ 研究成果の普及・実用化 

A-2-④ 研究成果の普及のための継続的活動の記録 

 

（１）A－2 の自己判定 

   基準項目 A－2 を満たしている。 

 

（２）A－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

・社会人を対象とした公開講座は、平成 19(2007)年度から「生産管理エキスパート塾」と

して継続的に実施し、平成 24(2012)年度からは「生産現場“ＫＡＩＺＥＮ力”育成ゼミ

ナール」として実施している。 

・その他、地域からのニーズに対応して青森市、上富良野町、平取町、弘前市、幕別町等

でセミナーを開催している。 

・本学教員はこれまでの研究実績により、多数の委員会・研究会に参加し社会貢献してい

る。 

 

A-2-① 研究成果の市民向けの発信（公開講座・技術移転イベント） 

[公開講座の実施状況] 

昭和 53(1978)年度に「市民講座」の名称で開催したのが、本学の公開講座の端緒である。

大学が有する教育や研究の成果を地域社会に還元すべく、市民講座の他、公開講座、公開

セミナー、先端技術者啓発講座、社会人技術者講座等名称は様々であるが、大学キャンパ

スをはじめとして札幌市内及び北海道各地で開催してきた。表 A-2-1 は、平成 20(2008)年

度～平成 24(2012)年度に実施した主な公開講座を示している。【資料 A-2-1】 
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表 A-2-1 主な公開講座                           
 

年 度 公開講座名（開催地） 支援団体等 

平成 19(2007)～ 生産管理エキスパート塾（学内） 北海道銀行中小企業人材育成基金 

平成 21(2009) 北海道工業大学技術移転セミナー（青森市） 青森県県土整備部、青森県建設業協会等 

平成 21(2009) 
手稲区民講座 
北海道工業大学市民公開講座（札幌市） 

手稲区民センターとの共同開催(２回) 

平成 21(2009) 
北海道工業大学青少年公開講座 
「でんきモノづくり教室」（北見市） 

北見市教育委員会、同窓会北見支部 

平成 22(2010) 
北海道工業大学技術移転セミナー 
（上富良野町） 

上富良野建設業協会(主催) 

平成 22(2010) 
北海道工業大学公開講座 
「ツクルヨロコビ×ヨロコビツクル」（学内）

北海道尚志学園高等学校 

平成 22(2010) 
手稲区民講座 
北海道工業大学「市民公開講座」（札幌市） 

手稲区民センターとの共同開催(２回) 

平成 22(2010) 
北海道工業大学青少年公開講座 
「でんきモノづくり教室」（網走市） 

網走市教育委員会、同窓会網走支部 

平成 22(2010) 
北海道工業大学公開講座「上質なせっけんを
手づくりしてみよう（実践編）」（学内） 

  

平成 22(2010) 
平取町成人文化講座「上質なせっけんを手づ
くりしてみよう」（平取町） 

平取町教育委員会(主催) 

平成 23(2011) 
北海道工業大学青少年公開講座 
「サイテクアド（ｻｲｴﾝｽ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ）」
（稚内市・利尻町） 

稚内市教育委員会、利尻町教育委員会、利
尻富士町教育委員会、同窓会稚内支部 

平成 23(2011) 
北海道工業大学青少年公開講座 
「サイテクアド（ｻｲｴﾝｽ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ）」
（学内） 

北海道尚志学園高等学校 

平成 23(2011) 北海道工業大学「市民公開講座」（札幌市） 手稲区民センターとの共同開催（２回） 

平成 23(2011) 
北海道工業大学小学生向けモノづくり教室 
「サイテクアド（ｻｲｴﾝｽ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ）」
（学内） 

札幌市、札幌市教育委員会、手稲区 

平成 24(2012) 合同講演会「地震に備える」（札幌市） 札幌市曙図書館との共同開催 

平成 24(2012) 
平取町親子体験学習「サイテクアド リモコ
ンカーをつくろう」（平取町） 

平取町教育委員会(主催) 

平成 24(2012) 
道工大と道総研の連携・協力協定締結記念セ
ミナー｢北国のくらしとエネルギーを考える｣
－身近な省エネルギーのすすめ－（札幌市）

北海道立総合研究機構と共同開催 

平成 24(2012)～ 生産現場“ＫＡＩＺＥＮ力”育成ゼミナール
北海道立総合研究機構 
北海道銀行中小企業人材育成基金 

平成 24(2012) 
北海道工業大学青少年公開講座 
「サイテクアド（ｻｲｴﾝｽ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ）」
（根室市） 

根室市教育委員会、同窓会根室支部 

平成 24(2012) 
北海道工業大学技術移転セミナー｢積雪寒冷
地における雪対策とエネルギーの有効活用｣
（弘前市） 

弘前市と共同開催 

平成 24(2012) 北海道工業大学「市民公開講座」（札幌市） 手稲区民センターとの共同開催（２回） 

平成 24(2012) 合同講演会「住宅と省エネルギー」（札幌市） 札幌市曙図書館との共同開催 

平成 24(2012) 
北翔大学・北海道工業大学連携企画 
「超高齢社会に対応する北海道のまちづく
り」（札幌市） 

北翔大学との共同開催 
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写真 A-5 曙図書館との合同講演会   写真 A-6 北海道工業大学市民公開講座 

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-2-1】公開講座チラシ・実施要領等 

 

[技術移転イベントへの参加] 

北海道経済産業局が中心となり開催している「北海道 技術・ビジネス交流会」には、平

成 11(1999)年から研究成果を出展してきた。 

 さらに、現在国内最大のビジネスマッチング行事で文部科学省と経済産業省が共同で開

催している「イノベーション・ジャパン－大学見本市」には、平成 16(2004)年の第１回よ

り出展し、研究シーズと企業ニーズのマッチングを探るとともに、全国レベルの産学連携

を図っている。 

 

A-2-② 研究成果の社会貢献 

[学外からの委員・研究会への参画依頼] 

 本学の教員に対しては、その専門性から国・自治体等が開催する委員会、学会が開催す

る研究会への委員委嘱が多く、依頼件数は平成 20(2008)年度～平成 24(2012)年度の５か年

間について、それぞれ 134 件、131 件、104 件、109 件、201 件を数えており、各専門分野

において国、地方自治体、民間企業の事業の実施や研究の推進上、重要な役割を果たして

いる。 

 

A-2-③ 研究成果の普及・実用化 

[省エネルギーに関わる技術の普及] 

 平成 23(2011)年に発生した東日本大震災は原子力発電所の停止により電力不足の状態

が危惧され本学の立地する北海道においても計画停電が計画された。本学では、A-1 にお

いて記述したように平成 21(2009)年度より「見える化モニタリングシステム」を導入して

おり、その電力使用においては時間帯別、建物別に常時、把握できるようになっている。

こうしたシステムによる省電を促進させるために、学生による省エネパトロールを実施し

不要な箇所を消灯するなど、全学を挙げて省エネに取り組んでいる。このような学内にお

ける省エネの取り組みや技術については、平成 24(2012)年４月に創設した寒地環境エネル

ギーシステム研究所が中心となり対外的に発信している。 
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[研究成果が実用化された事例] 

学外からの研究依頼が実用化に繋がった例として、以下の二つのテーマについて記述す

る。 

(a) 生態学的混播混植法の研究 

森から拾い集めた様々な樹木の種を 2, 3 年で苗に育て、植樹場所へ移して数種類を混植

した後、生存競争による自然淘汰に任せて森林再生を図る方法を、札幌の石狩川河川敷を

はじめ旭川、釧路などの河川敷地で実施している。平成 12(2000)年には石狩市茨戸川で、

「環境市民フォーラム」の人々が本方法で植樹を実施し、河川敷地の緑化を図った。平成

17(2005)年度には、洞爺湖畔の火山防災施設の環境整備に採用され、平成 20(2008)年度開

催の「北海道洞爺湖サミット」において本方法による植樹が実施された。 

(b) 超小型人工衛星の研究と地域利用の可能性 

農作物の作柄観察、観光情報の提供など様々な地域利用の可能性を秘めた、軽量、低コ

スト次世代型超小型衛星「マイクロサット」の研究を行っている。平成 15(2003)年には「地

上の星プロジェクト」という名称で、人工衛星用としては初めて大容量送受信が可能なレ

ーザー光通信システムの実験に成功した。さらに平成 18(2006)年 9 月 23 日、鹿児島県の

内之浦宇宙空間観測所からＭ－Ｖロケットにより、太陽観測衛星とともに道産子衛星『Ｈ

ＩＴ－ＳＡＴ(ヒット･サット)』が地球周回軌道に投入され、北海道初の人工衛星の打上げ

が成功した。 

 

A-2-④ 研究成果の普及のための継続的活動の記録 

[研究成果の普及のための継続的活動の記録] 

 研究成果の普及のために、ホームページにより公開講座の開催及びその結果の情報を公

開するとともに、技術移転イベントに参加した教員による報告会を開催して、教員による

研究成果の普及活動の促進を図っている。また、平成 24(2012)年度には研究支援センター

において研究成果の普及に向けたパンフレットを作成した。 

 

（３）A－2 の改善・向上方策（将来計画） 

・社会人を対象とした公開講座については、平成 19(2007)年度より５か年にわたり「生

産管理エキスパート塾」を開講し、当初の目標どおりの成果を得た。平成 24(2012)年

度からは、「生産現場“ＫＡＩＺＥＮ力”育成ゼミナール」を開講している。 

・今後は地域のニーズに適合した新たな公開講座を発案し積極的に展開して行く。 

 

 

A－3．社会連携・国際交流 

≪A－3 の視点≫ 

A-3-① 大学施設の開放 

A-3-② 他大学との連携、高等学校との連携・総合学習への協力、青少年に対する科学教

育への貢献 

A-3-③ 地域連携・交流 

A-3-④ 国際交流 
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A-3-⑤ 社会連携・国際交流の推進のための継続的活動 

 

（１）A－3 の自己判定 

   基準項目 A－３を満たしている。 

 

（２）A－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

・平成 15(2003)年度にスタートした本学図書館の学外者利用制度は、土曜開館により利用

者の利便性向上を図っており、現在では登録者数が 591 名と着実に定着している。 

・高大連携は５校と連携しており、参加者数は増加傾向にある。 

・道内各地域の教育委員会及び同窓会の協力を得て、小学校を対象とした青少年公開講座

を開催している。 

・手稲区唯一の大学として、平成 20(2008)年３月に手稲区、手稲区連合町内会連絡協議会

及び本学の三者で「地域連携協定」を締結し、地域連携に積極的に貢献している。本学

は、「ていね夏あかり」等の地域行事に継続的に貢献している。 

・平成 25 年(2013)年３月に「手稲区連合町内会連絡協議会、本学及び手稲区による防災連

携協定」を締結し、三者の連携がさらに強化された。 

・本学の体育館（ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ）は、札幌市の「基幹避難所」に指定され、災害対応

の拠点となった。 

・地域連携協定は、上富良野町、猿払村、弘前市、幕別町とも進めており、今後、本学が

北海道内や寒冷地における地域活性化のための役割が期待される。 

・恒例となった本学学生と地域住民による地域ゴミ拾い、本学学生の雪かきボランテイア

など地域との共存が図られている。 

・地域の街づくりにも積極的に参画し、新川通さくら並木植栽、山口緑地の植栽活動等、

様々な形で貢献している。 

・交換留学については、平成 24(2012)年度からはフィンランド・オウル総合科学大学交換

留学生の人数が１名から２名への増加、または１名の場合には滞在期間を延長すること

とした。 

 

A-3-① 大学施設の開放 

[大学施設の開放] 

大学キャンパスの地域への開放を目指し本学は、平成 12(2000)年から平成 16(2004)年の

間に稲山通沿いの金属製フェンス及び開学以来の正門の撤去を暫時行い、自由に緑地を利

用できるように開放してきた。さらに、道路境界にエゾムラサキツツジの植栽を進め、地

域の緑化にも積極的に協力している。キャンパスの一部は、札幌市の「広域避難場所」に

指定されている。昭和 60(1985)年に札幌市営バスの停留所「工業大学前」を誘致して以来

のバス待合所は、講義棟(Ｇ棟)に繋げて改築し学生のみならず地域の方々の利用も多い。

全面ガラス張りで見通しの良いこの施設は、平成 17(2005)年近隣住民の推薦により「第 12

回札幌市都市景観賞」を受賞した。本学の開かれた大学の理念が、地域社会と結ばれた一

例と考える。この講義棟は、基準 2-9-①に記述したとおりその公共性を含め、平成 18(2006)

年に「公共建築賞優秀賞」を受賞している。 
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なお、図書館は地域住民や卒業生にも開放しており、図書の貸出、予約、複写、レファ

レンス及び図書の照会、検索等のサービスを提供している。平成 22(2010)年度からは図書

館の土曜開館を行い利用の利便性を向上させている。また、体育館（ＨＩＴ ＡＲＥＮＡ）

は札幌市の「基幹避難所」に指定され、災害対応の拠点となっている。【資料 A-3-1】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 A-3-1】図書館 http:// www.hit.ac.jp/lib_info/libray/index.html 

 

A-3-② 他大学との連携、高等学校との連携・総合学習への協力、青少年に対する科学教

育への貢献 

[大学間の連携] 

平成 21(2009)年１月には、「さっぽろ地・学連携フォーラム」に参加。同年５月には、

道内大学及び札幌市市長政策室、北海道経済産業局等が加盟する「札幌圏大学間連携を考

える会」で、札幌市が主催し東京で行う観光イベントに資料参加を行った。平成 22(2010)

年６月に発足した札幌圏大学連携ネットワーク会議に参加。他大学との情報交換を行うと

ともに、「札幌駅前通地下空間広場の活用手法」を募集する活動に札幌圏の大学とともに参

加し、アイデアコンペで最優秀賞を受賞した。【資料 A-3-2】 

共同研究の一つには、東京都市大学との「インターネットを利用した遠隔地共同授業・

共同実施」の事例があるが、この成果は平成 13(2001)年、授業の質的向上に寄与する優秀

な研究であるとして「文部科学大臣賞」（最優秀賞）を受賞している。 

平成 24(2012)年度には、北翔大学と本学の連携企画として、「超高齢化社会に対応する

北海道のまちづくり」と題した講演会を、北翔大学北方圏学術センター「ポルト」で開催

した。 

東北工業大学とは学生のスポーツの対抗戦を実施してきたが、平成 23（2011）年度以降

は両者の教職員の交流を図ることとし、相互にＦＤ研修会の講師の派遣を行っており、平

成 24(2012)年度は本学教員が東北工業大学においてＦＤ研修会の講師を務めた。平成

25(2013)年度は両大学の発展に資することを目的として、教職員・学生の交流を通じて相

互の知見の理解と教育・研究に関して連携し協力しあうために「連携協定」を締結した。

この協定に基づき、平成 25 年(2013)年 11 月に本学から東北工業大学へ職員を派遣し、同

年 12 月には東北工業大学から本学へ職員が派遣され、それぞれＳＤ研修を行った。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-2】Hit News 2010/Vol. 5,6   http://www.hit.ac.jp/info/magazine 

 

 [高等学校との教育連携] 

平成 11(1999)年に高校生が科学をより楽しく学ぶことを目的に、北海道高等学校文化連

盟石狩支部理科専門部・生徒の研修会が本学で開催された。石狩管内の８高校から 46 人の

高校生が訪れ、工学の各分野６テーマで実習を行った。この研修成果は北海道の研究集会

で発表された。 

平成 15(2003)年には、北海道札幌稲北高等学校、北海道札幌手稲高等学校とそれぞれ高

大連携に関する覚書の調印を行い、本学が用意する学習プログラムに高校生が参加する「教

育連携講座」がスタートした。いずれも理科に対する理解と学習意欲を高め、地域の科学
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技術教育活動の普及に寄与することを目的とするものである。 

高大連携は、平成 25(2013)年８月現在５校と締結している。表 A-3-1 は高大連携締結校

を示す。表 A-3-2 は、平成 20(2008)年度～平成 24(2012)年度における連携教育受け入れ校

数とその人数を示す。【資料 A-3-3】～【資料 A-3-5】 

 

表 A-3-1 高大連携協定締結高校 
 

年 度 連 携 高 校 

平成 15(2003) 北海道札幌稲北高等学校
*
、北海道札幌手稲高等学校 

平成 16(2004) 北海道琴似工業高等学校 

平成 19(2007) 北海道札幌稲西高等学校
*
 

平成 20(2008) 北海道札幌工業高等学校 

平成 21(2009) 北海道札幌新川高等学校 

平成 23(2011) 北海道札幌あすかぜ高等学校
*
 

     * 北海道札幌稲北高校、北海道札幌稲西高校は北海道札幌あすかぜ高等高校に再編統合 
 
 
 

表 A-3-2 高大連携教育受け入れ校数と受け入れ人数 

     

年 度 
受け入れ校数 受け入れ人数 

平成 20(2008) ４ 598 

平成 21(2009) ４ 438 

平成 22(2010) ５ 586 

平成 23(2011) ５ 622 

平成 24(2012) ５ 615 

 

      

写真 A-7 高大連携授業 

 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-3】北海道工業大学高大連携教育推進委員会規程 

【資料 A-3-4】高大連携に関する覚書 

【資料 A-3-5】平成 24 年度高大連携教育実施計画書及び実施結果 

 

[総合学習への協力] 

小・中学校、高等学校での「総合的な学習の時間」の実施もあって、本学に出前授業等
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の要望が多く寄せられている。そこで、本学教員から提供されたテーマ（平成 20(2008)年

度は 230 テーマ、平成 21(2009)年度は 230 テーマ、平成 22(2010)年度は 231 テーマ、平成

23(2011)年度は 291 テーマ、平成 24(2012)年度は 294 テーマ、平成 25(2013)年度は 309

テーマ）を公開し、広く学外からの要望に応じられる態勢を整えている。平成 20(2008)～

平成 24(2012)年度の実施校は、それぞれ 34 校、32 校、28 校、38 校、41 校。平成 25(2013)

年度は 12 月末現在で 40 校、ほかに２件実施予定である。 

 

[青少年に対する科学教育] 

北海道科学の祭典、手稲区家庭教育学級合同学習会など子供達の理科離れ対策をはじめ

として、地域の教育に関連した行事に対して積極的に学内施設の提供や人的支援を行って

いる。平成 18(2006)年度から平成 23(2011)年度には「青少年のための科学の祭典」を実施

し、多くの子供の参加を得た。更に平成 19(2007)年、21(2009)年度には、「わくわくドキ

ドキ！科学おもちゃをつくろう」、日本学術振興会との共催による「ひらめき☆ときめきサ

イエンス」夏休みキッズ科学技術セミナーを開催している。また、平成 21(2009)年９月に

は、北見市教育委員会と同窓会北見支部の後援のもと、小学生高学年を対象に「モノ作り」

をとおして理科の楽しさを体験してもらう青少年公開講座を開催した。平成 22(2010)年 10

月には、網走市教育委員会と同窓会網走支部の後援を得て小学校高学年を対象とした青少

年公開講座を開催した。また、平成 23(2011)年７月には稚内市教育委員会、利尻町教育委

員会、利尻富士町教育委員会、同窓会稚内支部の後援を得て稚内市と利尻町において小学

校高学年を対象に青少年公開講座を開催した。平成 23(2011)年 12 月には札幌市、札幌市

教育委員会、手稲区の後援を得て学内において小学生向けモノづくり教室を開催した。平

成 24(2012)年７月には根室市教育委員会、同窓会根室支部の後援を得て根室市教育委員会

が行っている子ども社会教育参加促進事業「ねむろわんぱくチャレンジ」の対象講座の指

定を受け根室市内において小学生向けモノづくり教室を開催した。平成 25(2013)年８月に

は、同年地域連携協定を締結した幕別町において、幕別町教育委員会と北海道工業大学の

主催、同窓会十勝支部の後援により青少年公開講座「サイテクアド-小学生モノづくり教室

-」を開催した。【資料 A-3-6】 

     

写真 A-8 根室市における青少年公開講座（サイテクアド） 
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A-3-③ 地域連携・交流 

[地域連携協定] 

これまで、周辺町内会との情報交換会をはじめ様々な交流を行ってきたが、より実りあ

る総合的なものにするべく、平成 20(2008)年３月、手稲区連合町内会連絡協議会、本学及

び手稲区の三者で、「地域連携協定」を締結した。この地域連携協定の一環として、平成

22(2010)年６月に「新川通さくら並木植栽に関する覚書」が交わされ、本学教授が開発し

た「生態学的混播混植法」を応用した植栽方法により整備が行われることになった。平成

23(2011)年８月には、上富良野町と上富良野町のまちづくりと人材育成に寄与することを

目的に地域連携協定が締結された。上富良野町とは平成 23(2011)年４月に「積雪寒冷地に

おける未利用エネルギーの有効活用とその可能性について」のセミナーが開催され、また、

町営住宅の将来構想検討の研究委託を受託していることなどから協定締結に至った。その

後同町とは、平成 25(2013)年７月に本学准教授が「スマートフォン等によるトラブル対応

講演会」で講演、同年９月の「第 18 回全道フットパスの集い in かみふらの」に本学学長

をアドバイザー、准教授をコーデイネーターとして派遣するなど協定に基づく活動を着実

に実施している。 

また、平成 24(2012)年７月には猿払村との地域連携協定を締結した。この協定においても

両者が人的・知的資源、施設及び情報についても相互交流支援や効果的活用を進めること

を目的としていることから、平成 24(2012)年 11 月、および平成 25(2013)年７月に猿払村

からの依頼で、「コケモモ」自生地の現地調査等に教員を派遣した。さらに、平成 25 年(2013)

年６月には幕別町と地域連携協定を締結し、同年７月には「幕別コミュニティカレッジ」

の開講式と本学教員による第１回セミナーを開催し、また８月には幕別町内の小学３年生

から６年生を対象とした「サイテクアド-小学生モノづくり教室-」を開催した。【資料

A-3-7】【資料 A-3-8】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 A-3-6】HIT NEWS 2011/Vol.8，9  HIT NEWS LETTER Vol.30/2012№2 

        http://www.hit.ac.jp/info/magazine 

 【資料 A-3-7】地域連携協定書 

 【資料 A-3-8】HIT NEWS 2010/Vol.3  HIT NEWS 2011/Vol.8 

http://www.hit.ac.jp/info/magazine 

 

 [防災連携協定] 

平成 25(2013)年３月 12 日に「手稲区連合町内会連絡協議会本学及び手稲区による防災

連携協定」の調印式が行われた。この防災連携協定は、手稲区内で発生する災害に備えて、

それぞれが持つ人的・知的資源、施設及び情報などで相互に協力することにより、手稲区

の地域防災力を向上させ、災害に強い手稲区づくりに寄与することを目的とする。この三

者はすでに平成 20 年に地域連携協定を締結しており、防災連携協定により防災に関しての

連携を更に深めることになる。この協定により本学の体育館ＨＩＴ ＡＲＥＮＡは札幌市地

域防災計画の定める「収容避難場所」に指定され、1,050 名を収容する。同年４月１日か

ら札幌市避難場所基本計画の運用により、「基幹避難所」の指定を受け、災害対応の拠点と

なった。【資料 A-3-9】【資料 A-3-10】 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-9】防災連携協定書 

【資料 A-3-10】HIT NEWS LETTER Vol.31 2013 No.3 

 

[周辺町内会役員との情報交換会] 

大学周辺の地域は多くの学生の居住地となり、平成 12(2000)年より周辺町内会と学生部

（現学生支援センター）関係者との情報交換会を開催し、学生たちの生活マナーや、車両

通学者の交通ルール遵守などについて話し合いがなされている。本学クラブ部員が毎年実

施している大学周辺のゴミ拾いに対する感謝の声がある一方、下宿生などによる若者特有

のゴミ捨て等、マナーの悪さへの苦情の声も寄せられている。近隣に居住する卒業予定者

に個別に注意喚起を行うとともに、新入生のガイダンスの際にマナー等の注意喚起を行っ

ている。なお、マイカークラブでは、基準 2-9-①に記述した「100 日間セーフティラリー」

への協力に加え、全国交通安全週間時に地域住民とともに交通事故防止運動に参画してい

る。平成 22(2010)年７月には本学において、手稲区連合町内会連絡協議会、手稲区との三

者による意見交換会が開催された。平成 24(2012)年７月には交流会が開催された。【資料

A-3-11】【資料 A-3-12】 

【エビデンス集・資料編】 

 【資料 A-3-11】平成 25 年度 119 日間セーフティラリー実施要領 

【資料 A-3-12】HIT NEWS 2010/Vol.4  http://www.hit.ac.jp/info/magazine 

 

[地域ゴミ拾いと雪かきボランティア] 

平成 11(1999)年度を初回として毎年春先に、協学会体育局系クラブのメンバーが集まり

大学周辺の道路や空き地などに放置されているゴミを片付けている。その後、文化局系ク

ラブの参加も得、大学周辺の町内会と合同の活動となった。大学周辺地域のゴミステーシ

ョン改善プロジェクト等、地域との交流や貢献をテーマとした課題が、「夢プロジェクト」

として採用されている。更には、冬季ボランティア「雪かき隊」が平成 17(2005)年度より

「夢プロジェクト」に採択され、約 100 名の学生が参加して大学周辺の高齢者世帯の除雪

を行っている。この取組みは継続して実施され町内会から感謝状を受けるなどの成果を得

ている。【資料 A-3-13】～【資料 A-3-15】 

     

写真 A-9 町内会との合同ゴミ拾い 
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【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-13】平成 25 年度協学会・体育局・文化局主催大学周辺町内ゴミ拾い実施要

領 

【資料 A-3-14】平成 25 年度夢プロジェクト採択一覧 

【資料 A-3-15】平成 24 年度雪かき隊企画書及び活動報告書 

 

[手稲区の地域行事やまちづくりへの参画] 

本学は区内唯一の大学であり、「住宅地計画、まちづくり研究」の地域連携の実践とし

て、本学住宅地計画研究分野の教員と学生が「手稲区民まつり」に平成 4(1992)年から

参画した。この夏祭りに合わせて、子どもたちと提灯作りで参加する「ていね夏あかり」

は「北のまちづくり賞知事賞」を受賞した。毎年冬に手稲山で開催される「手稲山雪の

祭典」にはゼミ単位で学生、教職員が参加して地域との交流を深めている。 

平成 21(2009)年度は、手稲区の区制 20 周年にあたり、その記念事業の式典において、

エコキャップ運動の一環として学生が制作したペットボトルキャップでつくるモザイク

画の序幕式が行われた。制作の段階から市民参加型のイベントとして実施され手稲区か

ら高い評価を受けている。平成 23(2011)年２月には、札幌市と「さっぽろふるさとの森

づくりに関する覚書」を締結し、手稲区内の山口緑地の植栽活動に関する協力を行うな

ど地域からの要請に様々な形で貢献している。さらに、平成 25(2013)年４月及び 12 月

には手稲区から依頼を受け本学の学生が手稲区を紹介する冊子「ヒミツのｔｅｉｎｅ」

の作成に協力し発行、同年９月に開催される手稲スポ・レクの告知ポスターのデザイン

等、本学学生は、様々な場で手稲区の行事に協力している。【資料 A-3-16】 

       

写真 A-10 第 21 回手稲夏あかり（2012 年 7 月 15 日） 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-16】さっぽろふるさとの森づくりに関する覚書 

 

[山岳部と手稲消防団協力による山岳救助隊発足] 

 近くに手稲山を有することから手稲消防団から依頼を受け、平成 19(2007)年に本学山岳

部の協力の下「手稲消防団山岳救助隊」が発隊した。『わがまちの山で起きる事故』に備え、

現在合同で訓練を重ねている。消防団内に山岳救助隊ができるのは道内初である。 

 

[その他の交流] 

平成 22(2010)年 10 月、平成 23(2011)年 10 月、平成 24(2012)年 10 月、平成 25(2013)
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年 10 月には、手稲区が企画し小学生を対象とした「手稲タンケンツアー」への協力を行っ

た。 

本学の大学祭について、期間中多くの市民が訪れ、恒例の花火大会や各種模擬店は地域

の子供達で賑わっており、フリーマーケットには多くの区民が出店・参加している。また、

学内における諸活動を広く地域住民に理解してもらうことを目的に、広報誌「ＨＩＴ ＮＥ

ＷＳ ＬＥＴＴＥＲ」は、本学周辺の約 25,000 戸へも配布してきた。平成 21(2009)年から

は、学内からの情報発信は、大学ホームページ上に「ＨＩＴ ＮＥＷＳ」（平成 24(2012)年

から「ＨＩＴ ＮＥＷＳ ＬＥＴＴＥＲ」と改称）として掲載している。 

 

A-3-④ 国際交流 

[オウル総合科学大学との交流] 

平成８(1996)年に、フィンランド・オウル総合科学大学のマンキネン学長ら４氏が本学

を訪問され、これを契機に交換留学がスタートした。双方から留学生を毎年１名ずつ派遣

することを内容とする相互交流協定を取り交わし、この協定に基づいて、毎年５月にオウ

ル総合科学大学から本学へ、８月には本学からオウル総合科学大学へ、ともに 70 日間の

滞在日程で相互交流学生を派遣している。平成 20(2008)年度からは相互の単位付与制度が

実現し、本学からの留学生には特別科目「フィンランド語基礎」が開設されている。平成

24(2012)年度からは交換留学生の人数を１名から２名に増やした。２名の場合の滞在期間

は、70 日間から 90 日間までとし、また１名の場合の滞在期間は、従来 70 日間までのとこ

ろを 140 日間まで延長することができるようにした。平成 24(2012)年、平成 25(2013)年の

両年とも５月にオウル総合科学大学から２名、８月には本学から２名の学生が共に滞在期

間 90 日間の相互交流を行った。 

教員の派遣についても平成 20 年(2008)年度から実施しており、これまでに４名の教員がオ

ウル総合科学大学を訪問し、平成 26 年（2014 年）３月にはオウル総合科学大学工学部国

際教員交流週間に教員を１名派遣する予定である。【資料 A-3-17】 

 

[国際交流] 

平成 22(2010)年４月から平成 25(2013)年 12 月までで、海外から 1819 か国延べ 98109 名の

来学者に対して本学の紹介やキャンパスツアー、教員や学生との交流を実施した。平成 25

（2013)年 7 月には、タイ王国スコータイ・タンマティラート大学教職員 11 名が来学した。 

【エビデンス集・資料編】 

【資料 A-3-17】オウル総合科学大学交換留学協定 

 

A-3-⑤ 社会連携・国際交流の推進のための継続的活動 

社会連携・国際交流は年々、実施数が増加している。その実施においては、大学ホーム

ページで開催及び開催結果について情報公開している。一方、教育・研究とのバランスを

取ることが必要になっており、業務の見える化システムを活用しながら特定の教員に過重

な負担がかからないよう教員間の業務の平準化を図りながら進めていくことが重要になる。 
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（３）A－3 の改善・向上方策（将来計画） 

・他大学との交流（大学間連携）については、札幌市が企画する各種の会議・フォーラ

ムに今後も積極的に参画し、情報交換を進めていく。なお、ＦＤ・ＳＤ活動に関する

北海道地区の推進協議会が、平成 21(2009)年 10 月に設立されており、本学はその幹

事校としてその役割を積極的に担っていく。 

・高大連携教育に関しては、高校側の希望が特定の時期に集中すること、特定の教員に

過度の負担が生じることなどの問題が起きている。今後は、こうした問題を解消する

ため授業担当依頼計画を立てるなどして連携教育の一層の充実を図る。入学後の単位

認定を含む高大連携については、現状では時間割の編成上の問題があり困難な状況に

あるが、継続して情報収集する。 

・我が国の継続的な産業活力維持のためには、理科・科学への興味・学習意欲の向上が

重要課題であり、青少年対象の教育啓発活動、子供たちの理科離れ対策をはじめとす

る教育関連行事には、今後とも積極的に関わっていく。 

・手稲区連合町内会連絡協議会、本学及び手稲区の地域連携は、愛着と誇りの持てるま

ちづくりと人材育成の観点から着実にその成果を上げているが、更に、地域行事への

協力や街づくりへの一層の貢献を目指す。 

・アパート住まいや下宿生などによるゴミ捨てや騒音等、マナーの悪さ、卒業時期の大

型ゴミ路上放置については、学生に対する指導の強化を図り、今後とも地域社会との

連携を強めて対策に当たる。 

・地域ボランティア、手稲区内の地域行事、まちづくりへの参加は、学生の人間形成や

技術力形成に大きく貢献しており、今後とも積極的に取り組んでいく。 

 

［基準 A の自己評価］ 

・平成 24(2012)年度の本学教員による自治体の各種委員、研究会への参画等は、延べ 201

件となっている。このことは、本学教員の専門性の高さが評価されたものである。 

・防災、自然保護、環境保全、農業振興など北海道という地域の特殊性に根ざした多く

のユニークな研究成果により地域社会発展への寄与を続けている。 

・今後は、平成24(2012)年に創設した寒地環境エネルギーシステム研究所、平成25(2013)

年に創設した寒地ヒューマンサポートシステム研究所の両研究所による研究、地方独

立行政法人北海道立総合研究機構との連携研究等を推進して行くことにより一層の活

性化を図る。 
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Ⅴ．エビデンス集一覧 

エビデンス集（データ編）一覧 
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【表 3－1】 職員数と職員構成（正職員・嘱託・パート・派遣別、男女別、年齢別）   
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【資料 F-2】 

大学案内（最新のもの）  

1 HOKKIDO SHOSHI GAKUEN 2012  

2 北海道工業大学 入学案内 2012  
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ラバス） 
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【資料 F-6】 
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2 北海道工業大学規程集  
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北海道工業大学における「成績評価と質の保証」のための基本フレー

ム 
 

【資料 1-2-3】 北海道工業大学の大学院における成績評価の基本フレーム  

【資料 1-2-4】 北海道工業大学学則  

【資料 1-2-5】 各学部及び学科の具体的人材養成の目的資料  

1-3．使命・目的及び教育目的の有効性 

【資料 1-3-1】 新任教職員研修会実施要領  

【資料 1-3-2】 北海道尚志学園「平成 24 年度事業報告」  

【資料 1-3-3】 教員組織規程  

【資料 1-3-4】 事務局組織規程  

【資料 1-3-5】 
HIT ナビ－在学生に関する諸規程 → 学則・大学院学則（pdf）

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php 
 

【資料 1-3-6】 
HIT ナビ－大学院（HIT 教務ブック） → シラバスは各専攻

http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigakuin/index.php 
 

【資料 1-3-7】 大学案内  

【資料 1-3-8】 
北海道工業大学 2013 年度 HIT 教務ブック履修ガイド・授業計画（シ

ラバス） 
 

【資料 1-3-9】 
北海道工業大学 2013 年度 HIT 教務ブック大学院便覧・授業計画（シ

ラバス） 
 

【資料 1-3-10】 評議会規程  

【資料 1-3-11】 全学連絡調整会議規程  

【資料 1-3-12】 教授会規程  

【資料 1-3-13】 教授会規程細目  

【資料 1-3-14】 大学院研究科委員会規程  

【資料 1-3-15】 学生支援センター規程  

【資料 1-3-16】 就職支援センター規程  

【資料 1-3-17】 入試広報センター規程  

【資料 1-3-18】 研究支援センター規程  
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【資料 1-3-19】 学術情報センター規程  

 

基準 2．学修と教授 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

2-1．学生の受入れ  

【資料 2-1-1】 
北海道科学大学のアドミッションポリシー 

http://www.hit.ac.jp/nyushi/department/ 
 

【資料 2-1-2】 
受験・入試情報 

http://www.hit.ac.jp/nyushi/admission/ 
  

【資料 2-1-3】 AO 入試プレゼンテーション評価票および推薦入試面接評価票   

【資料 2-1-4】 平成 25 年度入試問題評価報告書  

【資料 2-1-5】 2013 HIT ホームワーク報告書  

【資料 2-1-6】 学部、学科別の志願者数、合格者数、入学者数の推移（過去 5 年間） 【表 2－1】 

【資料 2-1-7】 学部、学科別の在籍者数（過去 5 年間） 【表 2－2】 

【資料 2-1-8】 大学院研究科の入学者数の内訳（過去 3 年間） 【表 2－3】 

2-2．教育課程及び教授方法   

【資料 2-2-1】 
北海道工業大学の基本姿勢 

http://www.hit.ac.jp/info/university/spirit.html 
 

【資料 2-2-2】 
在学生情報サイト HIT ナビ → HIT 教務ブック → 各学科 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/ 
  

【資料 2-2-3】 
HIT ナビ→大学院（HIT 教務ブック）→シラバスは各専攻 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigakuin/index.php 
 

【資料 2-2-4】 
情報公表－学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 新学部全学共

通履修ガイド(pdf) http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07 
 

2-3．学修及び授業の支援 

【資料 2-3-1】 
情報公表－学生の修学等に係る支援に関すること → 学習支援体制(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#10 
 

【資料 2-3-2】 
HIT ナビ－学習支援室（数学と英語） 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/04support/supportroom/index.php  

【資料 2-3-3】 
ノート PC サポート室 

http://www.hit.ac.jp/lib_info/pc_support/index.html  

【資料 2-3-4】 
HIT ナビ－在学生に関する諸規程 → 大学院ティーチング・アシス

タント規程(pdf) http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php  

2-4．単位認定、卒業・修了認定等 

【資料 2-4-1】 
情報公表－学修の成果の評価、卒業・修了認定に関すること → 新学部全学共

通履修ガイド(pdf) http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07  

【資料 2-4-2】 
「成績評価と質の保証」のための基本フレーム 

http://www.hit.ac.jp/info/feature/frame.html  

【資料 2-4-3】 
HIT ナビ－在学生に関する諸規程(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php  

【資料 2-4-4】 
情報公表－学修の成果の評価、卒業･修了認定に関すること → 成

績評価システムと学修の質の保証(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07  

【資料 2-4-5】 
HIT ナビ－在学生に関する諸規程 → 転学部･転学科規程(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php  

【資料 2-4-6】 
HIT ナビ－大学院(HIT 教務ブック) → 学位規程の運用細則/履修上

の留意事項(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/02system/daigakuin/index.php  
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【資料 2-4-7】 

情報公表－学修の成果の評価、卒業･修了認定に関すること → 大学院の成

績評価システムと学修の質の保証と基本フレーム (pdf) 

http://www.hit.ac.jp/public-info/index.html#07  

2-5．キャリアガイダンス 

【資料 2-5-1】 
キャリアアシストサイト 

http://www.hit.ac.jp/recruit/ 
  

【資料 2-5-2】 
学生サポートプログラム（キャリア支援） 

http://www.hit.ac.jp/career/outline/program.html 
  

【資料 2-5-3】 
HIT ナビ－学生支援プログラム 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/ 
 

【資料 2-5-4】 インターンシップ参加人数、インターンシップ先企業数（過去 3 年間）  

【資料 2-5-5】 就職相談室等の利用状況 【表 2－9】 

【資料 2-5-6】 
キャリアデザインサポートシステム（CDSS） 

http://cdss.hit.ac.jp/users/sign_in 
 

【資料 2-5-7】 3 級 FP 技能検定対策講座の実施について  

【資料 2-5-8】 就職の状況（過去 3 年間） 【表 2－10】 

2-6．教育目的の達成状況の評価とフィードバック 

【資料 2-6-1】 カリキュラム編成会議報告書  

【資料 2-6-2】 資格取得指導に関する調査票  

【資料 2-6-3】 
ＰＦ面談記録の記入方法 

http://cdss.hit.ac.jp/manual/pf.pdf  

【資料 2-6-4】 3 級 FP 技能検定対策講座の実施について  

【資料 2-6-5】 北海道工業大学学則  

【資料 2-6-6】 学生の表彰に関する取扱内規  

【資料 2-6-7】 学生活動支援奨学生規程  

【資料 2-6-8】 平成 25 年度 前期「授業改善のためのアンケート」実施要領  

【資料 2-6-9】 平成 25 年度 後期「授業改善のためのアンケート」実施要領  

2-7．学生サービス 

【資料 2-7-1】 
情報公開 － 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に 

係る支援に関すること→ 学生生活支援体制(pdf) 

http://www.hit.ac.jp/public-info/#10  

【資料 2-7-2】 
北海道工業大学協学会 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/hsf.html  

【資料 2-7-3】 
奨学金 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/life/scholarship.html  

【資料 2-7-4】 
HIT ナビ － クラブ紹介 → 外国人留学生交流会 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/07fulfill/club/index.php  

【資料 2-7-5】 
クラブ紹介 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/activity.html  

【資料 2-7-6】 
夢プロジェクト 

http://www.hit.ac.jp/campuslife/drm.html  

【資料 2-7-7】 
HIT ナビ － 保健管理室 

http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/health/index.php  

【資料 2-7-8】 HIT ナビ － 学生医療互助会 
http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/injury/index2.php  

【資料 2-7-9】 HIT ナビ － 学生相談室 
http://www.hit.ac.jp/gakusei/06relief/counselling/index.php  

【資料 2-7-10】 芦原ニセコ山荘 http://www.hit.ac.jp/info/facility/cottage.html  

【資料 2-7-11】 学生サポートプログラム 
http://www.hit.ac.jp/campuslife/life/sup.html  
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【資料 2-7-12】 
HIT ナビ － 在学生に関する諸規程 

→ 学生提案に関する取扱要領(pdf) 
http://www.hit.ac.jp/gakusei/01basis/regulation/index.php  

【資料 2-7-13】 
HIT ナビ － 学生生活アンケート結果 
http://www.hit.ac.jp/gakusei/document/20130826154013.pdf  

2-8．教員の配置・職能開発等 

【資料 2-8-1】 
学科・専攻別の教員数 

http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/kyoinsu.pdf 
  

【資料 2-8-2】 
教員の年齢構成 

http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/kyoinsoshiki_nenrei.pdf 
  

【資料 2-8-3】 北海道工業大学教員の採用および昇格の選考に関する規程  

【資料 2-8-4】 北海道尚志学園就業規則  

【資料 2-8-5】 教員活動の見える化システム http://researchers.hit.ac.jp:8000/  

【資料 2-8-6】 
学習支援体制 

http://www.hit.ac.jp/public-info/pdf/gakusei_shien.pdf 
 

2-9．教育環境の整備 

【資料 2-9-1】 北海道工業大学施設配置図 
http://www.hit.ac.jp/info/facility/facilitymap.html 

 

【資料 2-9-2】 北海道工業大学キャンパスマップ 
http://www.hit.ac.jp/campuslife/campusmap/fac.html  

【資料 2-9-3】 
情報公開 － 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育環境に
関すること 
http://www.hit.ac.jp/public-info/#8  

【資料 2-9-4】 北海道工業大学図書館 
http://www.hit.ac.jp/lib_info/library/index.html  

【資料 2-9-5】 
コンビニ／書籍・文具 
http://www.hit.ac.jp/info/facility/conven_book.html  

【資料 2-9-6】 
講義棟(G 棟) 
http://www.hit.ac.jp/info/facility/m_campus.html  

【資料 2-9-7】 
学術情報センター・演習室 
http://www.hit.ac.jp/lib_info/mediacenter/index.html  

【資料 2-9-8】 
体育館 HIT ARENA 
http://www.hit.ac.jp/info/facility/hitarena.html  

【資料 2-9-9】 
HIT ナビ － 学生生活アンケート結果 
http://www.hit.ac.jp/gakusei/document/20130826154013.pdf  

 

基準 3．経営・管理と財務 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

3-1．経営の規律と誠実性  

【資料 3-1-1】 学校法人北海道尚志学園寄附行為 【資料 F-1】 

【資料 3-1-2】 
北海道工業大学の基本姿勢  

http://www.hit.ac.jp/info/university/spirit.html 
  

【資料 3-1-3】 学校法人北海道尚志学園組織図   

【資料 3-1-4】 学校法人北海道尚志学園中期事業計画（平成 23 年度～27 年度）  

【資料 3-1-5】 教学体制の再構築並びにキャンパス再整備計画  

【資料 3-1-6】 ブランドブック 2013  

【資料 3-1-7】 学校法人北海道尚志学園内部監査規程  

【資料 3-1-8】 環境マネジメントシステムに関する基本規程  

【資料 3-1-9】 環境影響評価規程  

【資料 3-1-10】 環境教育・訓練規程  
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【資料 3-1-11】 環境情報伝達規程  

【資料 3-1-12】 環境文書・記録管理規程  

【資料 3-1-13】 環境測定業務規程  

【資料 3-1-14】 環境不適合是正予防処置規程  

【資料 3-1-15】 内部環境監査規程  

【資料 3-1-16】 
環境への取り組み 

http://www.hit.ac.jp/info/activity/environmental.html 
 

【資料 3-1-17】 北国の省エネ・新エネ大賞（北海道経済産業局長表彰）  

【資料 3-1-18】 
新体育館「HIT ARENA」 

http://www.hit.ac.jp/info/facility/hitarena.html 
 

【資料 3-1-19】 ハラスメント対策に関する規程  

【資料 3-1-20】 個人情報保護規程  

【資料 3-1-21】 消防計画  

【資料 3-1-22】 平日の夜間および休日の校舎の利用に関する要領  

【資料 3-1-23】 安全点検マニュアル  

【資料 3-1-24】 危機管理規程  

【資料 3-1-25】 自己点検・評価年次報告書  

【資料 3-1-26】 積極的な情報公開 http://www.hit.ac.jp/public-info/  

【資料 3-1-27】 財務情報の公開 http://www.shoshi.ac.jp/11.html  

【資料 3-1-28】 財務書類等閲覧規程  

3-2．理事会の機能   

【資料 3-2-1】 学校法人北海道尚志学園理事会会議規則  

【資料 3-2-2】 学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則   

【資料 3-2-3】 理事会、評議員会、常任理事会の開催状況  

【資料 3-2-4】 学校法人北海道尚志学園常任理事会会議規則  

【資料 3-2-5】 学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程  

【資料 3-2-6】 学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規  

【資料 3-2-7】 学長選考規程  

3-3．大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

【資料 3-3-1】 組織図  

【資料 3-3-2】 教員組織規程  

【資料 3-3-3】 事務局組織規程  

【資料 3-3-4】 教授会議事録  

【資料 3-3-5】 大学院研究科委員会議事録  

【資料 3-3-6】 評議会議事録  

【資料 3-3-7】 全学連絡調整会議議事録  

【資料 3-3-8】 自己点検・評価規程  

【資料 3-3-9】 ファカルティ・ディベロップメント規程  

3-4．コミュニケーションとガバナンス 
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【資料 3-4-1】 学校法人北海道尚志学園運営協議会規程  

【資料 3-4-2】 北海道工業大学学則  

【資料 3-4-3】 北海道工業大学大学院学則  

【資料 3-4-4】 学校法人北海道尚志学園法人本部事務組織・分掌規程  

【資料 3-4-5】 北海道工業大学事務局組織規程  

【資料 3-4-6】 学校法人北海道尚志学園監事監査規程  

【資料 3-4-7】 北海道工業大学評議会議事録  

【資料 3-4-8】 
監査報告書 

 http://shoshi.ac.jp/pdf/business_report_h23.pdf  

【資料 3-4-9】 監事の職務執行状況  

【資料 3-4-10】 理事会、評議員会、常任理事会の開催状況  

【資料 3-4-11】 尚志学園報  

【資料 3-4-12】 学校法人 北海道尚志学園将来計画検討委員会開催要領  

【資料 3-4-13】 ブランドブック 2013  

【資料 3-4-14】 工大・薬大連携ワーキング・グループ開催要領  

【資料 3-4-15】 学校法人北海道尚志学園記念事業検討委員会開催要領  

3-5．業務執行体制の機能性 

【資料 3-5-1】 学校法人北海道尚志学園理事会業務委任規程   

【資料 3-5-2】 学校法人北海道尚志学園法人本部業務委任規程   

【資料 3-5-3】 学校法人北海道尚志学園組織規程  

【資料 3-5-4】 学校法人北海道尚志学園寄附行為  

【資料 3-5-5】 学校法人北海道尚志学園常務理事の担当業務に関する内規  

【資料 3-5-6】 北海道尚志学園法人本部事務組織・分掌規程  

【資料 3-5-7】 北海道工業大学事務局組織規程  

【資料 3-5-8】 学校法人北海道尚志学園職員の勤務調査に関する規程  

【資料 3-5-9】 学校法人北海道尚志学園人事異動の指針  

【資料 3-5-10】 学校法人北海道尚志学園理事会会議規則  

【資料 3-5-11】 学校法人北海道尚志学園評議員会会議規則  

【資料 3-5-12】 学校法人北海道尚志学園常任理事会会議規則  

【資料 3-5-13】 学校法人北海道尚志学園運営協議会規程  

【資料 3-5-14】 学校法人北海道尚志学園監事監査規程  

【資料 3-5-15】 学校法人北海道尚志学園内部監査規程  

【資料 3-5-16】 学校法人北海道尚志学園内部監査実施細則  

【資料 3-5-17】 平成 25 年度新人職員（事務職員）研修について  

【資料 3-5-18】 職員の会議、研修等に関する内規  

【資料 3-5-19】 学校法人北海道尚志学園自己研鑚助成に関する取扱要領  

【資料 3-5-20】 平成 24 年度自己研鑽費使用実績表  

【資料 3-5-21】 学校法人北海道尚志学園業務改善表彰実施要領  
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【資料 3-5-22】 平成 24 年度業務改善表彰制度の選考結果について  

3-6．財務基盤と収支 

【資料 3-6-1】 平成 25 年度 学校法人北海道尚志学園 事業計画書  

【資料 3-6-2】 将来計画検討委員会開催要領  

【資料 3-6-3】 北海道尚志学園奨学基金規程  

【資料 3-6-4】 北海道薬科大学附属薬局運営委員会規程  

【資料 3-6-5】 
北海道薬科大学附属薬局 

http://www.hokuyakudai.ac.jp/fuzokuyakkyoku/  

3-7．会計 

【資料 3-7-1】 学校法人北海道尚志学園経理規程  

【資料 3-7-2】 学校法人北海道尚志学園予算執行規程  

【資料 3-7-3】 学校法人北海道尚志学園固定資産及び物品管理規程  

【資料 3-7-4】 学校法人北海道尚志学園固定資産会計要領  

【資料 3-7-5】 学校法人北海道尚志学園調達規程  

【資料 3-7-6】 監査報告書 http://shoshi.ac.jp/pdf/business_report_h23.pdf  

【資料 3-7-7】 学校法人北海道尚志学園内部監査規程  

 

基準 4．自己点検・評価 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

4-1．自己点検・評価の適切性 

【資料 4-1-1】 
北海道工業大学の基本姿勢

http://www.hit.ac.jp/info/university/spirit 
 

【資料 4-1-2】 
北海道工業大学の教育の特色

http://www.hit.ac.jp/info/university/spirit 
 

【資料 4-1-3】 北海道工業大学学則http://www.hit.ac.jp/public-info/  

【資料 4-1-4】 
平成20年度 大学機関別認証評価 評価結果報告書 北海道工業大学 

http://www.hit.ac.jp/info/activity/pdf/kikanbetsu_report.pdf 
 

【資料 4-1-5】 
北海道工業大学 自己評価報告書・本編 [日本高等教育評価機構] 平成20

年6月 http://www.hit.ac.jp/info/activity/pdf/univ_report.pdf  
 

【資料 4-1-6】 北海道工業大学 自己点検・評価年次報告書 [平成24年度版] 学内公開版 

【資料 4-1-7】 北海道工業大学教員組織規程http://www.hit.ac.jp/public-info/  

【資料 4-1-8】 北海道工業大学自己点検・評価規程  

【資料 4-1-9】 北海道工業大学自己点検・評価委員会幹事会規程  

【資料 4-1-10】 平成24年度 要措置事項一覧   

4-2．自己点検・評価の誠実性 

【資料 4-2-1】 情報公表 http://www.hit.ac.jp/public-info/  

【資料 4-2-2】 研究者データベース http://researchers.hit.ac.jp/  

【資料 4-2-3】 大学の取り組み http://www.hit.ac.jp/public-info/  
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【資料 4-2-4】 学生生活アンケート集計結果   

【資料 4-2-5】 授業改善のためのアンケート集計結果  

【資料 4-2-6】 学科カリキュラム編成会議 結果報告書  

【資料 4-2-7】 大学評価 http://www.hit.ac.jp/info/activity/evaluation.html  

【資料 4-2-8】 北海道工業大学 自己点検・評価年次報告書 [平成24年度版] 学内公開版 

【資料 4-2-9】 平成24年度 要措置事項一覧   

4-3．自己点検・評価の有効性 

【資料 4-3-1】 
平成20年度 大学機関別認証評価 評価結果報告書 北海道工業大学 

http://www.hit.ac.jp/info/activity/pdf/kikanbetsu_report.pdf 
 

【資料 4-3-2】 平成 24 年度 要措置事項一覧  

【資料 4-3-3】 北海道工業大学 自己点検・評価年次報告書 [平成 24 年度版] 学内公開版 

 

基準 A．学術研究及び社会連携・国際交流 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

A-1．学術研究の実施状況 

【資料 A-1-1】 
HIT NEWS LETTER Vo.30/2012No.1  

http://www.hit.ac.jp/info/magazine  
 

【資料 A-1-2】 北海道工業大学寒地環境エネルギーシステム研究所規程  

【資料 A-1-3】 
HIT NEWS LETTER Vo.31/2013No.1  

http://www.hit.ac.jp/info/magazine  
 

【資料 A-1-4】 北海道工業大学寒地ヒューマンサポートシステム研究所規程  

【資料 A-1-5】 北海道工業大学研究支援センター規程  

【資料 A-1-6】 北海道工業大学Ⅱ－Ⅵ族研究用ＭＢＥ装置運営委員会内規  

【資料 A-1-7】 北海道工業大学全自動Ｘ線分析システム運営委員会内規  

【資料 A-1-8】 省エネルギー診断業務報告書  

【資料 A-1-9】 
北海道工業大学地方独立行政法人北海道道立総合研究機構との連携・協

力に関する協定 
 

【資料 A-1-10】 弘前市と北海道工業大学の連携に関する協定  

【資料 A-1-11】 北海道工業大学受託研究取扱規程  

【資料 A-1-12】 北海道工業大学奨学寄付金取扱規程  

【資料 A-1-13】 受託研究・奨学寄附金一覧  

【資料 A-1-14】 北海道工業大学競争的研究費規程  

【資料 A-1-15】 北海道工業大学競争的研究費の審査取扱要領  

【資料 A-1-16】 研究者データベース ラボサイト http://www.labs.hit.ac.jp/  

A-2.研究成果の普及・実用化  

【資料 A-2-1】 公開講座チラシ・実施要領等  

A-3.社会連携・国際交流  

【資料 A-3-1】 図書館 http://www.hit.ac.jp/lib_info/libray/index.html  
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【資料 A-3-2】 
HIT NEWS 2010/Vol.5,6  

http://www.hit.ac.jp/info/magazine 
 

【資料 A-3-3】 北海道工業大学高大連携教育推進委員会規程  

【資料 A-3-4】 高大連携に関する覚書  

【資料 A-3-5】 平成 24 年度高大連携教育実施計画書及び実施結果  

【資料 A-3-6】 
HIT NEWS 2011/Vol.8,9  HIT NEWS LETTER Vol.30/2012 No.2 

http://www.hit.ac.jp/info/magazine 
 

【資料 A-3-7】 地域連携協定書  

【資料 A-3-8】 
HIT NEWS 2010/Vol.3, HIT NEWS 2011/Vol.8 

http://www.hit.ac.jp/info/magazine 
 

【資料 A-3-9】 防災連携協定書  

【資料 A-3-10】 HIT NEWS LETTER Vo.31/2013No.3  

【資料 A-3-11】 平成 25 年度 119 日間セーフティラリー実施要領  

【資料 A-3-12】 
HIT NEWS 2010/Vol.４ 

http://www.hit.ac.jp/info/magazine 
 

【資料 A-3-13】 
平成 25 年度協学会・体育局・文化局主催大学周辺町内ゴミ拾い実施要

領 
 

【資料 A-3-14】 平成 25 年度夢プロジェクト採択一覧  

【資料 A-3-15】 平成 24 年度雪かき隊企画書及び活動報告書  

【資料 A-3-16】 さっぽろふるさとの森づくりに関する覚書  

【資料 A-3-17】 オウル総合科学大学交換留学協定  

※該当しない項目がある場合は、備考欄に「該当なし」と記載。 



 

 

編集後記 

 

 

 本学における「自己点検評価」は平成 5 年に設置された自己点検・評価委員会が平成６

年 10 月に刊行した「自己点検・評価報告書(その 1 : 研究活動)」を端緒としている。そ

の後、毎年の刊行を継続し、平成 20 年の大学機関別認証評価の受審を経て、認証評価基準

に基づいた形式での自己点検評価報告書としては、本報告書が平成 23 年度に続く２回目の

公表となる。 

 昭和 42 年４月に開学した北海道工業大学は、我が国の発展と地域社会の活性化に寄与す

ることを使命とする実学系総合大学として、本年４月より北海道科学大学に改称する。従

って、本報告書は 47 年間の北海道工業大学の歴史に刻む、最後の自己点検評価報告書とな

るため、「北海道工業大学」に感謝する気持ちを強く意識して編集したつもりである。また、

本学は教学体制の再構築を進める過渡期にあり、平成 27 年に予定している２回目の大学機

関別認証評価に向けて学内各部署と連携しながら万全なる備えを進めるつもりである。 

 本学の発展に貢献された先人方の優れた先見性により始まった「自己点検評価」が本学

における大学改革の原動力であったことに疑いの余地はない。この先人方のパワーを絶や

さぬため、さらには本学が歩み出す新たなステップを確実にするためにも、ＰＤＣＡサイ

クルの一環を成す「自己点検評価」の弛まぬ継続が大切であると認識している。さらに、

これからの「自己点検評価」が更なる大学改革の推進力となることを期待して、編集後記

とする。 

 最後に、本報告書の作成にあたりご尽力いただいた関係各位に感謝申し上げる。 

 

 

平成 26 年２月 21 日 

 

自己点検・評価委員会幹事会 

幹事長 一ノ宮 修 

 


